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巻頭言

1 明日の原子力を担う人材育成に
向けて

白井克彦

解説

22 物理的世界とデジタルの世界の
融合がもたらすもの
―Smarter Planetの目指す世界
世界が持続可能な発展を「賢く」遂げるため

に，ITが果たす潜在的役割は大きい。ITを効
果的に活用することで，原子力施設のライフサ
イクルマネージメントを，「よりスマート」なも
のにすることができる。

岩野和生，菊山薫子

シリーズ解説
我が国の最先端原子力研究開発

電中研 No．15

16 エラーをする人間から，安全を
守る人間の研究へ―電中研におけ
るヒューマンファクター研究
ヒューマンエラーなどによって事故・トラブ

ルのきっかけを作る人間。しかし人間には，危
険に気づいたり，想定外の事態に対しても適切
に対処できる能力がある。今回は，安全を守る
人間という面に着目したヒューマンファクター
研究を紹介する。

佐相邦英，弘津祐子，廣瀬文子

時論

2 核兵器不拡散条約（NPT）の将来
と 3 S
原子力発電の新規導入国が増えれば，核拡散

の危険性が高まりかねない。核不拡散のために
取り組むべき NPTの課題とはなにか。

新井 勉

4 大学における原子力教育・研究
と人材育成
各大学では，それぞれ特色ある原子力教育・

研究を実施している。そのような教育を受けた
学生に対し，どのような出口が用意されている
か，用意できるか。

竹田敏一

解説

32 FBR実証炉の建設と実用化を目
指して―開発の経緯と三菱の取組み
ウラン資源の有効利用性が高く，放射性廃棄

物の問題にも対応できるシステムとして，国家
基幹技術として位置づけられた高速増殖炉サイ
クル技術。日本原子力研究開発機構とともに，
その開発の中核を担っている三菱の取組みにつ
いて紹介する。

岡田敬三

27 国産放射線挙動シミュレーショ
ン計算コード
システム開発の必要性と展望
核・臨界計算から中性子・光子・高エネル

ギー放射線の遮蔽・挙動までの計算に広く使わ
れているMCNP/MCNPXコードに代わる国産
の計算コードが開発されている。

坂本幸夫，千葉 敏，長家康展

私たちの主張

37 原子力界をリードして来た 4氏
が思いを語る
民主党への政権交代が実現した。黎明期から

原子力界をリードしてきたベテラン４氏が集ま
り，原子力への思いと後進への意見を熱く語っ
た。
伊原義徳，原 禮之助，遠藤哲也，浜崎一成

（聞き手）小林容子
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【お知らせ】

連載講座 21世紀の原子力発電所廃止措置の技術動向

第５回は，お休みします。

6 NEWS

●小沢環境相，川内３号機増設で意見書
●六ヶ所再処理施設，来年10月に竣工を延期
●敦賀3,4計画遅れで敦賀１の運転を延長
●赤外吸収測定で強誘電体の氷の識別方法を確立
●地下施設に低アルカリ性セメントを用いて施工
●ナノ粒子ターゲットで新しいイオン加速手法を実証
●早稲田大，３大学と共同大学院を来年４月に開設
●原産，IAEA総会併設展示会に出展
●原産，ロシアへフロント・エンド調査団を派遣
●海外ニュース

51 新刊案内『対話の場をデザインする
―科学技術と社会の間をつなぐということ』

松浦祥次郎
58 会報 原子力関係会議案内，主催・共催行事，

人事公募，平成22年度フェロー候補推薦募集，
フェローの活動状況，From Editors，Web会議
システムの導入と運用に係わるお知らせ，和文
論文誌（Vol.8,No.4）目次，英文論文誌（Vol.46,
No.12）目次，主要会務，編集後記

後付 総目次・著者名索引（Vol.51,Nos 1～12）

ジャーナリストの視点

57 鳩山首相にノーベル平和賞銀メダルは
可能か

志賀正利

連載講座 軽水炉プラントの水化学（10）
最終回

42 実機での水化学（４）
―プラント管理，標準化・規格化

軽水炉では，水が燃料・構造材料と接しなが
ら循環している。これら金属材料と水の界面で
生じる問題の調和的抑制あるいは解決が，水化
学管理の使命である。最終回では，その考え方
と方法を総括するとともに，標準化・規格化に
ついて述べる。

瀧口英樹

談話室

47 広島，原爆投下（その１）
―トルーマン声明

広島へ原爆が投下
された翌日，政府や
軍首脳部には，アメ
リカの短波放送を受
信した「敵性情報」が，
極秘に配布された。

中根良平

シニアネットワーク報告

49 「環境保全と経済発展を両立させ
るために原子力は不可欠」
―安倍元総理に聞く

安倍氏は，環境保全と経済発展を両立させる
こと，そのために「原子力発電は重要な手段」で
あり，日本はその技術をもって世界をリードで
きるチャンスであると語った。

（聞き手）齋藤伸三，荒井利治

会議報告

52 ベトナムの原子力研究は今（ベト
ナム原子力学会）

山本章夫，ナム ホアイ ツァイ

53 Win�Japan 主催 女性交流会 in
薩摩川内―楽しく話そう，エネル
ギーや原子力のこと

前田由起子，黒岩温子

54 アクチノイドおよび核分裂生成
核種の地質環境における化学と
移行に関する国際会議

大貫敏彦

定点“感”測⑥

55 夢実現
伊藤恭子

学会誌ホームページが変わりました
http : //www.aesj.or.jp/atomos/

9月号のアンケート結果をお知らせします。（p．56）
学会誌記事の評価をお願いします。http : //genshiryoku.com/enq/

冥王星を覆う氷が，電気で強
く引きあった特殊なものかど
うかを確かめることが，でき
そうになってきた。
（News p．7）



地球温暖化により世界中で自然環境の異変が報告されています。氷山の融解による海面の上昇，氷河の後退，

局所的集中豪雨，砂漠化，生態系の変化に伴う農水産などへの影響など，人間生活への多大な影響のみならず，

地球上の生命の存亡の危機を迎えつつあるとも言えるものです。これも一層の社会生活の向上を求める過剰な

経済活動のエネルギー源として，著しい化石燃料の消費による二酸化炭素の排出によるものであることは言を

待ちません。このような事態を回避すべく，二酸化炭素を排出しない未来エネルギーの有意性が着目されてい

ます。未来エネルギーとして，風力，太陽光，地熱，海流，バイオマスなどの種々の発電技術の中でも，実績，

安定供給性から原子力発電は群を抜いて重要な技術であることは言うまでもなく，世界的な原子力の意義の見

直しにより，各国での増設・新設ラッシュとなっております。

実は本学では，40年ほど前に原子力エネルギー技術の将来性に鑑み，関連学科の設置を検討した時期があり

ましたが，諸般の事情で断念した経緯があります。その後，現在に至るまで，原子力発電技術が核物理学のみ

ならず，核燃料工学，熱工学，電気工学，化学，材料工学などの総合技術からなることを背景に，直接は原子

力の看板は掲げなくとも本学理工学部・大学院の関連学科・専攻の数多くの卒業生が，原子力発電や関連の加

速器技術の発展に貢献してきています。

他方，近年，原子力に関わる人材育成に関してその役割を担ってきた各大学の原子力工学科は，エネルギー

や環境など，より広い分野を扱う学科の一部として統合され，その数は減少傾向にあり，原子力工学の人材育

成の希薄化が懸念されています。このような状況を踏まえ，社会的要請に応えるべく，原子力に関する正しい

技術を伝承する優れた技術者・研究者を育成し輩出し，産業界との架け橋となるため，本学は東京都市大学と，

多様な連携で研究教育を行う共同大学院「共同原子力専攻」を2010年４月に開設することとなりました。本共同

専攻では，原子炉の運用実績を有し，原子力安全工学分野に強みを持つ東京都市大学と原子力工学の基礎基盤

となる工学系と加速器理工学に強い早稲田大学が共同大学院を設立することにより，次世代の原子力利用・技

術の展開を支える人材を育成していきます。教育課程では各分野の専門家によるトップレベルの指導の下，原

子力工学，加速器理工学，放射線理工学を中心とした様々な分野の教育，研究を行うとともに，原子力が有す

る特性上，教場指導のみならず，現場実習重視による実学と安全面，倫理面，リスク管理の指導にも力を入れ，

真に国民から信頼される原子力技術の構築に貢献できる技術的にも人間的にも高いレベルの人材の輩出を目指

していきたいと考えています。

同時に，地球環境の維持・向上という社会的要請を受けて，「未来エネルギーに関する人材育成フォーラム」

を立ち上げました。そこでは広く多くの大学の参画を募り，シンポジウムや見学会，さらに学生と社会の交流

の場の提供などを通して，産官学を上げて明日の日本や世界を背負って立つ優れた国際的人材を育成していき

たいと考えております。原子力などのエネルギー関連産業界や行政からの厚いご支援を切にお願い申し上げる

次第です。

（2009年 10月８日 記）

巻
頭
言

明日の原子力を担う人材育成に向けて

早稲田大学 総長

白井 克彦（しらい・かつひこ）
早稲田大学第一理工学部卒業，同大学大学院
理工学研究科博士課程単位取得満期退学。工
学博士。早稲田大学教授。2002年から現職。
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原子力エネルギーへの回帰と核不拡散への課題
1986年４月に起こったチェルノブイリ原子力発電所の

事故以来，世界の原子力界は長い間低迷し続けてきた。

しかしながら，こうした冬の時代を経て，原子力は春を

迎えつつある。昨今のエネルギー需要の増大や地球温暖

化問題などを背景として，原子力発電が見直され，原子

力発電所の建設ラッシュが米国，中国，インドなどをは

じめとして世界各地で始まった。原子力発電を初めて導

入しようとする国も増加している。このような趨勢は，

しばしば「原子力ルネッサンス」と呼ばれている。

将来，原子力発電の新規導入国の数が増えれば，核拡

散の危険性も高まりかねない。原子力に関する技術は，

軍事転用が可能だからである。したがって，原子力発電

事業の国際展開は，核不拡散と両立させていくことが不

可欠である。加えて，原子炉の安全の確保が前提となる。

９・11テロ以後，テロリストなどの非国家主体への核物

質等の拡散に対する脅威認識が高まっていった。オバマ

米大統領が本年４月のプラハ演説で，テロリストの手に

渡る危険のある核物質等の安全確保のために「核セキュ

リティ」に関するサミットを主催すると提唱したが，こ

れは核テロへの対応を米国が優先課題としている証左で

ある。

軽水炉の燃料となる低濃縮ウランの安定的な供給が保

証されることは，新規原発導入国にとって死活的問題と

なる。原子力発電所の数が急増すれば，ウラン資源を巡

る獲得競争も激化するからである。核燃料の供給保証に

ついては，IAEAで議論されてきているが，原子力先進

国と途上国側の立場との隔たりは埋まらず，入り口で議

論は停止したままである。核燃料供給保証構想や核燃料

バンク構想は，濃縮・再処理技術などの拡散防止を主眼

として出てきた提案であり，将来的に自前の再処理・濃

縮活動を視野に入れている国にとっては拒絶反応の対象

となっている。その根拠として引用されるのが，NPT

第４条にいう原子力平和利用にあずかる「奪い得ない権

利」である。NPT上の非核兵器国は，核兵器の保有を断

念する代わりに原子力の平和利用について「奪い得ない

権利」を持つというのが，一種のグランド・バーゲン（大

局的な取り引き）として成立した。このバーゲンは，「持

てる国」と「持てない国」の間の不平等感を少しでも薄め

るための役割を担ってきたが，今や，核燃料の安定供給

保証に関する議論を進めるうえでの障害となっている。

3 S確保の意義と課題
原子力発電の国際展開が無秩序に行われる場合には，

原子力事故への懸念のみならず，核拡散や核テロの危険

性が増大しかねない。そこで，こうした事態をできるだ

け未然に防ぐためにも，何よりも原子力平和利用の法的

および人的基盤を築くことが求められる。2008年夏，G

８北海道洞爺湖サミットにおいて開始された“３Sイニ

シ ア テ ィ ヴ”は，３つ の S（核 不 拡 散�保 障 措 置

（Safeguards），原子力安全（Safety），核セキュリティ

（Security））を土台とする原子力エネルギーの基盤整備

の必要性を提唱したものだ。

問題は，３つの Sの中味である。おのおのの Sを確

保するために，どこまでの高い水準を求めるべきかにつ

いて，国際的に合意されたものはない。例えば，保障措

置についての日本の立場は，NPT上の義務である包括

的保障措置に加えて，追加議定書の普遍化を重視してい

るが，かかる方針は、必ずしも他の原子力国に共有され

ているわけではない。原子力安全についても，IAEAに

おいて指針を記した「安全シリーズ」文書が作成されてい

るが，どこまでの水準を満たせばよいかは各国の規制に

よって異なっている。

核セキュリティについてはどうか。核セキュリティと

は，従来の「原子力防護」や「核物質防護」を超えた広い概

念であり，IAEAでは現在，核兵器や核物質の盗難，密

輸，不正移転，または，原子力施設や核物質の輸送等に

対する妨害破壊行為を防止するための様々な対策（予

防・探知）および，そうした事態（盗難，密輸など）が起

こった時に被害を最小限度に止めるための対応，と定義

されている。いわゆる核テロ対策ともいってもよい。そ

の意味で，日本の新聞やテレビ報道などでしばしば用い

られている「核安全保障」という訳語では誤解を招く。英

語の Security は多義的な単語ではあるが，伝統的には

新井 勉（あらい・つとむ）
外務省 国際原子力協力室長
外務省入省後，国際連合局，ジュネーブ軍
縮代表部，軍縮課企画官，日本国際問題研
究所主任研究員，国際法課法律顧問官，不
拡散室長等を経て現職。

核兵器不拡散条約（NPT）の将来と 3 S
時論

850 時 論（新 井）
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国家の安全保障を中心とした概念であるからである。す

なわち，「核安全保障」と訳すと国家への拡散防止，核軍

縮，核抑止などを連想しかねず，核セキュリティが想定

している上述の概念とは食い違ってくる。日本において

は，核物質や原子力施設の防護という側面では関連国際

条約や IAEAが定めた国際的基準を満たす対応がとら

れてきているが，核セキュリティという概念が想定する

範囲全体を包摂するような国内体制の整備には未だ拡充

の余地があり，今後の国際的議論の行方次第では，体制

の更なる整備について検討を求められる可能性がある。

NPTの将来
2010年５月，ニューヨークにおいてNPT運用検討会

議（以下単にNPT会議）が開催される。ブッシュ前政権

下では核軍縮は無視され，テロ対策と核不拡散のみが優

先課題となってきた。これに対する不満が非同盟諸国の

中に蓄積してきただけに，オバマ大統領がプラハ演説の

中で「核兵器のない世界」に言及したことは，先の５月に

行われたNPT会議の最終準備委員会でも審議の円滑な

進行にとってプラスの心理的効果があったようだ。

NPTの歴史にとって、最大の分水嶺は1995年の有効

期限の無期限延長であった。NPTの将来の存続が確保

されたからである。その後しばらく，米露および中仏英

は，その安堵感に浸っていた感があり，2000年の NPT

会議でもその余韻のなかで一定の軍縮措置（13項目）を盛

り込んだ合意文書の採択がなされた。しかし，合意した

軍縮措置の進展はなく，その象徴的結果が2005年の NPT

会議の失敗である。来年のNPT会議を取り巻く情勢に

ついて決して楽観視はできないが，核不拡散体制を維持

していくためにも，様々な課題についてバランスよく前

向きな取組みを続けていく必要がある。今の主要な課題

として次の４点を指摘したい。

第１点は，NPT第６条の核軍縮交渉義務である。当

面の注目点は，米露が交渉する START Ⅰ後継条約の

中味となる。次に注目すべきは，中国などの他の核兵器

国を核軍縮の輪にどのように入れるかという点である。

CTBT発効や兵器用核分裂性物質生産禁止条約（カット

オフ条約）交渉の進展に向けての強いコミットメントを

打ち出せるのか，従来の米露交渉の枠組みを超えて５つ

の核兵器国が将来の核軍縮に向けてのヴィジョンを示し

うるかどうか，が当面の重要なテーマとなる。

第２点は，濃縮能力を急速に向上しつつあるイランの

核問題および北朝鮮の核・ミサイル問題は，NPT体制

の維持にとっても，国際・地域の安全保障にとっても大

きな懸念事項である。

第３点は，核不拡散と原子力の平和利用の両立という

課題である。“３Sイニアティヴ”という標語の浸透はと

もかくとして，３つの Sのおのおのについて，しっか

りとした基盤整備を国際的に推進していく必要がある。

IAEAはこの点で重要や役割を担っている。核燃料供給

保証に関する議論の行方も注視したい。

第４点は，依然としてNPT体制の枠外にいる３ヶ国

（インド，パキスタンおよびイスラエル）をどのように核

不拡散体制にとりこんでいくのか，という課題である。

これは，中東や南アジア地域の対立構造に根っこをもつ

地域の安全保障環境の行方と密接に関連しているもの

で，NPT会議や国連総会などでの関連決議の採択など

で解決の糸口を見いだせるような問題ではない。

５年ごとに開かれるNPT会議で何らかの成果文書に

合意するかどうか，は当該会議の成否を判断する一つの

客観的な基準になろうが，NPTの将来をただちに決定

づけるものではない。重要なことは，NPT締約国の間

で，核軍縮，核不拡散，原子力の平和利用というNPT

の３つの柱について上述のような課題を様々な角度から

議論し，一歩ずつでも解決に向けて前進を図りつつ，お

互い立場の違いはあっても，世界の平和と安定を維持し

ていくためにはNPTは引き続き不可欠な存在である，

との共通認識を持ち続けることができるかどうか，とい

う点である。「核兵器のない世界」への道はまだまだ遠い

未来のことであり，仮にそのような世界の実現が視野に

入ってきたら今のNPTの存在意義はきわめて小さくな

る。それまでの間，NPTにかかる求心力を何とかして

保持していくための努力を怠ってはならない。

（2009年 ９月25日 記）
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大学での教育・研究とは？
大学における原子力教育・研究については，現在，そ

れぞれの大学が特色ある教育・研究を実施している。原

子力の教育方針も，原子物理，原子核物理，原子炉物理，

熱流力工学，核燃料・材料，再処理工学，原子力工学，

原子力法規等の従来の原子力基礎に力を入れた教育，核

不拡散，持続可能性，環境面・国際性に力を入れた教育，

原子力実験実習・訓練等の実習により力点を置いた教

育，さらには，それぞれのバランスを取った教育方法等

さまざまなやり方があり，要は大学の特色を出していけ

ればよいと思う。

大事なことは，そのような教育を受けた学生に対し，

どのような出口が用意されているか，用意できるかであ

る。出口の一つである原子力メーカを考えよう。原子力

メーカも世界規模で統合され，設計・運転・許認可には

日本の規格基準のほかNRC等の海外の規制を満たす必

要があり，規制当局との交渉，海外の顧客である電力と

の交渉が必要となる。このような交渉には，語学力，技

術的決断力のほかに，種々の教養，その基礎となる原子

力基盤知識を身につけねばならない。さらに重要なのは

リーダーシップであろう。自社設計の原子力プラントの

優位性を，技術面だけでなく製造・工事を含めたプラン

ト建設の設計能力が要求され，それらをまとめ，チーム

を引っ張っていかねばならない。さらに，次世代軽水炉，

高速炉の技術開発も進めなければならない。

電力も，既存原子力プラントの安全・安定運転のため

の保安技術，機器の健全性予測，修理のための保全技術，

地元の了解のための説明，国民・マスコミを対象とした

PA活動，プルサーマル用の混合酸化物（MOX）燃料の

海外での製造過程の検査，健全性評価等数多くの仕事が

ある。

このような出口の要求に答えるには，大学の人材育成

が非常に重要となる。はじめに述べたようにさまざまな

教育方法が存在するが，原子力学を教授する人材の減

少，老齢化，さらには原子力施設の老朽化を考えると，

少数の教授人材・施設の有効活用がぜひとも必要となっ

てきている。

教授人材は充分か？
まず，教授人材について考える。原子力産業界での仕

事の内容が広くなり，さらに国際的になっており，それ

に対応する教授人材の層が薄くなっている。特に，核拡

散，放射線治療のための医学物理，遺伝子に対する放射

線影響を研究する放射線生物学等と，従来の原子力基礎

学問との間で層の違いが大きい。原子力基礎学問のうち

でも，原子炉物理学を専門にする教授は非常に少なく，

今後の日本の原子力基礎がどうなっていくか不安であ

る。なぜこのような状態になったのか。一つは，競争的

資金にはプロジェクト指向の研究テーマがあまりに多

く，新たなアイデアで提案した炉の設計研究に重みを置

きすぎており，新型炉設計等のアイデアが勝負であるの

で，既存の核設計コードシステムを用いた研究が多いか

らである。核設計に用いた手法の精度，不確かさはあま

り問題にされない。原子炉物理の研究は，このような計

算あるいは実験の信頼性を具体化するものであるので，

プロジェクト研究になじめないのである。原子力基礎の

重みを評価するプロジェクトが，今後推進されることを

望みたい。そうでなければ，海外と比べて日本の原子力

基礎の能力低下が必ず生じてしまう。

原子力施設の維持・充実を図るには
また，大型の原子力施設である大型加速器，臨界集合

体，教育・研究用原子炉等の老朽化が目立つ。特に，教

育用・研究用原子炉，臨界集合体は，学部学生，大学院

生各個人に原子炉の燃料集合体装荷，臨界近接，反応率

分布測定等の実験，原子炉運転を体感してもらい，燃料

とはどのくらいの重さか，臨界とは何か，遅発中性子は

どんな役を果たしているのかを実験を通して肌で学べる

欠かすことのできない施設である。日本の大学では，こ

のような施設としては，東京大学の弥生，京都大学の研

究炉KURおよび臨界集合体KUCA，近畿大学の教育用

原子炉UTR�KINKI しかない。このような，教育に不

可欠な大型施設の維持・更新は，日本全体の問題として

取り組んでいかねばならず，日本原子力学会としても検

討すべきである。さらに，小型の原子力関連の施設・装

竹田 敏一（たけだ・としかず）
福井大学附属国際原子力工学研究所 所長
1973年大阪大学大学院工学研究科原子力工
学専攻修了。工学博士。日立製作所原子力
研究所勤務を経て，1978年大阪大学大学院
工学研究科助教授，1994年同教授就任。2009
年３月で大阪大学を退職し，同年４月より
現職。専門は原子炉物理学。
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置としては，各大学あるいは各教員特有の研究を目的と

した装置がある。これらの装置については，プロジェク

ト研究，科学研究費等での応募により更新し，さらに，

研究者同士の共同利用も含めた持続管理が可能となるで

あろう。

人材・施設の有効活用のためには
次に，教授人材および原子力施設の有効活用について

述べる。限られた数の原子力教授人材および原子力施設

を，日本あるいは世界の学生および若手研究者の人材育

成に効率よく用いるには，３方法が考えられる。①大学

間のさらなる交流の確立，②大学と地域との有機的な協

力関係の確立，③国際協力による大学の教育体制の充実

である。

①の大学間の教育・研究の協力体制については，研究

者・学生間の共同研究，大学間の協定による共同利用に

よる協力体制等大小の形がある。ある大学で不足してい

る教授人材を，他大学から補う場合にも，単に客員教員

の形でやるか，連携・連合大学院，あるいは共同大学院

のようなよりフォーマルな形でやるかが考えられるが，

何よりも各大学の教員・学生が協力しやすい体制にすべ

きである。

②の大学と地域との協力については，特に，大学が原

子力研究センター，研修センター等に近い場合に非常に

有効である。筆者の属している福井大学附属国際原子力

工学研究所の場合を例にとり，説明する。

福井大学附属国際原子力工学研究所は2009年４月１日

に開所し，北陸・中京・関西圏等の大学関係者が共同利

用でき，さらに，2011年度には原子力施設が集っている

敦賀市に移転し，より研究・教育の向上を図っていく予

定である。2009年度に，大学院博士前期・後期課程の教

育カリキュラムを，福井県嶺南地区の原子力関連施設を

活かすことを考えに入れて作成中である。このカリキュ

ラムに基づき工学研究科原子力・エネルギー安全工学専

攻に原子力工学特別コースを設け，学生の受入れを2011

年４月から開始する。

福井県，特に嶺南地域には，日本原子力研究開発機構

のもんじゅ，ふげん，関西電力㈱，日本原子力発電㈱の

加圧水型原子炉（PWR），沸騰水型原子炉（BWR）等，種々

の型式の原子力プラントがあり，さらに若狭湾エネル

ギー研究センター，原子力安全システム研究所，原子炉

廃止措置研究開発センター等の多くの研究センターがあ

る。この原子力環境のメリットを生かした原子力教育，

研究を実施する予定である。また，学内の工学研究科原

子力・エネルギー安全工学専攻，高エネルギー医学研究

センターとの協力体制を密にして，研究所，ひいては福

井大学のポテンシャルアップを図る所存である（図参

照）。原子力教育では，原子力の基礎・基盤のカリキュ

ラムを体系的に教え，学生がそれを自ら体験できる原子

力実験・実習を必須科目として，学生に原子力を実感し

てもらう教育システムを構築する予定である。また，留

学生，特にアジアの留学生を受け入れ，原子力の基盤，

さらには応用を英語により教え，人材育成を通しアジア

地域の原子力のポテンシャルアップを図りたく考えてい

る。

③の国際協力による大学の教育体制の充実について

は，国連大学の活用，米国，フランスの研究機関・大学

との協力が考えられる。より広い学問分野，広い文化を

教授することが可能になる。教育・研究の充実を考えた

カリキュラム・研究にすれば，国際協力も可能であろ

う。

今後，日本の各大学の原子力教育・研究がより充実す

ることを期待し，さらに原子力界に優秀な人材が今後と

も育つことを期待し，筆を置く。

※福井大学附属国際原子力工学研究所のホームページ

http : //www.eng.fukui-u.ac.jp/rine/index.html

（2009年 10月13日 記）

研究所の構成と福井県の関連施設との関係
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小沢環境相，川内 3号機増設で意見書
小沢鋭仁環境相は９月２８日，直嶋正行経済産業相

に対し，川内原子力発電所３号機増設計画に係る環

境影響評価準備書を提出した。準備書では「温室効

果ガスの排出削減には，安全確保を大前提として，

原子力発電の着実な推進が必要である」とした上

で，３号機増設によって「温室効果ガス排出抑制効

果を最大限発揮される」ことを盛り込んだ。

これに対し福島みずほ消費者・少子化担当相は１０

月１日の閣議後会見で，「社民党党首として一言」と

前置きし，「自然エネルギーの促進やCO２の削減に

ついては，３党で合意している。しかし，CO２削減

のために，原子力発電所の推進ということについて

は，３党では合意していない。環境大臣がCO２削減

のために原子力発電所の推進という報告書を出した

ことについては，３党合意を超えている。意見の調

整や協議を，しかるべき場所でやっていきたい」と

述べた。

六ヶ所再処理施設，来年10月に竣工を延期
日本原燃は８月３１日，六ヶ所再処理施設の竣工時

期を本年８月から来年１０月まで延期する工事計画変

更を経済産業省に届け出た。本格操業開始後の長期

運転を考慮し，ガラス固化施設セル内の機器点検等

を徹底して実施するもの。同施設の竣工時期変更

は，法令に基づく事業指定以降，１４回目。

今後の工程としてはまず，セル内の洗浄作業を今

月上旬より開始し，終了後，１２月までを目途にセル

内機器点検で直接廃液が付着した機器を洗浄，絶縁

抵抗値の回復等，効果を確認するともに，高レベル

廃液の硝酸成分の影響を受けた可能性がある約２２０

機器すべてを点検し，必要に応じ補修する。その後，

溶融炉を加熱し，炉の底部に落下したレンガを遠隔

操作で引き上げ回収，炉内に溜まっているガラスを

抜き出し，炉内観察を行う。続いて来年７月までを

目途に再度，セル内点検を実施，残留物を回収し，

試験運転再開の準備を整える。また，ガラス固化施

設再開に万全を期すため，実規模モックアップも活

用して，データの収集・分析に努めることとしてい

る。

今回の変更により，本年度１６０トン，来年度３２０ト

ンで予定されていた再処理計画はそれぞれゼロ，８０

トンとなった。

（資料提供：日本原子力産業協会）

敦賀 3，4計画遅れで敦賀 1の運転を延長
日 本 原 子 力 発 電 は９月３日，敦 賀１号 機

（BWR，３５．７万 kW）の運転終了時期を２０１６年とす

る方針を発表した。１９７０年に運転開始した同機は，

経営基本計画等で，１０年中の運転停止が打ち出され

ていたが，今回の延長決定により，国内で初めて４０

年超の運転に入ることとなる。

敦賀１号機は国内初の商業用軽水炉として，７０年

３月にデビュー，関西電力，中部電力，北陸電力へ

送電，西日本への電力供給の一端を担ってきた。同

機が間もなく，運転開始から４０年を迎えるに際し，

原電は法令に基づき，運転３０年以上の炉を対象に実

施する高経年化技術評価を行い，それを踏まえた長

期保守管理方針を策定，９月３日に国による認可を

受けた。

原電では０２年，敦賀１号機の１０年中の運転終了の

方針を打ち出したが，後継となる敦賀３，４号機増

設計画を先送り（いずれも国の安全審査中），昨今の

地球環境問題への意識高揚，原油価格変動など，周

このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。資料提供元の記載のない記事
は，編集委員会がまとめたものです。
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辺環境を踏まえ，停止時期の延長を検討していた。

耐震安全性については，新耐震設計審査指針に照

らした評価を実施，主要施設の耐震安全性を確認す

るとともに，必要箇所には耐震裕度工事が実施され

ている。

高経年化技術評価では，プラントを構成する安全

機能を有する機器・構造物について，６０年間の運転

期間を仮定し，経年劣化事象が発生する可能性の有

無，現状の保全活動の妥当性，耐震性の影響等につ

いて検証を行ったところ，一部の機器類では追加保

全策を講じることで，４０年目以降の運転でも，プラ

ントの健全性を維持できることが確認された。例え

ば，原子炉圧力容器では，９９年の運転開始３０年目の

高経年化対策で，運転実績に基づく疲労評価を実施

することとし，以降，保全実績を積み，その有効性

を評価した上，今回の高経年化技術評価では，脆化

を考慮した温度管理と非破壊検査を継続することで

健全性は確保されるものとしている。

（同）

赤外吸収測定実験で強誘電体の氷の識別方法を確立―宇宙進化
の謎解明に前進

日本原子力研究開発機構の深澤裕研究副主幹らは

このほど，電気で強く引きあった氷�と呼ばれる強

誘電体の状態にある氷の赤外吸収スペクトルを測定

することに初めて成功し，そのスペクトル中の特定

ピークが，通常の氷と異なることを発見した。これ

を応用することができれば，天体望遠鏡や探査機で

赤外スペクトル観測を行うことにより，宇宙におけ

る氷が強誘電体の状態にあるかどうかを調べること

が可能となる。

この研究に成功したのは原子力機構のほかに，東

京大学の鍵裕之准教授と荒川雅氏からなるグルー

プ。同グループはこれまでの研究で，天王星や海王

星，冥王星などに相当する約マイナス２００℃の低温

化で，氷結晶中の水分子の水素が自発的に揃うこと

により，強い誘電性をもつ氷�が形成されること

を，中性子回折と呼ばれる手法ですでに明らかにし

ていた。さらに，このような強誘電体の氷が宇宙に

も存在するはずであるとの仮説を提案。しかしなが

ら，その仮説を実証する方法は明確ではなかった。

研究グループは今回，氷�を実験室で作製し，その

赤外吸収のスペクトルを測定することに成功。その

結果，ふつうの氷から強誘電体に氷�へと転移する

際に，スペクトル中の８５０cm－１付近で観測される

ピークが明瞭に鋭くなることが明らかになった。

ピークが鋭くなるのは，水素原子の配置の違いによ

るものだと考えられている。

冥王星に存在が予測される強誘電体の氷XI
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この方法を応用することができれば，天体望遠鏡

や探査機によって，赤外線観測で星の氷の赤外スペ

クトルを測定すれば，それが強誘電体の氷であるか

どうかを判断することができる。

強誘電体は電気的に強い力で結合しているもの

で，宇宙にそのような氷が存在すれば，惑星の形成

や生命起源物質の発生の過程で，氷の電気的な力が

大きく寄与していることとなる。例えば，強誘電体

の氷が電気的な力で合体したり，周りの塵を強い力

で引きつけたりすることで，惑星の形成が大きく促

進された可能性がある。

（参考 http : //www.jaea.go.jp/０２/press２００９/

p０９１０２００１/index.html）

（資料提供：日本原子力研究開発機構，東京大学）

低アルカリ性セメントを用いた地下施設の本格的な施工に成功
―安全な地層処分実現に向けた新技術の実証

原子力機構はこのほど，世界で初めて低アルカリ

性セメントを用いたコンクリートによる地下施設の

本格的な施工に成功した。原子力機構の地層処分研

究開発部門が，高レベル放射性廃棄物地層処分に係

る研究開発の一環として進めてきたもので，地層処

分の長期的な安全性を高めることを可能とするだけ

でなく，一般廃棄物処分場や人工河川の施工といっ

た土木工事など様々な分野への応用が期待される。

地下施設の立坑や水平坑道を建設する際には，坑道

の空洞部分の安定性を保つために，支保工と呼ばれ

るトンネルの内側の壁にあたる部分に，コンクリー

ト材料を使うのが一般的。この支保工は，特に軟岩

系堆積岩の工事では不可欠なものだ。

なお，通常の土木工事で用いられるコンクリート

材料の主成分は普通ポルトランドセメント（OPC）

で，地下水と接触すると近くの水の pHを１２．５以上

の高アルカリ性にする特徴がある。この地下水の高

アルカリ化により，地層処分システムを構成する緩

衝材や周辺岩盤の性質が長期的に変化し，そのバリ

ア機能が低下する可能性がある。

このような変化を抑制するために原子力機構で

は，OPCに二酸化ケイ素を主成分とするシリカ

フュームと，石炭灰であるフライアッシュを混ぜた

低アルカリ性セメント（HFSC）の開発に成功した。

また，幌延深地層研究センターの地下施設の深度１４０

mにおける調査坑道で，このHFSCの吹付け施工

を行った。

今後も，HFSCを施工した部分について，周辺の

地下水の pHの変化や周辺岩盤への影響について継

続して調査する予定。

なお，セメント－地下水相互作用モデルに基づく

解析によれば，このHFSCと反応した地下水の pH

は，数年後には１１以下になることが示されている。

（参考：http : //www.jaea.go.jp/０２/press２００９/

p０９１０１５０１/index.html）

（資料提供：日本原子力研究開発機構）

HFSCの施工状況（吹付けの厚さ：約２０cm，坑道内
径：高さ３m，幅４m）
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ナノ粒子ターゲットを用いた新しいレーザー駆動イオン加速
手法を世界で初めて実証―小型で低価格の粒子線がん治療装置
の開発につながるブレークスル

原子力機構の福田祐仁研究副主幹らの研究グルー

プは，このほどクラスタと呼ばれるナノメートルの

大きさをもつ原子の集合体に，高強度レーザーを照

射することでサブ臨界密度プラズマというレーザー

エネルギーが極めて効率的に吸収される特殊な状態

を生成することに成功。これにより，これまでより

約１０倍高いエネルギーまでイオンを加速することが

できる新しい手法を世界で初めて実証した（Y.

Fukuda et al . , Phys . Rev . Lett . １０３，１６５００２
（２００９））。この手法を応用することにより，レーザー

駆動粒子線を用いた粒子線がん治療装置を大幅に小

型化することが可能となる。

現在，大型の高周波型加速器を用いた粒子線がん

治療装置をレーザー駆動粒子線で置き換えて小型化

するための研究が進められている。しかし，従来の

薄膜ターゲットにレーザー光を照射するという加速

手法でがん治療に必要な８０－２００メガ電子ボルトに

も及ぶイオンを加速するには，大型のレーザー装置

による巨大なエネルギーが必要であった。このた

め，レーザーを含めた治療装置全体を小型化するた

めには効率のよい新たなイオン加速手法の開発が必

須であった。

今回，原子力機構とロシア科学アカデミーに属す

る研究所からなる研究チームは，特殊な構造を有す

る円錐形状のノズルを設計・製作し，サブ臨界プラ

ズマを生成させるためのクラスタターゲット生成技

術を確立。サブ臨界密度プラズマ中において，レー

ザーのエネルギーが物質中に長時間伝送される状況

（レーザー光のガイディング）を作り出すことに成功

した。さらに，レーザーエネルギーを受け取った電

子がターゲット裏面に生みだす磁気渦によって強力

な加速電界が生じることを発見。大阪大学と神戸大

学の協力のもと，この強力な電界によるイオンの加

速が従来手法の約１０倍になる（核子あたりのエネル

ギーで最大２０メガ電子ボルト）ことを確認した。

この手法では，粒子線の発散角が小さいため，照

射系を大幅に小型化できるのが特徴。このため今後

は，レーザー駆動の粒子線がん治療装置の超小型化

が一気に進む可能性がある。

（参考 http : //www.jaea.go.jp/０２/press２００９/

p０９１０１３０１/index.html）

（資料提供：日本原子力研究開発機構，

大阪大学，神戸大学）

早稲田大， 3大学と共同大学院を来年 4月に開設
―医療，原子力など人材育成

早稲田大は東京女子医科大，東京農工大，東京都

市大の３大学それぞれと共同大学院を２０１０年４月に

開設すると発表した。

東京女子医大との共同大学院は「共同先端生命医

兵庫県立粒子線治療センターの概要図とレーザー駆動型治療装置が実現した場合のイメージ
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科学専攻」で，自然科学の基礎と人文社会科学の融

合領域「医療レギュラトリーサイエンス」の専門家を

育成する。新しい医薬品や医療技術を研究対象と

し，その安全性や有効性を科学的に正しく評価でき

る指導的な役割を担う人材を養成するという。臨床

試験や治験に参画する人材の輩出を目的としてい

る。入学定員は博士課程１０名，修了単位数は３０単位，

修了時には両大学連名で博士（生命医科学）の学位を

授与する。

東京農工大大学院生物システム応用科学府とは同

大学理工学術院先進理工学研究科が「共同先進健康

科学専攻」を設置。理学，工学，農学の融合分野で，

生命科学，食科学，環境科学の３分野を柱に，多様

な課題に解決能力と探求能力を発揮する人材を育成

するという。医薬・食・環境などの分野で国際的に

活躍する人材，企業で研究・開発者として活躍する

人材を育成する。両大学の授業料には差があるが，

奨学金制度で実質的には大きな差はないという。入

学定員は博士課程１０名（東京農工大６名，早稲田大

４名）。修了時には両大学連名で博士（生命科学）の

学位を授与する。

東京都市大とは「共同原子力専攻」を設置。原子力

学，加速器理工学，放射線理工学を中心に，原子力

エネルギー領域と放射線応用領域の教育・研究を実

施。技術はもとよりリスク管理能力に優れた幅広い

知識を持つ人材を育成する。同分野の特性上，安全

面，倫理面の指導にも力を入れるという。入学定員

は博士前期課程が３０名，後期課程が８名。修了時に

は両大学連名で修士（工学，理学），または博士（工

学，理学）の学位を授与する。

（資料提供：科学新聞）

原産，IAEA総会併設展示会に出展―海外向け DVD映像も制作
国際原子力機関（IAEA）の第５３回通常総会が９月

１４日から１８日まで，オーストリアのウィーンで開か

れ，同機関の諮問的地位を有している原産協会もオ

ブザーバーとして参加した。総会と同時に開催され

た展示会には，昨年に引き続き当協会も出展。今回

は，日本原子力研究開発機構（JAEA），放射線医学

総合研究所（NIRS），当協会の３機関が合同で

JAPANブースを設営した。

同協会は，日本のものづくりをテーマに「MADE

IN JAPAN―On Time，On Budget」と題してブー

スを展開。映像とパネルを用い，日本の原子力産業

界の層の厚さを国際的にPRし，多くの来場者から

高い関心を集めた。

初日に来場した野田聖子大臣は，「日本を救うの

はユニクロではなく原子力産業だ」とした上で，今

後も日本の原子力産業界を積極的に世界へPRする

よう要望した。

今展示会で当協会では，海外向けにDVD映像を

制作し，配布を開始した。IAEA展示会では，用意

した３００枚のDVDが初日でなくなる盛況ぶりだっ

た。

原子力発電所の建設プロジェクトを中心に，日本

の原子力産業界の「ものづくり」を簡単に紹介した内

容で，入門編という位置づけ。脚本，絵コンテから

俳優の振付けにいたるまで，すべて当協会の「手作

り」で制作した。

（資料提供：日本原子力産業協会）

天野之弥・次期 IAEA事務局長も日本ブースを訪問
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（情報提供：日本原子力産業協会）

原産，ロシアへフロント・エンド調査団を派遣
原産協会は９月中旬，ロシアの核燃料サイクルの

フロントエンド事情を調査するため，日本原燃の濃

縮事業部部長の阪本琢哉氏を団長代行（服部拓也団

長が急遽，訪ロ中止となったため）とする調査団を

ロシアに派遣した。

一行は９月１６日に，モスクワ市郊外にある燃料成

型加工工場「機械建設工場」（エレマッシュ）を訪問，

同工場のクリュコフ所長および同工場を傘下におく

TVEL社より，プレゼンテーションを受けた後，

RBMKおよびVVER用燃料の製造プロセスを視察

した。

同日，ロシア製原子力発電所の海外輸出・建設を

主たる事業とするアトムストロイエクスポルトのイ

ワノフ副社長と懇談した。同社は，世界で現在７基

の原子力発電所建設プロジェクトをかかえている

が，今後の展開において，大型コンポーネントや計

測制御機器などの供給チェーンで日本との協力関係

への期待が表明された。

９月１７日には，東シベリア地域のアンガルスク市

にある，ウラン濃縮工場であるアンガルスク電解化

学コンビナートを訪問した。同コンビナートのベラ

ウソフ所長および国際ウラン濃縮センターのゴリュ

ノワ取締役からプレゼンテーションを受けた後，中

央ラボ，転換プラント，濃縮プラント，ウラン充填

設備を視察した。濃縮プラントでは，約２０年間，安

定的に稼動している信頼性の高い第６世代の小型の

遠心分離機カスケードを間近に見ることができた。

ロシアでは現在，単機能力が１．５倍以上の第７，８世

代の遠心分離機が導入されていると聞き，一行は，

ロシアの高度な濃縮技術に強く印象づけられた。

（同）

海外情報

［米国］

NRC，ボーグル 3，4号機建設計画
で事前サイト許可を発給

米原子力規制委員会（NRC）は８月２６日，ジョー

ジア州オーガスタ近郊でアルビン・W・ボーグル原子

力発電所３，４号機（各１００万 kW級AP１０００）の増設

を計画しているサザン・ニュークリア・オペレーティ

ング社に対して事前サイト許可（ESP）を発給した。

ESPの発給はクリントン，グランドガルフおよ

びノースアナ原子力発電所サイトに続いて４件目だ

が，部分的な建設準備作業（埋戻し材や保持壁，防

水剤等の設置）の実施許可（LWA）と合わせて許可し

たのは初めて。

ESPは，建設・運転一括認可（COL）とともに

NRCによる合理化された認可システムの重要なス

テップで，その発給により，ボーグル発電所サイト

はサイト特有の安全性や環境防護，緊急時対応計画

に関する問題をクリアするとともに，新規原子炉の

建設と操業に適していることが承認された。有効期

間は２０年間。

サザン社の子会社であるサザン・ニュークリア社

は，２００６年８月 に ESP，翌０７年８月 に LWAを 申

請。０８年３月に申請したCOLは現在，NRCの審査

中で，発給されれば同サイトで全面的な建設工事の

開始が可能になる。現時点の計画では，３号機の運

転開始は１６年，４号機は１７年となる予定だ。

両機は稼働中の１，２号機と同様，サザン社の最

大の子会社であるジョージア・パワー社や地元の州

営電力，ダルトン市営電力，オーグルソープ電力の

所有となる。ジョージア社のM・ギャレットCEO

は，「この建設計画により，州に１４０億ドルが投資さ

れるほか，数千名規模の雇用が建設期間中に，また

燃料成型加工工場（エレマッシュ）での視察
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完成後でも８００名分の正規雇用が生み出される」と強

調。同計画における節目の認可が下りたことを喜ん

でいる。

NRC，ナインマイル 3号機の審査
を延期

米原子力規制委員会（NRC）は９月１日，ニュー

ヨーク州でナインマイルポイント原子力発電所３号

機（NMP３）の増設を計画しているユニスター社か

らの書簡をウェブサイト上に公開し，同機の建設・

運転一括認可（COL）の審査開始を１年，先送りす

る計画であることを明らかにした。

ユニスター社は２００８年９月，１６０万 kW級US･

EPR（米国向け欧州加圧水型炉）の建設を想定した

NMP３のCOLを申請し，NRCは同年１２月にこれ

を受理。今年９月からの審査開始が予定されてい

た。しかし，ユニスター社はNRCの文書管理課に

宛てた８月１７日付け書簡の中で，NRCスタッフと

も協議した結果，審査の開始日程を１０年９月に変更

する旨を申し入れており，理由として「審査に係る

日程と財源の投入順序を最適化した結果」だと明記

している。

同社は米国でNMP３のほかに，３件のUS・EPR

計画に係っており，そのうちカルバートクリフス３

号機建設計画については今年５月，連邦政府の融資

保証制度の最終審査に残ったと公表。一方，NMP

３計画は，今年の融資保証を受ける見込みはない

が，翌年であれば可能性ありと判断していることが

関連報道で伝えられている。こうした状況から，同

社は審査財源等を先行計画に優先して傾注するもの

と見られている。

USECがエクセロンから濃縮契約を
受注

米国濃縮会社（USEC）は９月１０日，米国最大の原

子力発電会社であるエクセロン社が，USECの建設

している米国遠心分離プラント（ACP）（年間生産能

力３，８００トンSWU）からのウラン濃縮サービスを購

入する契約を結んだことを明らかにした。

USECの発表によると契約額は約１２億ドルで，全

米で１７の原子炉を所有・運転するエクセロン社に対

して２０１２年から濃縮ウランの供給を開始する。これ

により，USECが ACPからのウランについて顧客

から受けた契約総額は３４億ドルを超えた。

USECは ACPの建設費について政府の融資保証

プログラムに適用を申請していたが，７月に米エネ

ルギー省（DOE）は「ACPの技術的，財政的な課題」

を理由に申請の取り下げをUSECに要請。両者は

翌８月，これらが解決するまで申請書の最終審査を

少なくとも６か月延期することで合意に達している。

今回の受注を受けてUSECは，「顧客は当社の技

術を信頼し，ACPの完成を支援してくれている」と

強調。元々DOEが開発した遠心分離技術を基礎

に，設計や材料，製造部分に改良を加えたACPに

より，同技術を採用した唯一の施設として国のエネ

ルギー供給および安全を保障していくとの見解を表

明した。

［カナダ］

カメコ社，インドに現地事務所を
設置へ

世界最大手のウラン生産企業であるカナダのカメ

コ社は９月７日，インド中南部のハイデラバードに

現地事務所を設置すると発表した。

開所予定日は１０月１日。事務所長には，インド原

子力省や国際原子力機関で要職を務めるなど同国の

原子力コミュニティでも知名度の高いC・ガング

リー氏が就任する。

ハイデラバードはインドにおける原子燃料製造の

本拠地で，同国内の加圧重水炉（PHWR）用天然ウ

ラン燃料の製造やBWR用ウラン燃料加工，六フッ

化ウランの転換などが１９７２年から行われている。

カメコ社は新事務所を通じて，有望な原子力市場

として台頭するインドで新たな事業や同国政府との

取引の機会を開拓する考え。同国市場で確固たる地

歩を固めるとともに，信頼性のある安定したウラン

燃料供給を提供していくとしている。

［ロシア］

原子力企業の投資計画を支援する
ため公債発行

ロシアの原子力民需部門を統括するアトムエネル
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ゴプロム（AEP）社は９月７日，国営原子力総合企

業のロスアトム社が子会社である同社を介して，最

高１，９５０億ルーブルの長期公債発行を計画している

と発表した。

原子炉の建設を始めとする原子力関係プロジェク

トは概して長期間を要することから，長期公債の発

行によって，ロスアトム社傘下の原子力企業が既存

の短期ローンを借り換えたり，今年から２０１０年まで

の期間の投資計画を支援したりするのが主な目的。

ロスアトム社を保証人とし，５年満期で額面千ルー

ブルの利付債券が「モスクワ銀行間通貨取引所

（MICEX）」を通じて発行される。

支援を受ける原子力企業としては，同国の原子力

発電会社であるエネルゴアトム社，核燃料製造専門

のTVEL社，ロシア内外でウラン採鉱を担当する

ARMZウラン・ホールディング社，ウラン製品・

サービス販売企業のTENEX社，原子力発電機器製

造部門のアトムエネルゴマッシュ社などが予定され

ている。

AEP社の K・コマロフ理事は，長期公債の発行は

さらなる投資を促す効果的な手段になると指摘。「原

子力発電開発のみならず，ロシア経済全体の活性化

に大いに貢献するだろう」との見解を明らかにした。

［ベラルーシ］

原子力導入計画，ロシアの支援で
前進

ロシアの原子力総合企業であるロスアトム社の９

月３日付けの発表によると，ベラルーシ政府は１

日，同国初の原子力発電所をロシアが建設するため

の法的な基盤となる両国間の原子力協力協定案を承

認した。

同協定案は今年５月に，ロスアトム社とベラルー

シのエネルギー大臣が調印していたもので，建設計

画全体の推進については先月末，ロシアのD・メド

ベージェフ大統領がベラルーシのA・ルカシェンコ

大統領と非公式協議した際にも話し合われた。ベラ

ルーシ側では同協定の発効に必要な国内手続きをす

べて実施したとしており，次のステップとして，原

子炉建設に関する個別の政府間協定を年末までに締

結する。ロシアの支援を受けた同計画は実現に向け

て具体的に展開し始めている。

ベラルーシはチェルノブイリ事故の際に多大な汚

染被害を被ったが，価格の高騰しやすいロシア産天

然ガスへの依存を軽減するため，２００８年初頭に同国

の安全保障会議が原子力の導入案件を承認。同年５

月にはロスアトム社傘下のアトムストロイエクスポ

ルト（ASE）社，仏アレバ社および東芝�ウェスチン

グハウス社に対して，同計画への参加について関心

を打診していたという。

建設工期などの問題により，ベラルーシは今年１

月，ASE社を同計画の主契約者に選択。同国北西

部のリトアニアとの国境に近いオストロベツ村を第

一立地候補地とし，１２０万 kWのロシア型軽水炉で

あるAES�２００６型炉を２基，ターンキー契約で建設

することになった。

１号機の運開は２０１６年，２号機は１８年とする計画

で，ベラルーシは今年６月，建設工事とインフラの

整備に必要となる９０億ドルの借入れをロシアに申し

入れた。これに関してASE社は，同計画の投資オ

プションを調査するため，今年末までを目処に

フィージビリティ・スタディを実施する予定であ

る。

［リトアニア］

原子力発電安全規制局，廃棄物管理
2施設の建設を許可

リトアニアの原子力発電安全規制局（VATESI）は

８月３１日，イグナリナ原子力発電所に対して放射性

固体廃棄物管理施設の建設を認可したのに続き，９

月３日には使用済み燃料中間貯蔵施設の建設を認可

した。両施設とも同発電所の敷地内に建設予定と

なっている。

リトアニアで唯一の原子力発電所である同発電所

では，チェルノブイリ発電所と同型の軽水冷却黒鉛

減速炉（RBMK）が２基（各１５０万 kW）設置されてい

るが，欧州連合（EU）への加盟条件として同国は両

機の閉鎖に合意。２００４年に１号機を閉鎖したのに続

き，今年末には２号機の閉鎖を約束しているため，

両機の廃止措置に伴う放射性廃棄物や使用済み燃料

の管理処分施設の建設を急いでいる。

VATESI は認可に際し，両施設の操業前に実施す

べき共通の条件として，�１建設現場に警備設備を設

置するなど核物質防護を保証する，�２廃棄物管理作
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業で資格を有する技術者を確保することを提示し

た。さらに使用済み燃料施設に関しては，破損した

燃料の管理計画を２０１０年９月までに別途準備し，承

認を得ること，また固体廃棄物施設の建設には，作

業の進捗と設備点検の監督が可能な計画書を

VATESI に提出することを前提条件としている。

イグナリナ原子力発電所は０５年１月，独GNS�

ニューケム社と使用済み燃料施設の設計および建設

に関する契約を，同年１１月には固体廃棄物施設の設

計，建設について契約を締結。前者の操業開始は１１

年を予定しており，同発電所の２基からの使用済み

燃料は専用容器「CONSTOR」に格納した上で５０年

間，中間貯蔵施設内に保管する。また，廃棄物管理

施設は廃棄物の回収，処理，５０年間の貯蔵など作業

ごとに設備が分けられているが，操業開始はいずれ

も１２年の予定。

［フランス］

フィンランド EPR建設がアレバ社の
09年上半期決算の営業利益に影響

仏アレバ社は８月３１日，２００９年上半期（６月３０日

まで）の決算報告書を公表し，受注残高，売上高と

もに前年同期を上回る一方，フィンランドのオルキ

ルオト３号機（OL３）建設計画の遅延が影響し，営

業利益は約５億ユーロ減の１，６００万ユーロにとど

まったことを明らかにした。

報告書によると，上半期末の受注残高は４８８億

７，６００万ユーロで，前年同期比２８％増。燃料サイク

ル事業のフロントエンド部門で４２％，バックエンド

部門で３１％増加したのが受注残高を押し上げたと説

明している。売上高は６５億２，２００万ユーロで，前年

同期比約６％増だった。この期間の実績としてアレ

バ社は，インドとの覚書締結により，２～６基の欧

州加圧水型炉（EPR）や燃料サイクル・サービスを

同国に提案したこと，米国のデューク社には EPR

を１基，英国に対しては仏電力との協力で EPR４

基の供給で交渉を展開したとしている。

最終的に１，６００万ユーロとなった営業利益につい

ては，OL３建設計画の遅延により生じる損失を補

うため，５億５，０００万ユーロの追加引当金（※貸倒損

失に備え利益の中から積み立てておく額）を差し引

いたのが大きく影響したと指摘。減額前は５億６，６００

万ユーロ（３４．２％減）であった点を強調している。

同建設計画後について同社は「今後は最終ステッ

プとして配管の設置や各種試験，および起動に係る

作業に集中することになる」と説明した。しかし，

顧客のティオリスーデン・ボイマ社（TVO）は，締

切り期間が２か月の規制文書の処理に１１か月をかけ

るなど契約上の義務を果たさず，作業を加速させる

ために昨年６月に両社が合意した対策を未だに実行

していないと同社は指摘。さらに，TVOの要求に

より実施させられた追加の改造作業は契約の必須修

正条項でカバーされておらず，計画のさらなる遅延

と追加コストの原因になった。アレバ社の見積もり

では，３０億ユーロで請け負った同機の完成時の損失

総額は２３億ユーロに達すると見られている。

今後についてアレバ社は，大型建設計画の慣行に

従って作業できるよう，契約に追加改造作業のため

の修正条項を盛り込む提案書をTVOに送付。上半

期決算ではこのために追加引当金を計上したが，

TVOが同提案書に同意し次第，最終段階の作業を

実施するとの考えを明らかにした。

なお，このほか同社は，アレバNP社での合弁関

係を打ち切った独シーメンス社について，新たに長

期的な提携契約を締結したと明記。原子炉の計装制

御系分野では協力関係の維持が保証されることに

なったとしている。

TVO EPR建設でアレバ社に反論

一方，フィンランドのティオリスーデン・ボイマ

社（TVO）は９月１日，アレバ社がオルキルオト３

号機建設計画の作業継続に関する条件をTVOに提

示したとしている点について，「当社には何も直接

の連絡はない」と明言。固定価格で結んだターンキー

契約に基づき，アレバ社の企業連合が同機の建設と

起動，建設スケジュールの遵守に全責任を負ってい

ると強調した。

同社の J・タンフア社長兼CEOは，「アレバ社の

リリースを読んで驚いた。当社は建設契約と適正な

原子力安全対策に則った行動をとっており，アレバ

社にも同様の行動を期待する」との見解を表明。建

設サイトでの作業日程は厳しいものになっている

が，アレバ社が作業の継続停止の可能性を公言した

ところで日程の方は少しも楽にならないだろうと指
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摘した。

同社長はまた，サイトでの作業員数が現時点で

４，３００名を超え，この夏中も作業が続いていた点に

言及。原子炉建屋内の一部ではすでに機器設置段階

の作業が始まっていると述べ，作業停止の可能性を

一蹴した。

［エジプト］

電力エネルギー省の安全支援業務
で， 6か国の企業が応札

エジプトのH・ユニス電力エネルギー大臣は８月

２６日，同国の原子力安全計画におけるモニタリング

作業について技術支援・コンサルティング業務の入

札を行った結果，国外の６企業から提案があったと

発表した。

６社の中には米国，英国，ドイツ，カナダの企業

が含まれるとしているが，関連報道では，これらの

ほかにフランス，韓国の企業が加わっていると伝え

ている。支援を受けるモニタリング作業としては，

世界の原子力安全基準に準じたプログラム策定のた

めのコードや規則の設定が含まれており，ユニス大

臣はコンサルティングを通じて，これらの作業に精

通した人材の育成を目指したいとの抱負を明らかに

した。

同国では今年６月，原子力庁（NPPA）が豪州を本

拠地とするウォーリーパーソンズ社に，同国初の原

子力発電所建設計画でエンジニアリング・コンサル

ティング業務を１億６，０００万ドルで発注。１２０万 kW

分の原子炉導入で，サイトと原子炉技術の選定調査

から原子炉の設計，建設・管理，起動に至るまで，８

年間のプロジェクトで支援を受ける。

［インド］

韓国と原子力協力で覚書に調印

インド原子力発電公社（NPCIL）は８月２７日，韓国

電力公社（KEPCO）と原子力発電分野における２国

間協力のための了解覚書（MOU）に調印したと発表

した。

同覚書がカバーしているのは，原子力発電に関す

る技術的なデータや知見の交換，相互訪問や共同事

業の実施など。具体的には，原子炉の開発や操業・

メンテナンス，原子燃料，主要機器と設備の製造と

供給，および韓国が開発した１４０万 kW級の次世代

型軽水炉「APR１４００」について，インドで認可を受

け，建設するための共同研究も含まれる。

NPCIL は，KEPCOが韓国標準型原子炉設計であ

る１００万 kWのAPRの建設とその良好な運転実

績，およびAPR１４００の設計・建設を通じて世界的

な定評があることから覚書を締結したと説明。政府

レベルで２国間の原子力協力協定が結ばれれば商業

取引契約も可能になる。

国内発電設備の大幅な拡大を急ぐNPCIL は現

在，インドの独自設計による７０万 kW級の加圧重

水炉（PHWR）の建設を計画しているほか，１００万 kW

級以上の原子炉は国際協力で導入することを検討。

すでに米国のウェスチングハウス（WH）社とGE日

立社，フランスのアレバ社とはそれぞれ，AP１０００，

ABWR，および欧州加圧水型炉（EPR）の供給に関

する覚書を交わしているほか，ロシアとも，クダン

クラム原子力発電所で建設中の１００万 kW級軽水炉

２基に加えて，後続の増設でさらに協力していくこ

とになっている。

［国際］

IAEA，天野氏を次期事務局長に承
認，核不拡散，燃料供給保証に主導
権表明

国際原子力機関（IAEA）は９月１４日，オーストリ

アのウィーンで第５３回通常総会を開幕。M・エルバ

ラダイ事務局長の演説後，天野之弥・前ウィーン代

表部大使が正式に次期事務局長に承認された。天野

氏は１２月１日より，アジアから初の第５代目事務局

長として就任する。

事務局長就任の宣誓の後，スピーチした天野氏

は，核拡散や核テロの世界的なリスク拡大，温室効

果ガス排出の増大，エネルギー需要の急増を指摘。

IAEAはこうしたグローバルな課題に対して取り組

む能力と責任を有しているとし，IAEAが核不拡散

と平和利用をバランスよく推進する必要があるとし

た上で，こうした役割を担う IAEAを加盟各国の協

力のもと自ら率いていく姿勢を強調した。
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Ⅰ．は じ め に

1979年の米国スリーマイル島原子力発電所での事故が

契機となり，中央制御室の制御盤のヒューマン・マシ

ン・インタフェースの改善を皮切りに，原子力分野にお

けるヒューマンエラー（HE）の防止に多く力が注がれる

ようになった。以来30年，現場レベルでの実践的なHE

再発防止の取組み，人間工学，心理学，生理学などの視

点からヒューマンファクター研究が行われ，人間を取り

巻く“環境”の改善が行われてきた。

これらの取組みや研究の多くは，HE，極論すれば人

間を安全へのリスクと捉え，人間にHEを起こさせるネ

ガティブな“環境”を排除する，時には自動化という形で

人間を排除するという対策が採られることもある。しか

し，2009年１月の“ハドソン川の奇跡”a）に代表されるよ

うに，トラブルに適切に対処し，被害を最小限にできる

というポジティブな能力も有しているのが人間である。

そのため近年のヒューマンファクター研究では，後者の

人間の潜在的な能力を最大限発揮させることに関心が向

けられている１）。

そこで，本稿では当所で行っているHF研究の中か

ら，人間のポジティブな能力の活用に関連する“危険に

対する気づき”と“チームワーク”に関する研究，またHE

再発防止のみならず，未然防止のための基本的な取組み

をシステマティックに展開していく仕組みに関する研究

を紹介する。

Ⅱ．個人の危険感受性評価

1．研究の背景
安全を第一とする産業界の現場では，これを支えてき

た団塊世代の大量退職による安全に関するノウハウの継

承不足や，再発防止対策の充実による事故・トラブルの

減少によって，若手従業員の危険感受性が低下している

ことが懸念されている。そのため，安全教育や危険予知

活動などの安全活動が活発に行われているが，危険感受

性を評価する尺度がないことから，教育・活動の効率的

な実施を行いにくいのが現状である。

また，作業中にルール違反や危険行為といった不安全

行動を取る者への教育・指導も，危険を認知した上であ

えて不安全行動を取っているのか，あるいは，何が危険

なのかがわからないまま行動しているのかなど，危険に

関する認識によって，その内容等を変える必要がある２）。

しかしながら，これについても，危険感受性の評価尺度

がないことから，被教育・訓練者に対して，個人の特徴

に応じた効果的な教育・訓練を行えない現状がある。

そこで当所では，危険感受性を「好ましくない事態が

生じる前に危険源を危険であると知覚できる能力」と定

義し，作業安全にかかわる危険感受性の評価手法の開発

を行っている。

Studies on Human Factors in CRIEPI : Kunihide SASOU,
Yuko HIROTSU, Ayako HIROSE.
（2009年 10月６日 受理）
a）ニューヨークのラ・ガーディア空港離陸直後のUSエア
ウェイズ1549便の全エンジンが，バードストライクで停止
し，滑空状態のまま，マンハッタン付近のハドソン川に不
時着水した航空機事故。乗員・乗客全員が助かったことで，
ニューヨーク州知事が“ハドソン川の奇跡”と褒め称えた。

ヒューマンエラー等によって事故・トラブルのきっかけを作る人間。しかし人間には，危険

に気づいたり，想定外の事態に対しても適切に対処できる能力がある。このような人間の能力

を生かすことで，ヒューマンエラーの未然防止が一層期待される。そこで本稿では，電力中央

研究所におけるヒューマンファクター研究の中から，人間やチームの人間特性，また未然防止

のためのヒューマンエラー情報等の高度活用に関する研究を紹介する。

我が国の最先端原子力研究開発
シリーズ解説 第15回

エラーをする人間から，安全を守る人間の研究へ

電中研におけるヒューマンファクター研究

（財）電力中央研究所 佐相 邦英，弘津 祐子，廣瀬 文子
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2．危険感受性評価のための予備実験
例えば，原子力発電所を考えた場合，運転や保守，放

射線管理など作業内容は多種多様であることから，想定

される危険源，危険源がもたらす影響（労働災害，設備

災害や環境汚染など）も様々である。したがって，設備

産業における作業者は，危険源の発見のみならず，それ

がもたらす影響等についても幅広い視点で認識できるこ

とが望まれる。また，その危険源等への認識も，作業中

あるいは巡回点検中という時間の流れの中で求められて

いる。そこで，以下に示す方法によって，危険感受性評

価のための実験を試行した。

（ 1） 刺激映像

複数個の危険場面を含む３種類の映像を，実験用の動

画映像とした。

T映像：知識や作業経験を必要としない日常生活場面

（オフィスでの一日）映像

G映像：多少の知識・経験を必要とする作業場面（セ

ルフガソリンスタンドでの給油）映像

V映像：専門的知識や経験が必須の作業場面（バルブ

分解点検）映像

（ 2） 実験方法

11名の机上業務者（平均年齢38．5歳，男性６名，女性

５名）を被験者とした。被験者には上記の３映像を視聴

させ，映像中に何かしら悪い結果につながる状態や行動

を発見したら，その場で映像を停止し，以下の５つの観

点についてそれぞれ自由記述で回答させた。

・危険源：何かしら悪い結果につながる状態や行動は何か

・結果：その状態や行動がどのような結果につながるか

・人的被害：この状態や行動の結果，生じる人的被害は

どのようなものか

・物的被害：この状態や行動の結果，生じる物的・設備

的被害はどのようなものか

・回避：もし自分だったらこのような結果を避けるため

にどのような行動（判断）をするか

（ 3） 本研究で用いた危険感受性の指標

被験者の回答結果をもとに，以下の２つを危険感受性

の指標とした。

指摘率：映像中に挿入されている危険場面数に対し，

被験者が指摘できた場面数の割合

正答率：危険源，結果，人的被害，物的被害，回避の

回答のそれぞれについて，実験者があらかじ

め用意した模範解答との合致の割合

4．実験結果と今後の展開
危険感受性には知識や経験が大きく影響を及ぼしてい

るといわれている。しかし，自動車の運転で，初心者全

員が事故を起こすわけではないように，作業に対する知

識や経験が少ない新人であっても，事故を起こさない者

も多く存在する。このような個人差は，作業経験によら

ない個人が本質的に持っている危険感受性に由来してい

るのではないかと考えられる。そこで，本研究において

は，上記の危険感受性の２つの指標と知識経験の有無の

関係，個人差の影響について検討した。

（ 1） 知識経験があれば危険感受性は高くなる

知識・経験の有無による危険感受性の差について，セ

ルフスタンドでの給油経験を有する被験者５名と経験の

ない被験者６名とで，当該作業風景を映したG映像に

対する指摘率ならびに正答率に差がみられるかどうかを

検討した。その結果，経験あり群の方が，指摘率ならび

に一部の正答率とも経験なし群に比べ高得点であった。

また，映像中作業経験の有無による偏りがみられた指摘

箇所は当該作業の重要ポイント（例：給油口を開ける前

の静電気除去）であった。このことから，知識・経験の

ない作業において作業者が，何が危険かを指摘するのは

困難であることが確認できた。

（ 2） 知識経験に個人差がなくても危険感受性に差が

出る

作業に対する知識経験に個人差のないT映像（全員経

験あり）とV映像（全員経験なし）に対する被験者の指摘

率や正答率に相関があるかどうかを調べたところ，指摘

率（第 1図）ならびに，「結果」，「物的被害」に関する正答

率に正の相関がみられた。さらに，被験者全員が指摘し

た危険場面のみを抽出し，正答率を分析した結果，「物

的被害」に関する正答率について，どの映像に対しても

平均より指摘率の高い被験者群の方が有意に高得点で

あった（第 2図）。これらの結果から，知識・経験により

培われる危険感受性とは別に，個人に備わる本質的な危

険感受性の存在が示唆された。また，指摘率の高い人は，

低い人と同じ危険場面を指摘しても，予想される被害を

より広い視野で考えることができると推察された。

以上の実験および分析から，危険場面の指摘数（指摘

率）と，その場面に含まれる危険源に対する洞察の深さ

（正答率）から危険感受性を評価できる可能性が見出せ

た。また，映像刺激中に人的災害のみならず，設備や環

境的被害につながるような数種の危険源を挿入すること

第 1図 各被験者のT映像とV映像に対する指摘率
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で，各人の危険源の認識に関する長所短所を明らかにす

ることができるのではないかと考えられる。今後は，刺

激内容，測度，測定方法全般に関し，更なる検討を進め，

危険感受性評価手法の確立を目指すとともに，実際の作

業現場において本手法を適応し，その妥当性について検

討を行う。また，危険感受性を向上させるための教育訓

練方法についても，今後，調査・検討を行い，評価手法

と合わせて提案する。

Ⅲ．発電所運転チームのチームワーク評価

1．研究の背景
チームワークの重要性は，みな共通に理解するところ

である。しかし，その評価は，評価者の主観に頼ること

が多く，そのため，評価者によって評価が異なる可能性

がある。また，チームワークを向上させるために様々な

取組みがなされているが，その効果を定量的に測定する

ことができないことから，取組みの内容によっては効果

に疑念を持たれることもある。さらには，リーダーシッ

プの強い�弱いチーム，コミュニケーションの良い�悪い

チームなど，チームそれぞれには個性があるにもかかわ

らず，一律同じ内容の取組みが課せられることもある。

そこで当所では，原子力発電所，火力発電所の運転チー

ムのチームワーク向上のため一連の研究の第一段階とし

て，チームワークを評価する尺度の開発に取り組んでい

る。

2．行動観察評価のための評価観点
原子力・火力発電所の運転チームにとって，チーム

ワークの良し悪しが最も問われる場面の一つが，発生し

たトラブルに対処する状況である。そこで本研究では，

高いチームワークを実現するための12個のチームワーク

サブ要素（第 1表）を評価の切り口・観点としている３）。

これらチームワークサブ要素は，チームで仕事を行うと

きに一般的に期待される４つのメリット，すなわち①議

論を通じてアイデアが生まれる，②仕事を分配・協調し

て行える，③お互いの弱点・不得手・ミスを補える，④

お互いにレベルアップできる，を実現するために必要な

事項を，原子力・火力発電所運転訓練施設の指導員らと

ともに整理したものである。

3．行動観察によるチームワーク評価の概要
運転訓練シミュレータを使ったトラブル対応訓練で

は，異常事象を仮定することで，運転チーム�運転員の

主要な振舞い（主要な発話や行動）を想定できる場合が多

い。そこで，上記のチームワークサブ要素の評価が行え

る場面を，各運転員の想定可能な振舞いの中から特定し

（例えば，“目標目的共有”の評価は，異常事象に対する

第 2図 指摘率の高低による正答率の差

第 1表 行動観察での評価観点

チーム

ワーク

要素

チームワーク

サブ要素

（評価観点）

概 要

方向

付け

①目標

目的共有

現況に応じた方針・対応が明確に

理解されている。

②状況共有
現況についての全員への周知が行

われている。

③情報授受

報告が明確で，報告の重複を避け

るなど，報告受者の認識向上に配

慮している。

意思

決定

④議 論

原因追求，方針決定等の場面で，

偏見，先入観なく，チームとして

の議論，決定が行われている。

⑤主 張

安全上，重要な事案が生じた場

合，自らの意見，見解などを明確

に表現できる。

⑥受 容

誤りやよりよいアイデアに対し，

それが誰からのものであろうと，

以前の決定に縛られず，最善のも

のに置き換えられる。

⑦促 進
速やかな意思決定のために，必要

な議論が速やかに行われる。

権限と

責任

⑧権限委譲・

指揮命令

タスク遂行の権限が委譲され，明

確な指揮命令系統で遂行される。

⑨責任遂行

与えられたタスクを主体的に実施

し，経過を報告したり，結果をレ

ビューする。

⑩主体的

判断・行動

与えられたタスクでなくても，自

ら必要と判断されることを主体的

に行っている。

ワーク

ロード

管理

⑪ストレス管

理

相手の行動，能力を踏まえた指示

が出されている。

⑫タスク管理

適材適所の人員配置，タスクが

偏った場合の人員調整，タスク優

先順位の変更などが，柔軟に行わ

れている。
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運転方針を当直長が運転員に周知する場面など，複数の

場面で評価），当該チームワークサブ要素について訓練

施設指導員がチームに求めることを具体的に記述した評

価項目・評価基準を作成した。さらにこれら評価項目・

評価基準を，異常事象の展開に沿って時間方向に整理し

たチームワーク評価シートを作成した。本評価シートに

基づいて訓練施設の指導員が，異常事象対応訓練中の行

動を観察しながら５段階で評価し，その結果をチーム

ワークサブ要素ごとに集計し，12の観点からのチーム

ワーク評価結果としている。

このような評価手法によって，共通の評価基準でいつ

でもチームワーク評価が可能となり，例えば半年前と現

在のチームワークの状態を相対的に比較することも可能

となる（第 3図）。

評価シートを異常事象ごとに作成する必要があるもの

の，事象展開が類似する異常事象であれば，評価シート

をほぼ共通的に利用できることも示唆されている４）。

このような評価手法によって，従来，評価者の主観に

頼らざるを得なかったチームワーク評価を，評価者に依

存しない共通の基準で評価できるとともに，個々のチー

ムのチームワークの状態を可視化することで，今後，そ

れぞれに応じたチームワーク向上訓練を提供し，効率的

な訓練を行うことも可能になると考えられる。

異常対応時のチームワークの良し悪しは，日常的な活

動でのチームワークの良し悪しにも関連するといわれて

いる。そこで，リーダーシップ，集団アイデンティティ

（チームとしての一体感）などのチームワークに影響する

要因との関係を解明し，シミュレータ訓練を使った行動

面に限らず，日常的な面（心理的な側面）からの対策も含

めた効果的チームワーク向上方策の提案を行う。

Ⅳ．HE情報等の高度活用

1．研究の背景
原子力発電所においては，HEに起因するトラブル

（HE事象）を防止するために様々な活動を行い，一定の

成果を上げている。しかし，これらの活動は地道で活動

成果が見えにくく，マンネリ化に陥りやすい。また，ト

ラブルを引き起こす可能性のあるヒューマンファクター

問題は時間が経つとともに移り変わることから，継続的

にこの問題点を把握し克服するために活動の重点を変え

ていく必要がある。そこで，トラブルを引き起こす可能

性のあるヒューマンファクター問題を，発電所自らが積

極的に洗い出し，それに対して実効性のある措置をとる

ための仕組みであるエラーマネジメントプロセスとその

導入・展開ステップを提案した５）。

2．エラーマネジメントプロセスの概要
第 4図にエラーマネジメントプロセスの全体像を示

す。このプロセス全体を通じた基本的な考えとして，HE

の背後要因の視点（作業実施および作業管理に係わる

人，設備・作業，環境要因および発電所レベルの管理要

因）６）を採用した。これによって，HE防止活動と各活動

が対処しうるHEの背後要因とを対応づけすることが可

能となり，相互に影響を及ぼし合う活動を明確化し，ま

た活動の効果の把握を容易にしている。このプロセスの

PDCAを円滑に進めるための方法，手順を整備すると

ともに，Do段階，Check 段階のHE事象分析に係わる

ステップ（事象報告，重要事象分析，傾向分析）の体系的

かつ効率的な実施を支援するシステムとして，HINT-

HFC（ヒューマンパフォーマンス事象分析支援ツール）

を開発した。

PDCAの各段階での実施内容の概要を以下に示す。

� Plan（HE防止計画の立案）

発電所（取りまとめ部署）が中心となってHE防止計画

（第 2表）を立案する段階である。HE防止の基本活動の

中から，問題点に対処するための年度ごとの重点実施活

動を選定し，活動を定着・継続させるための展開方策を

検討する。

� Do（活動の実施）

各業務・作業プロセスにおいてHE防止活動を実施す

るとともに，発電所においてもデータの集約や教育と

いったサポート的な取組みを実施する段階である。特

に，Check 段階につなげるために，�HE事象報告，�

現場行動観察のおのおのにおいて，基本活動・重点実施

活動の実施状況および不安全行動・不安全状態に関する

情報を収集する。

� Check（問題点の特定・評価）

Do段階で得られるデータを元に活動の効果を把握第 3図 チームワークの評価結果の例
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し，活動実施における問題点を特定するとともに，新た

な問題点（不安全行動・不安全状態）を明らかにする段階

である。�HE事象の傾向分析，�現場行動観察結果の

傾向分析，�アンケート調査により，基本活動・重点実

施活動おのおのについての実施度（量）・充実度（質）・役

立ち度（意識）・結果（各活動が対処しうる問題点の発生

状況）を把握するとともに，HEの背後要因の視点に基

づき不安全行動・不安全状態を特定する。また，�総合

評価において，基本活動・重点実施活動の効果把握・問

題点特定および新たな問題点（不安全行動・不安全状態）

特定の観点から，上記�～�により得られるデータを相

互に関連付けて評価する。

� Act（改善策の立案）

Check 段階の結果を踏まえて改善策を立案する段階

である。重点実施活動の追加・見直しの基本方針を特定

し，次サイクルの Plan 段階につなげる。

3．プロセスの導入・展開ステップ
このエラーマネジメントプロセスを発電所に導入・展

開するためには，既存のHE防止に関する仕組み・活動

の状況を評価した上で，これらを活かしながら，段階的

に活動を充実することが重要である。このことから，第

４図に示すように，HE再発防止の充実のための顕在化

した重要HE事象分析の充実と対策の展開（フェーズⅠ）

第 4図 エラーマネジメントプロセスの全体像

第 2表 Plan：重点実施活動別基本方針と展開方策のイメージ

868 シリーズ解説（佐 相，他）
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から入り，HE未然防止を目指した，HE事象発生に影

響する可能性のある潜在的な問題点（HE防止活動実施

上の問題点，不安全行動・不安全状態）の把握の補完

（フェーズⅣ）までの４つの段階を，各発電所の活動状況

を見ながら，順次導入する考え方とそのための既存の活

動の評価方法についても整理している。

Ⅴ．お わ り に

“人間はエラーする”というネガティブな面が強調され

ることが多い。このネガティブな面を解決することは重

要であるが，それに加えて，あるいはそれ以上に，人間

が持つ危険への気づき，危機への対処能力など人間のポ

ジティブな面を活用することが，今後，一層重要になる。

現場におけるヒューマンファクター問題への解決に向け

て，現場第一線で働く作業員から経営層まで，それぞれ

の階層で働く個人個人が持つポジティブな面を生かすた

めの研究を今後も推進していく。
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Ⅰ．Smarter Planet

1．はじめに
１年半ごとに半導体の密度が倍になるというムーアの

法則１）が1965年に提唱されて以来，それを上回る勢いで

ITの技術が進歩し続け，コンピュータの性能向上と価

格破壊を起こしてきた。そのことが情報産業の世界で，

PC，サーバー，ストレージなどなどさまざまなコモディ

ティ化a），コンポーネント化を引き起こし，サービス分

野にシフトを余儀なくされた。このサービス化の流れが

今では，情報産業のみならず，多くの産業分野で起きつ

つある。その際，サービスを安全，安心に，品質を保障

するためのサービスインフラやサービスマネージメント

技術が重要になり，このようなことが持続可能な社会，

デイペンダブルな社会をめざすという動きにつながって

いる２）。

さらにデータ量の爆発的増加が ITの進歩とともに起

こっている。現在，年率60％で伸びており，IDCによ

ると世界のデータ量は2007年には281エクサバイトb）と

いわれたものが，2011年には1，800エクサバイトになる

そうである３）。このような大量のデータのもたらす世界

では，次の３つが重要になる。まず，これらの大量のデー

タをリアルタイムに処理する技術である。リアルタイム

に流れてくるデータの流れの中から必要なデータを抜き

出したり，統合したり，相関関係を見たり，さらには大

規模なデータマイニングc）が必要となる。さらにそれら

多種多様の分散されたデータ（federated data と呼ぶ）へ

のアクセス，検索技術，メタデータ管理d），データマイ

ニング技術が重要になる。そのようなストリームのデー

タ処理技術として System S５）が発表され，使用が一部の

企業では始まってきている。例えば，金融機関でリアル

タイムに情報を処理し，投資を行っていくシステムなど

である。

もう一つの大きな流れがインターネットの加速によっ

て生じた世界である。2011年には300億個の ICタグが

登場し，実に１兆個の機器がインターネットに接続され

るといわれている。世の中のありとあらゆるもの（森羅

万象）が互いにつながる世界ができつつある。それらの

森羅万象のものから作り出されるデータや情報がイン

ターネットを通して集められて処理，解釈することも可

能になってきた。つまり物理的世界と ITの世界が融合

し，そのなかでさまざまな新しい社会サービス，企業サー

ビスが安心して使える環境が訪れようとしている。米国

の学会やNSF（National Science Foundation）は CPS

（Cyber-Physical Systems）４）を，IBMは Smarter Planet

と呼ばれるイニシアティブを始めている。物理的世界と

情報の世界を結び合わせて新しい世界観と領域を生み出

Fusion of the Physical and Digital World−Goal for Smarter

Planet : Kazuo IWANO, Kaoru KIKUYAMA.
（2009年 ９月１日 受理）

ハイライト21世紀の社会をより持続可能なものとするために，人類はさまざまなチャレンジ

に直面している。そこで，すべての人々，企業，組織，都市，国家，自然環境，人間が創り出

した仕組みが機能化し，相互に連携・接続され，インテリジェントになることは，社会のさら

なる効率化と対応力の強化につながる。ITを効果的に活用することで，その実現は可能とな

る。スマートな世界は，ビジネス，社会，ひいては地球に進化をもたらす大きな可能性を秘め

ている。すでに交通，サプライチェーン，電力網といったところで ITシステムの先進的な活

用がされることで，スマートなビジネス経営，社会インフラ構築が可能となっている国も多数

存在する。「スマート化」は原子力においても有意義であり，開発，建設から発電所の運営，廃

炉までのライフサイクルにおいて，よりスマートになることは十分可能である。

a）技術革新によって誰でもその技術，作り方を手に入れるこ
とができ，その参入障壁が減り，価格破壊や寡占化が起き
ること。
b）1018＝百京バイト。
c）データを分析し，その統計的情報やデータ同士の相関関係
などを分析し，新しい知見を得る手法のこと。
d）データ自身の性質や由来などを記述したもので，多種多様
のデータを取り扱うときにメタデータを管理していくこと
でデータの取扱いが容易にできる。

解説

物理的世界とデジタルの世界の融合がもたらすもの
Smarter Planetの目指す世界

日本アイ・ビー・エム�株 岩野 和生，菊山 薫子
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していこうとしているのが現在の方向性である。

当解説では，この Smarter Planet をいくつかの事例

とともに紹介しよう。

2．Smarter Planetとは
（ 1） 定 義

IBMは2008年11月に Smarter Planet 構想を発表し

た５）。前節で述べたように，物理インフラとデジタルイ

ンフラの融合された世界で，世界の森羅万象の織りなす

ネットワークに影響を与えるというものである。そのた

め Instrumented（機能化），Interconnected（相互接続），

Intelligent（インテリジェント化）という３つの要素が

キーとなる。つまり，RFID（Radio Frequency IDenti-

fication と呼ばれるもので無線技術によって情報を発信

できるタグ），ICタグなどのセンサー群が物理的なもの

やネットワークに配備されることを Instrumented と呼

ぶ。ここで，森羅万象は環境，モノ，人，センサー，ソ

フトウエア，カネなどほとんどすべての私たちの活動を

取り巻くものである。森羅万象が織りなす動的なネット

ワークの活動やお互いの関係を補足することが

Instrumented であり，それがネットワークを通じて互

いの関係や情報の統合などが行われる。これを

Interconnected と呼ぶ。そうしたデータを情報として

把握し，解釈し，最適化することができる。これが

Intelligent と呼ぶものである。このとき，その把握，解

釈，最適化には価値観が伴う必要がある。この価値観は

社会，世界の価値観，ビジネスの目的などである。いっ

たんこの価値観，価値基準が決まれば，これに基づき情

報を整理，最適化，そして次のアクションを決められる。

そして，そのアクションをまた森羅万象の世界に反映さ

せるのである。このようにして，ある価値観に沿った一

つの生態系を作ることができる。このようなことを社

会・ビジネス生態系と呼び，この社会・生態系をより賢

く（Smart）にしようというコンセプトが Smarter Planet

である。

当然ながら，社会の価値観は一企業が決めるものでも

なく社会的に決められるものである。しかし，世界の共

通認識として，現実に起きている資源・エネルギーの無

駄，非効率性，ビジネスが相互関係を織りなすなかで情

報が全体把握されていないことから来る無駄，非効率な

どは現実的にそれらを改善するという要求は喫緊のもの

である。特に地球の環境問題は，2050年までに CO２排出

量を半減しなければならない。このためには，上に述べ

たような全体的な視点での最適化が必須となってくる。

（ 2） 世の中の非効率，無駄

前節で述べた世の中の非効率をみても，次のようなも

のがすぐにでも指摘できる。

�現在のデータセンターではエネルギーを100投入し

ても，計算に使われるのは，そのうちの３，冷却に

50使われているそうである。

�分散計算環境では85％のリソースがアイドル状態に

あるといわれている。ワークステーションの稼働率

は大体25％，PCは５～６％，メインフレームは60

％程度といわれている。

�IT 投資の80％は既存システムの維持管理に回って

おり，新規投資にはほんの20％しかまわせない。し

かもその新規投資の稼動にいたるTTM（Time To

Market）や TTV（Time To Value）は年々悪くなっ

ているという。

�世界の電力生産量の40～70％が送電中に失われてい

る。

�サプライチェーンにおける情報の共有の不備などに

より，在庫切れによる北米小売業の機会損失は9．3

兆円である。

�米国において，野菜や肉が産地からスーパーマー

ケットの棚に並ぶまでに，ニンジンは平均2，600

km，ジャガイモは1，900 km，ローストチキンは

1，000 km輸送される。

�米国では，毎年５兆円の食物が廃棄される。

�世界の水の使用量は1900年代に６倍増加した。これ

は，人口増加率の２倍である。つまり，人口を上回

る伸びで水を使用しているのである。しかし，

�世界の５人に１人は安全な飲料水にアクセスできな

い状態である。

このように，世界のなかで非効率，無駄のもたらす損

害は図り知れないものがあり，それらは地球資源として

も無視できない規模になっている。これらを物理インフ

ラとデジタルインフラの融合された世界で緩和できれば

少なくとも世界はいい方向にいくのだろう。

3．Smarter Planet事例
本節では，Smarter Planet の例を紹介しよう。物理

的なものとデジタルの世界の融合のなかで社会・ビジネ

ス生態系に影響を及ぼすという観点からは，地球環境問

題，都市の渋滞問題，ビルのエネルギー問題，スマート

グリッド，グリーンデータセンター，社会サービスイン

フラとしてのクラウドコンピューティングe），ウォーター

マネージメントf），グリーンデータセンターg），スマート

e）コンピュータ資源を自分の所に所有せず，ネットワーク越
しにネットワークサービスの形でサービスを提供したり，
受け取る仕組み。
f）河川，湾などに，水質，水温，流速，プランクトン数，天
候などのセンサーを置き，それらからのデータを河川，湾，
湖などの生態系モデルに反映させ，状態の見える化と最適
化を行うこと。
g）風力発電，太陽光発電，ビルの設計，サーバーやストレー
ジのエネルギーコントロールや統合化によりデータセン
ター全体のエネルギーやCO２排出量を低レベルにするデー
タセンターの総称。
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日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 12（2009） （ 23 ）



ビルディングh），下記に説明する原子力マネージメント

など多岐にわたる。

（ 1） ストックホルムの渋滞課金

都市における渋滞は深刻な問題を引き起こしつつあ

る。ニューヨーク市のもっとも込み合った道では交通量

の45％が駐車スペースを求めて動いている。渋滞によっ

て年間８兆円が無駄になっており，米国では29億ガロン

の石油が無駄に使用されていることになる。日本でも渋

滞は38億時間にわたり，12兆円，つまりGDPの２％相

当の損害をもたらしている。この無駄を省く努力が世界

のいくつかの都市で行われている。

ストックホルム市では，日に日に悪化する交通状況と

環境に対抗するために，渋滞課金を導入することを検討

した。2006年には車による平均通勤時間が前年に比べ18

％も悪くなっていた。そのため，ストックホルム市と

Sweden National Road Administration（SNRA）は，渋滞

課金の試行を行い，９月に住民投票を行い，2007年より

本格導入に踏み切った。この仕組みは，市内の環状道路

18箇所（第 1図）にセンサー群（第 2図）を取り付け，実際

に市に出入りする車を特定し，日や時間帯に応じて課金

した。課金は通常$1．50から$3．00であるが，ラッシュア

ワー時は$8．5である。

この結果，ストックホルム市では交通量が25％減少

し，公共交通機関の利用者は日に４万人増加した。さら

に温暖化効果ガスは市内で14％削減した６）。

このような都市で渋滞を避けるシステムは，ストック

ホルム市のほかにもロンドン，オスロ，シンガポールで

展開されている。この渋滞課金システムも都市に張り巡

らされた（この場合には18箇所のセンサー群だが）セン

サーネットワークからの情報を集め，全体的な判断を下

し，影響を与えるという点で Smarter Planet のコンセ

プトをよく表しているだろう。今後は，このセンサー群

が都市のなかでもっと多様になり張り巡らされて，さま

ざまな目的を達成することができると考えられる。例え

ば，都市単位での環境問題，CO２削減，エネルギーコン

トロール，人の動きにあわせたサービス，都市災害に応

じた緊急対応，などなどである。これらが Smart Cities

というイニシアティブとして展開されつつある。

h）ビル内に張り巡らされたさまざまなセンサー群とそれらか
らのデータをもとに，ビル全体のエネルギーやCO２排出量
を制御したり，新しいサービスや安全を考えるイニシアティ
ブである。

第 2図 課金のためのセンサー群

第 1図 ストックホルム市
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（ 2） インテリジェント ユーティリティー ネット

ワーク

イタリアのENEL社では，2007年までに，2,700万台

のスマートメータを各家庭に配置して，新しいインフラ

を展開した。このスマートメーターは15分ごとに家庭内

の電力使用量を PLC（Power Line Communication：電

力線を使って通信を行う機構のこと）を通じてコンセン

トレータと呼ばれる中継器に送る。コンセントレータか

らホストにはインターネット網を通じてデータを送る。

このように，2，700万世帯もの家庭の電力使用量がわか

ればパターン化なども含めていろいろな分析が可能にな

る。ENEL社は，これらの分析に基づいていろいろな料

金プランを提供している。そして，ピーク時の電力を５％

シフトすることができる可能性があり，そうすると，

1，000 MW級の発電所が２箇所不要になるという（第 3

図）。

このようなスマートメーターは人口約40万人，316 km２

の閉じられた系である地中海の島国マルタ共和国でも展

開され始めた。これは世界初の国レベルで展開である。

この国は660台�km２という世界で２番目の自動車密度を

もち，温室効果ガスは2012年までに1990年比62％増加

する見込みであり，国を挙げての水と電気の管理は最重

要課題である。マルタ共和国の公共電力・水道事業を

行っているEMC（Enemalta Corporation）とWSC（Wa-

ter Services Corporation）は，投資額7，000万ユーロで，５

年間で国内にスマートグリッドを開発することを決定し

た。１つの島全体，国全体で，25，000のスマートメーター

を設置し，水と電力の両方を管理する。

（岩野和生）

Ⅱ．Smarter Nuclear

地球温暖化への対策として昨今，原子力が重視され，

世界では原子力「ルネッサンス」と呼ばれる時代が到来し

ている。1979年に起きたスリーマイルアイランド原発で

の事故以来，新規原発の発注が停止していた米国や，1986

年のチェルノブイル事故以来，脱原発政策を採用してき

たドイツやスウェーデンといった欧州諸国においても，

原発回帰への動きは顕著である。さらに，石油やガスを

中心としてきたエネルギー消費体系もエネルギー安全保

障の観点から，再生可能エネルギーや原子力のシェアを

増やす傾向にある。こうしたエネルギー安全保障への関

心は，今日までオイル・ガス輸出国の代表格であった中

東諸国においてさえも，2015年以降あたりを目途に原子

力を導入するといった活気的な動きにも現れている。こ

うした傾向は，OECDの原子力エネルギー機関（NEA）

が最近発表した「原子力エネルギー予測2008」における

2050年の世界における原子炉数に反映されている。NEA

によると，最大予測で1，400基，最小予測で600基という

数字がはじかれている。

こうした原子力の開発・利用が促進されていく過程に

おいて，さまざまな課題，挑戦に原子力界は直面してい

る。原子力プラントメーカーを巡る国際市場での競争激

化とそれに伴う活発な業界内のM&Aや，天然ウラン

の価格やそこから派生するウラン開発への投資に多大な

影響をもたらすファンドの存在のように，原子力をめぐ

る世界の情勢はここ数年かなり流動的な新しい局面に

入っている。そこにおいて，人材育成・確保，知識の継

承やサプライチェーンの確保に始まり，廃棄物処理処

分，３S（Safety，Security，Safeguards）の確保等々，

原子力が今後安定した継続的な利用の拡大を遂げるため

には，おのおのの解決は欠かせない。これら課題への対

応として，規制の強化，改革や政策で解決できるものも

あるが，いずれも産官学の連携は欠かせない。

一方，こうした解決策をバックアップできる IT技術

の活用も原子力の安定した開発・利用には不可欠となり

つつある。原子力の開発から廃炉に至るまでのプロセス

におけるデータを，IT技術によりシームレスに統合管

理しようという試みが，「インテリジェント・プラント

ライフサイクル・マネージメント（IPLM）」という概念

である。原子力のプラント製造メーカーが概念設計に始

まり，電力会社に納品するまでのデータと電力会社がそ

の後，保守，維持管理で蓄積されたデータすべてを一元

的に共有可能とするシステムを，IT技術で実現する。

シームレスなデータ管理が可能となれば，設計変更や，

経年化したパーツのリプレース等に要する時間，人員の

削減によりコストの低減も可能となる。さらに，プラン

ト設計・製造の標準化も統合されたデータの存在により

容易になる（第 4図）。

現在，IPLMのコアの一部で，原子力発電施設におけ

る ITによる保全管理は，すでに米国や国内一部の原子

力発電所において導入されており，施設のコストパ

フォーマンスの改善にも貢献している。例えば，米国の

原子力発電所における管理プロセス等の標準規程をモデ

ル化した Standard Nuclear Performance Model におい

ては，原子力施設における保全対象は，運転管理，作業

管理，設備信頼性管理，構成管理，資材調達管理がコア

として存在しており，これらをサポートするプロセスと第 3図 ENEL社のスマートメーター
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して，運転員，保全員の教育管理，情報管理，人事管理，

検査レポート管理，安全管理，緊急時・防火対策，セキュ

リティー管理といったものをあげている。ここで，おの

おののシステムは関連性を持たせるために，システム間

での情報の連携および統一された管理プロセスが実現さ

れる必要があり，ITにより管理効率の改善が図られる。

米国では，新規原発建設が長年凍結されていた事由も

あり，既存の原子力施設の効率的管理・運営に多大な技

術を投与してきた。情報システムにおいても，蓄積され

てきた保全管理情報（設備データ，作業標準，資器材デー

タ等）を電子化しシステム構築を図ってきた。わが国に

おいても今後，炉を運転しながら実施するオンラインメ

ンテナンスへの移行，確率論的安全評価 PSAの導入に

よる発電所の安全性の評価といった規制の動きに加え，

海外における原発建設と現地規制への対応等々の新たな

時代に原子力界は突入する。複雑・高度な技術がゆえに

大量なデータを抱える原子力において，安全性の追求を

最優先しながら原子力施設のライフサイクルパフォーマ

ンスの効率化も図るために，情報システムの効果的な活

用は重要である。さまざまな課題を克服するために，原

子力も「よりスマート」な開発，運営が可能である。

（菊山薫子）
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第 4図 原子力プラント・ライフサイクル・マネージメント（IPLM）
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Ⅰ．MCNP�MCNPXコードシステム
配布停止の影響

1．MCNP�MCNPXコードシステムとは
MCNPコード１）は，米国ロスアラモス国立研究所

（LANL）が30年以上にわたり開発している，中性子，光

子，電子およびこれらの粒子が相互に関係する輸送現象

を取り扱う汎用のモンテカルロ輸送計算コードシステム

である。コード開発・維持管理のためにプロジェクト

チームが組織され，2000年の時点までに500人年の人材

が投入されている。また，MCNPXコード１）は，MCNP

�４Bコードと高エネルギー粒子輸送計算コード

（LAHET）を統合した多種類の粒子・放射線の輸送を取

り扱う汎用のモンテカルロ輸送計算コードシステムであ

り，別のプロジェクトチームが組織され開発されている。

MCNP�MCNPXコードシステムは，原子力施設等の

核・臨界計算，遮蔽計算のみならず，医療や工業分野で

の放射線利用において広く世界的に放射線（中性子，陽

子，光子，電子等）の輸送計算ツールとして用いられて

いる。国内でも，各種の実験解析や設計計算に使われて

いるほか，これらを組み込んだホウ素中性子捕捉療法

（BNCT）線量評価システム（JCDS），燃焼計算コードシ

ステム（SWAT 3．1），Ge 半導体検出器効率校正用コー

ド（CREPT�MCNP 1．1），放射化放射能評価システム

（COSMARD），使用済燃料組成評価コード（MCNP�

BURN２）等が開発されている。

2．コードシステム配布停止の影響
本年４月，ORNLの RSICC が，MCNP�MCNPXコー

ドシステム配布の停止を米国内，並びにOCED�NEA

データバンクおよびRISTを通じて世界中の関係者に通

知したことで，混乱が生じた。昨年も軽水炉熱水力解析

コード（RELAP）とともにMCNPコードの配布制限を予

告していたが，今回それが現実となり，新たな指示があ

るまでMCNP�MCNPXコードシステムおよびそれを含

む一切の計算コードの配布が停止される状況となった。

これは，米国商務省の輸出規制に関する条項の見直し

に関連して，エネルギー省がRSICC に指示したもので

あり，知的財産権の保護あるいは核不拡散に関したもの

と推察されている。その後，６月になって米国では，

RSICC がソ－スプログラムを含む版と，ソースプログ

ラムを含まない実行形式版の２種類を用意し，米国籍を

有しないユーザーには実行形式版の取得を勧めるととも

に，ソースを含む版の取得には長期の審査が必要となる

ことをアナウンスしている。

NEAデータバンクおよびRISTへの新たな指示はま

だないようであるが，今後の指示次第では，日本国内に

おいて新規ユーザーが一切MCNP�MCNPXコードシス

テムおよびこれらを組み込んだ計算コードの使用ができ

なくなる。

核データについても，過去に米国がENDF�B�Vライ

ブラリーを非公開にしたため，同様の状況に陥ったこと

Necessity and Prospect for Development of Radiation

Behavior Simulation Code System made in Japan : Yukio
SAKAMOTO, Satoshi CHIBA, Yasunobu NAGAYA.
（2009年 ９月７日 受理）

MCNP�MCNPXコードは，核・臨界から中性子・光子の遮蔽および加速器施設等での高エ

ネルギー放射線の挙動・遮蔽までの設計計算や実験解析に広く使われている。本年４月に米国

オークリッジ国立研究所（ORNL）の放射線安全情報計算センター（RSICC）から，国内で登録

コードを配布している高度情報科学技術研究機構（RIST）に新たな配布停止の指示があり，計

算コード自体およびこれらを組み込んだ計算コードを新規ユーザーは使えなくなった。そこで

本稿では，国内での使用状況および組み込んだ計算コードの開発状況を概観する。幸い我が国

では，原子炉核計算用として汎用中性子・光子輸送計算モンテカルロコード（MVP），広範囲

なエネルギーの各種放射線挙動解析の粒子・重イオン輸送計算コード（PHITS），および核デー

タとして JENDL�４が着々と開発・整備されているので，外来の計算コードおよびデータに全

面的に依存することなく，この種の計算を行うことができるようにすべきである。

解説

国産放射線挙動シミュレーション計算コード
システム開発の必要性と展望

日本原子力研究開発機構 坂本 幸夫，千葉 敏，長家 康展
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を覚えておられる方も多いであろう。

このような事態となるのは，外国からの導入技術の宿

命である。今後も，国内の原子力施設および放射線関連

施設での放射線利用および安全評価，さらには最先端の

研究開発課題に対して，外国の計算コードと核データに

全面的に依存する体質は致命的な結果をもたらす可能性

があり，純国産技術開発の必要性が改めて認識される事

態となっている。

Ⅱ．MVPコードの開発状況

MVPコード３）は，日本原子力研究開発機構（JAEA）で

スクラッチ開発（一から独自に開発）された中性子・光子

輸送計算モンテカルロコードである。計算対象としてい

るエネルギー領域は，中性子が0．05 meV～20 MeV，光

子が１keV～100 MeVで，評価済み核データで記述さ

れるモデルを基にしてシミュレーション計算を行う。

MVPコードは，1980年代末頃から，高速・高精度な炉

心計算を目的として開発が進められ，1994年に第１版，

2005年に第２版が公開された。その後も適用範囲の拡大

と利便性向上のための改良と機能拡張が行われている。

1．MVPコードの特徴
（ 1） ベクトル化されたアルゴリズム

MVPコードでは，粒子を一つ一つ追跡していくので

はなく，ベクトル型計算機による高速処理に適するよう

に，多数の粒子を同時に追跡し，それらの粒子は生成，

飛行，衝突といった事象単位で一括して処理される「事

象駆動型アルゴリズム」を採用している。MCNPコード

では，１つの粒子の起こす事象を逐次追跡し，そのヒス

トリーが終わった時に次の新しい粒子の追跡を始めると

いう「ヒストリー駆動型アルゴリズム」を採用している。

（ 2） 幾何形状表現および確率論的幾何形状モデル

幾何形状の表現法として，直方体や球などのあらかじ

め用意された基本形状を組み合わせることにより，計算

体系を構築する「組合せ形状表現法」（Combinatorial

Geometry）を採用している。また，燃料ピンセルなどの

繰り返し形状を容易に表現するために，四方格子および

六方格子による「多重格子表現の機能」を有している。格

子表現機能を拡張した確率論的幾何形状モデルを用いる

ことにより，高温ガス炉で用いられる被覆粒子燃料やペ

ブル球のランダムな配置（二重非均質性）を考慮すること

ができる（第 1図）。

（ 3） 任意温度連続エネルギーモンテカルロ計算

および燃焼計算

ユーザーが入力データで物質温度を指定するだけで，

計算コード内で温度に対応した断面積データを生成し，

温度依存の計算が可能である。

また，ソースパッケージに燃焼計算モジュールが含ま

れており，連続エネルギー法による燃焼計算（MVP�

BURN）が可能である。

2．今後の課題
MVPコードは，炉心解析を目的に開発された計算

コードであり，臨界解析，核設計において有用な機能を

豊富に有していることから，国内の大学・産業界におけ

るこれらの分野で幅広く用いられている。しかし，遮蔽

分野においては，メッシュタリー，自動分散低減パラメー

タ設定等の機能が実装されていないため，あまり用いら

れていない。今後，MCNPの代替計算コード化には，

これらの機能を追加していく必要がある。

また，ベクトル計算機の開発終了により，今や事象駆

動型アルゴリズムによるベクトル化のメリットはない。

ソースコードの保守性などを考慮すると，ヒストリー駆

動型アルゴリズムのスカラー型にプログラムの内部構造

を改善するか，これまでのモンテカルロ計算コードを開

発してきたノウハウだけを抽出し，PHITS コードと統

合しやすいモジュール型の新たなモンテカルロ計算コー

ドを開発するのが望ましい。

Ⅲ．PHITSコードの開発状況

PHITS コード３）は，核変換研究および陽子加速器施設

開発のために整備してきた高エネルギー中性子・中間子

輸送計算コード（NMTC�JAM）に，重イオン輸送計算機

能を追加したもので，JAEAが RIST，東北大学および

高エネルギー加速器研究機構と共同開発している多様な

放射線に対するモンテカルロ法の輸送計算コードであ

る。PHITS コードは，2003年に第１版が公開され，そ

の後も適用範囲の拡大と利便性向上のための改良と機能

拡張が行われている。

第 1図 MVPコードの確率論的幾何形状モデルの例（ペブル

ベッド型ガス冷却炉HTR�10の解析）
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1．PHITSコードの特徴
（ 1） 取り扱う放射線の種類と核データ

PHITS コードで取り扱う放射線（粒子・重イオン）の

種類とそのエネルギー範囲を第 2図に示す。20 MeV以

下の中性子に対しては JENDL等の核データを，それ以

上の中性子に対しては JAMコードあるいはハドロンカ

スケードモデルを用いて直接計算する。１MeV以下の

陽子・ハドロンに対しては阻止能データを用いた輸送の

みを取り扱い，それ以上のエネルギーに対して JAM

コードあるいはハドロンカスケードモデルによるデータ

を利用するとともに，衝突後の残留核に対してGEMモ

ジュールで蒸発および核分裂反応過程を，SPARあるい

はATIMAモジュールでイオン化過程をシミュレー

ションする。核子当り10 MeV以下の重イオンに対して

は阻止能データを用いた輸送を取り扱い，それ以上のエ

ネルギーに対しては JQMDコードによるデータを利用

するとともに，蒸発および核分裂反応過程並びにイオン

化過程の取扱いは陽子およびハドロンと同様である。１

GeV以下の光子・電子に対しても核データを用いて計

算する。

従来の計算コードでは，20 MeV以下の中性子に対し

て，中性子束強度にエネルギー依存のカーマ係数を乗じ

て吸収線量等を算出していたが，PHITS コードではイ

ベントジェネレータモードを利用することにより，散乱

反応過程での反跳核や生成される二次荷電粒子のエネル

ギー分布等を算出でき，微視的な線量評価に役立つ。

（ 2） 幾何形状表現

幾何形状の表現法としては，前述の「組合せ形状表現

法」と計算体系の境界を曲面で構築する「一般化形状表現

法」（General Geometry）の２種類が利用できる。

（ 3） 計算結果の出力等

PHITS コードでは，着目している位置もしくは領域

での粒子・重イオン別のエネルギースペクトル，発熱

量，放射線損傷，生成核，線エネルギー付与（LET）分

布をスコアすることができる。また，これらの結果を，

体系情報とともに，図示化するユーティリティーが備

わっている。なお，PHITS 計算は，並列計算機にも対

応している。

（ 4） PHITSコードの利用分野

加速器分野では，J�PARCにおいて加速器施設遮蔽設

計，核破砕中性子源設計等，中性子光学機器設計計算に

利用されるとともに，日米欧で建設・計画されている大

強度重イオン加速器施設でのビーム輸送・発熱量評価・

遮蔽計算等に利用されている。

医学利用としては，BNCT，陽子線治療および重イオ

ン線治療における患者の被ばく線量評価等に利用されて

おり，近年，その利用者が増加している。

宇宙工学では，宇宙環境および高々度飛行に伴う宇宙

線による被ばく・放射線損傷・遮蔽評価に利用されてい

る。また，中性子および荷電粒子による半導体メモリー

のデータの内容が書き換わるソフトエラー評価にも利用

され，放射線入射に伴う２次荷電粒子の発生および反跳

核の微視的な挙動が調べられている。

2．今後の課題
光子・電子に対して，電磁カスケードモンテカルロ計

算コード（EGS）との統合により，１GeVを超える光核

反応への対応を進めている。また，加速器施設設計等で

必要となる加速器構造材・遮蔽体の放射能評価を，

PHITS コードの中で完結するようにとの要望がある。

また，100 GeVを超える粒子や各種重イオンが関与す

る実験データの取得により，PHITS コードの精度検証

を進め，PHITS コードがこの分野での標準コードの一

つとして認知されることを望む。

Ⅳ．核データ JENDL�４の現状

原子力を支える基盤として，原子炉設計や安全評価に

係る核・臨界計算，放射線被ばく評価等に係る遮蔽計

算，原子力以外の応用分野や基礎分野での放射線挙動解

析においては，核燃料や放射性核種を含む体系内での中

性子や光子（ガンマ線）の挙動を記述するため，核反応断

面積等の核データが不可欠である。核データの基本は測

定データであるが，完備性を保証するものとして理論計

算が必要となり，これらの測定データ，理論計算と統計

的手法を用いて利用に耐えうる核データとされるのが評

価済核データである。これに対する信頼性がなければ，

核・臨界計算および遮蔽計算は意味を持たない。

1．JENDL作成の目的および体制
1970年代の高速炉開発に伴い，炉心設計には素性の判

明した評価済核データが必要との声から，日本独自の評

価済核データ（JENDL）の開発が始まった。その後，高

速炉から軽水炉，核燃料サイクル等へ応用範囲を広げ，

収納核種数も72から337へと増加させるなど JENDL�

２，JENDL�３（最新版は JENDL�3．3４））と改良し，現在

第 2図 PHITSコードで取り扱う放射線の種類とそのエネ

ルギー範囲・核データ
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は来年３月の完成を目指した JENDL�４の開発を進めて

いる。JENDL�４の開発は，高速炉でのMA（マイナーア

クチノイド）燃焼，加速器駆動炉の開発等に伴い，従来

の原子力応用では注目されなかったMAや LLFP（長寿

命核分裂生成物）の核データの重要性の増加に対応する

ため，これらの核データの充実や信頼性向上を目指して

いる。また，近年の感度解析技術の進展による共分散デー

タの必要性から，その充実も目的に掲げている。

JENDL�４の開発は，JAEAのシグマ委員会の下，大

学，産業界の協力を得て，原子力基礎工学研究部門の核

データ評価研究グループが中心となり行っている。同委

員会には，核データ評価等を実施する核データ専門部会

および炉物理実験・遮蔽実験に対するベンチマーク計算

を実施する炉定数専門部会があり，核データの評価およ

び評価済核データの質の向上を目指している。

2．JENDL�３および外国の評価済核データとの違い
すでに公開されている JENDL�3．3は，現行の軽水炉

や高速炉等の原子力システムにおいては臨界性評価等

で，要求される性能はほぼ達成していると考えられてい

る。しかし，軽水炉の高燃焼度化や革新炉の開発等にお

いて重要となるMA核種のデータの種類や質が必ずし

も十分でなく，その充実が求められていた。これに応え

るために JENDL�４の開発では，アクチニド核種につい

て JENDL�3．3の62核種から79核種に増加している。ま

た，積分テストとの緊密な連携を図り，その結果が素早

く核データ評価に反映されるようにしている。

3．核・臨界計算および遮蔽計算に用いるための
処理並びに必要なデータ

評価済核データを，MCNPやMVP等で核計算等に

利用するには，NJOY等の断面積処理コードで各計算

コードに合わせた核定数（炉定数）にしなければならな

い。

JENDL�４では約390核種の核反応データが収納される

予定であり，通常の核・臨界計算等には十分対応してい

るものと考えられる。今後の軽水炉の高燃焼度化，廃棄

物処理，革新炉開発等では従来注目されていなかった核

種の重要度が増すこともあり得る。例えば，ハフニウム

（Hf）制御棒の放射化において，天然ハフニウム中に35．1

％含まれるHf�180から180Hf（n，γ）181Hf（n，γ）182Hf の反応
で生じる半減期900万年のHf�182が注目されているが，

JENDL�４ではHf�181の核データが含まれる予定であ

る。また，これまでの JENDL開発は中性子核反応が中

心であり，必要に応じ崩壊データやFPのガンマ線スペ

クトルデータ等も整備してきた。光子の核反応断面積に

ついては特殊目的ファイルとして含まれている。ただ

し，原子による光子の散乱・吸収過程に対応するデータ

や，熱中性子散乱則は従来から含まれていない。

4．今後の課題
核データは，原子力利用等の応用工学分野や宇宙物理

等の基礎科学分野における基盤データとして必要とされ

る。従来から産学との協力で核データの評価に努めてき

たが，今後も加速器での医療照射，放射線による材料損

傷，加速器駆動炉開発，宇宙線による半導体エラー評価

等において核データの利用分野は増大することが予想さ

れ，多様化するニーズにあった評価・改訂等のサポート

が重要になる。また，核設計等における評価済核データ

の処理等も含め炉物理の連携を以前にまして強化し，

JENDLの利用拡大を図る必要もある。

JENDL�４は来年３月に完成する予定であるが，その

後も利用者からのフィードバックへの対応やその拡張

（エネルギー範囲，収納核種，入射粒子等）が必要になり，

それに対応する体制の整備も重要な要素になる。

Ⅴ．統合化とネットワーク構築

1．国産放射線挙動シミュレーションコードシス
テムのコンセプト

MVPコードは核・臨界計算とともに中性子・光子の

遮蔽計算の利用を目指しており，PHITS コードにおけ

る低エネルギーの中性子・光子の挙動・遮蔽計算部分と

重複する。原子炉施設や核燃料サイクル施設等において

は，核・臨界計算と遮蔽計算を連続して行い安全性を評

価する必要があり，一つの計算コードシステムで行うこ

とがユーザーにとっては大変便利である。今後，外国の

計算コードに依存することなく，国内での研究資源を有

効に活用し，両計算コードの利点を最大限利用するため

に計算コードの統合を開始した。第 3図に統合計算コー

ドの適用分野を示す。断面積データとしては，20 MeV

までの JENDL�４および３GeVまでの高エネルギーファ

イルを利用する。

2．コード開発にあたって
国内で開発された計算コードやデータライブラリー

が，過去に一部入手困難であったことが指摘されてい

る。本開発は，外国からの導入コードに代替できる国産

計算コードシステムを目指したもので，開発機関にとど

まらず，国内の原子力および放射線利用に関する産官学

の機関での使用を念頭に置いている。

また，国内開発の計算コードやデータライブラリーに

おいてマニュアル整備等が不十分であり，導入したもの

に比べて使いにくいとの指摘があった。計算コード等の

公開に当っては，わかりやすいマニュアルを整備すると

ともに，サンプル問題に対する入力データを充実する。

さらに，ユーザーからの問合せに対しては，コード開

発チームで対応し，機動性を高めるとともに個人への負

荷集中を回避する。計算コードシステムの普及に当って
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は，講習会およびユーザー研究会をこれまで通り積極的

に開催するとともに，ホームページも充実する。

3．協力体制
高エネルギー放射線や重イオンビームによる物質との

相互作用に関する実証は，国内外の研究機関との協力に

より新たに実測データを入手するなどして進める。また

許認可申請に用いるためには，計算コードの精度検証を

済ませて置く必要があり，原子力学会の放射線遮蔽研究

専門委員会等との協力下に遮蔽ベンチマーク解析を進め

る。さらに，ユーザーとのネットワークを構築し，バグ

情報や改訂情報の共有化を図るとともに，プログラムへ

の問合せに対する対応・要望等の把握に努めたいと思っ

ている。

4．今後の展望
現在のMVPコードでは，20 MeV以上の高エネル

ギー領域や中性子・光子以外の粒子を取り扱うことがで

きないので，PHITS コードとの統合により，加速器駆

動核変換システム（ADS）や加速器駆動未臨界炉等の先

進的原子力システムの核・臨界計算から遮蔽計算までを

一貫して取り扱うことができるようになる。

また，PHITS コードは，医療分野における細胞レベ

ルでの被ばく評価，材料の微視的アプローチによる放射

線損傷評価，宇宙線に起因する大気中性子場評価等の他

分野との連携したマルチスケールの放射線挙動解析への

展望が考えられる。
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Ⅰ．は じ め に

原子力発電は，発電の過程でCO２を排出することなく

地球温暖化対策に貢献するものである。現在，発電に用

いられている原子炉は，日本はもちろん，世界的にもそ

のほとんどが軽水炉である。この軽水炉から排出される

使用済み燃料を再処理せずに直接処分する場合，21世紀

中頃以降には燃料（ウラン資源）が枯渇する可能性がある

と予測されている。これに対し，高速増殖炉（以下，FBR）

による核燃料サイクルが実現できれば，ウラン資源の利

用効率が格段に向上し，数世紀以上にわたって発電が可

能となる。また，マイナーアクチニド（ウラン，プルト

ニウム以外の重元素（ネプツニウム，アメリシウム，キュ

リウム等）の総称で，長期間，放射線を出し続ける性質

がある）を回収し燃料に混ぜて燃焼させることにより，

高レベル放射性廃棄物発生量を軽水炉に比べて低減する

ことが可能となる。これらのことから，FBRは，エネ

ルギー資源に乏しい我が国におけるエネルギーの安定供

給や放射性廃棄物の低減に貢献する有効な手段として期

待されている。

これまでFBRは，国家プロジェクトとして日本原子

力研究開発機構（以下，JAEA）が中心となり研究開発が

行われており，2006年３月には総合科学技術会議におい

て，「FBRサイクル技術は我が国のエネルギー安定供給

に大いに貢献し，産業の発展と国民生活の向上に資する

技術であり，その開発には国家による大規模かつ長期的

な支援が必要」として，FBRサイクルが国家基幹技術に

位置づけられた。さらに，原子力委員会にてまとめられ

たFBR開発の基本方針などを受け，2025年頃までの実

証炉の実現，2050年前の商業ベースでのFBR導入とい

う目標が設定された。

2006年末には，日本政府，電気事業者，および JAEA

から「実証炉の基本設計開始前までの研究開発体制」とし

て，中核メーカ１社に開発の責任と権限およびエンジニ

アリング機能を集中するという方針が示された。そし

て，2007年４月には，三菱重工業㈱（以下，MHI）が FBR

開発の中核メーカとして選定され１），FBR開発を専業と

する三菱FBRシステムズ㈱（以下，MFBR）を設立し

た。MFBRは2007年７月に事業を開始し，その後，電

力会社の出資を一部受け，2025年頃の実証炉運開を目指

して開発に着手した。MFBRは現在，JAEAの指導を

仰ぎ，実用炉・実証炉の設計研究や各種の技術開発を実

施中であり，次年度に実証炉の仕様を暫定し，2015年に

仕様を確定の上，2016年より基本設計を開始する工程が

定められている。

Ⅱ．日本における FBR開発の経緯と
三菱の取組み

1．日本における FBR開発の経緯
日本のFBR開発は，JAEAが中心となり，実験炉「常

陽」，原型炉「もんじゅ」と段階的に進められてきており，

現在，「もんじゅ」では運転再開に向け，性能試験の準備

段階にある。

また，電気事業者などが，「もんじゅ」に続く炉の開発

を目的として，FBR実証炉の設計研究や技術開発を実

施してきた。

そして，この設計研究や技術開発は国家プロジェクト

へと引き継がれた。具体的には，JAEAが中心となり，

電気事業者，メーカ（重電４社）などとともに，経済性を

有するFBR実用炉の姿と，そこに至るまでの研究開発

を明確にすることを目的とした「FBRサイクル実用化戦

Road to FBR Demonstration and Commercialization

―Mitsubishi Activities : Keizo OKADA.
（2009年 ９月25日 受理）

現在の原子力発電の主力は軽水炉であるが，その一方で，ウラン資源の有効利用性が高く，

放射性廃棄物の問題へ対応できるシステムとして，高速増殖炉（FBR）サイクル技術が国家基

幹技術として位置づけられ，研究開発が進められている。これらを背景として，近年，FBR

開発の実施体制が見直され，三菱重工業㈱（MHI）が FBR開発の中核メーカとして選定され

た。本稿では，MHI，およびMHI が設立した三菱FBRシステムズ（MFBR）が，日本原子力

研究開発機構（JAEA）とともに実施中のFBR開発への取組みについて紹介する。

解説

FBR実証炉の建設と実用化を目指して
開発の経緯と三菱の取組み

三菱 FBRシステムズ�株 岡田 敬三
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略調査研究」（以下，FS）を実施した。

FSのフェーズⅠ（1999～2000年度）においては，ナト

リウム以外の冷却材を含め，多くの技術的な選択肢の評

価が行われた。そして，フェーズⅡ（2001～2005年度）で

は，数種の候補に対し，その概念検討，成立性確認およ

び評価が行われた。

その結果を踏まえ，2006年に，実用炉の主概念として

MOX燃料ループ型ナトリウム冷却炉（1，500 MWe）が選

定された１）。2006年度から FBRサイクル実用化研究開

発（Fast Reactor Cycle Technology Development；以下

FaCTプロジェクト）が開始され，2025年頃までの実証

炉の実現（運転開始），さらに2050年前の商業ベースでの

FBR導入に向け，重点的かつ加速的に研究開発が推進

されている（第 1図）。

2．FBR開発において三菱の果たした役割
MHI は，FBR開発に対し，その初期段階から積極的

に参画し，重電メーカの一員として取り組んできた。そ

して「常陽」，「もんじゅ」のプラントエンジニアリングや

主要機器の設計，製作，現地工事を実施し，これらを通

してナトリウム冷却炉特有の使用条件に適応する設計，

構造材料，製造などの技術を蓄積・向上させてきた。「常

陽」においては，その後MK�Ⅲ改造工事が行われ，さら

に「もんじゅ」においても，改造工事が行われた。MHI

はこれらの工事にも参画し，ナトリウム冷却炉の設計の

みならず，ナトリウム機器や配管の改造技術も高めてき

た。また，電気事業者などが取り組んだFBR実証炉の

設計研究や技術開発に対しても積極的に参画してきた。

さらにMHI は，前述したFSにおいても主体的役割

を果たしている。MHI はフェーズⅠ開始時の概念募集

時に，ループ型ナトリウム冷却炉の概念を提案し，フェー

ズⅡにおいても，その概念検討を深めるとともに，この

概念に関する成立性確認試験等も実施してきた。その結

果，この概念が主として開発する炉として選定され，

JAEAとともにFaCTプロジェクトを推進中である。

Ⅲ．ループ型ナトリウム冷却炉のプラ
ント仕様および革新技術の開発

1．プラント仕様および革新技術の概要
FBR実用炉は将来の軽水炉や他電源に比肩する高い

経済性が求められており，経済性，信頼性および安全性

向上のための革新技術をプラント概念に取り入れてい

る。第 1表２）に実用炉の開発目標，第 2表２）に主要仕様を，

さらに，第 2図２）にループ型ナトリウム冷却炉主概念お

よび適用する革新技術を示す。

経済性向上を図るために，本概念に採用した革新技術

は，高温強度と熱的特性に優れた高クロム鋼，上部流出

入配管システムによる配管短縮化，ループ数の削減（プ

ラント簡素化のための２ループ化），中間熱交換器への

ポンプの組込み（ポンプ組込型中間熱交換器），矩形鋼板

コンクリート（SC）造による格納容器のコンパクト化な

どであり，可能な限りプラント物量の低減を目指してい

る。さらに，信頼性と安全性向上を目的とした革新技術

を採り入れることとしており，適用する革新技術の数は

13に及んでいる。

2．経済性向上のための革新技術
（ 1） 2ループ化のための高クロム鋼製大口径配管

プラントの大型化，ループ数削減のため１次系配管は

大口径としているが，運転時の圧力が小さいことから薄

肉化が可能であり，さらに熱膨張量の小さい高クロム鋼

の採用により，結果として熱応力の低減も可能としてい

第 1図 日本のFBR開発の歴史
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る。また，配管内のナトリウム流速は約９m�s で，従

来の約1．5倍となっている。さらに配置スペースを低減

するため，曲げ半径の小さいショートエルボを採用して

いる。したがって，この配管エルボ部分での流れの剥離

を含め，管内流が引き起こす配管の振動による影響を確

認しておく必要がある。

そこで，原子炉容器から出るホットレグ配管（口径

1，270 mm，板厚15．9 mm）を模擬した約１�３縮尺のアク

リル製モデルを製作し，入口整流条件での管内流動状況

の観察および圧力変動データを取得した。また，同縮尺

のステンレス鋼製のモデルを使用した振動試験を実施

し，管内流動による配管の振動応答を解析で評価する方

法の妥当性を確認した。さらに試験で取得した圧力変動

データから，実機の配管振動を評価するための流れによ

る励振力を設定の上，配管各部に発生する応力を計測

し，実機プラントに用いる配管に発生する応力が制限応

力以下であることを確認した。

現在，入口流速の分布の影響を確認するとともに，複

数の曲がりを有するコールドレグ配管に対する同種の試

験を実施中であり，実機配管の評価方法を確立し，設計

へ反映する予定である。

（ 2） ポンプ組込型中間熱交換器

中間熱交換器（IHX）の内部に１次系ポンプを組み込ん

だ“ポンプ組込型 IHX”を採用し，機器物量の低減，IHX

とポンプをつなぐ配管物量および配置スペースの低減を

図っている。ポンプ組込型 IHXの設計では，ポンプ振

動と機器の共振を回避すること，共振領域外の微小振動

がプラント寿命の60年間継続することによる伝熱管と支

持板間の摩耗減肉量を精度よく評価できる手法の開発が

必要である。

そのため，実機（中型炉：750 MWe級）の約１�４縮尺の

振動試験体により，振動解析手法の高度化のための試験

を行った（第 3図２））。流体で満たされた多重円筒構造で

ある試験体を３次元でモデル化し，解析結果と試験結果

の比較に基づき最適なメッシュ分割把握，ボルトなどの

局部剛性のモデル化，簡素な管束部モデルの構築などに

より解析の精度向上を図った。

その結果，おおむね固有振動数を数％の精度で評価す

ることが可能となった。さらに，同様の手法で実機の振

動応答を解析により予測し，伝熱管の寿命中の摩耗減肉

量を評価し，伝熱管の板厚余裕に対し十分小さな減肉量

となることを確認した。また，振動試験体に組み込んだ

ポンプを回転させることで，ポンプ回転の励振源として

の挙動把握も試みており，今後，ポンプ部のアンバラン

第 2図 ループ型ナトリウム冷却炉の主概念および革新技術

第 1表 開発目標

項 目 目 標

経済性 ・次世代軽水炉と同等の経済性

資源有効利用性 ・増殖比1．1以上（MOX燃料）

安全性 ・受動的安全性の確保

・再臨界回避

環境負荷低減性 ・TRUの再使用と燃焼

・長寿命FPの核変換

第 2表 主要仕様

項 目 仕 様

原子炉型式 ・ナトリウム冷却ループ型炉

電気出力�熱出力 ・1，500 MWe�3，530 MWt

１次系Na温度 ・HL : 550℃�CL : 395℃

２次系Na温度 ・HL : 520℃�CL : 335℃

主蒸気温度�圧力 ・495℃�18．7 MPa

炉心燃料 ・混合酸化物（MOX）燃料

炉心形式 ・改良内部ダクト型均質２領域炉心
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スなどをパラメータとした各種試験によりデータを拡充

し，ポンプ回転による構造の振動挙動の解析評価精度を

向上させ，これらの結果を設計へ反映する予定である。

3．信頼性向上のための革新技術
実用炉においては，ナトリウム漏洩の原因となるバウ

ンダリー破損に対し，枝分かれの少ない配管，ノズルの

ない原子炉容器等の採用による簡素なバウンダリー構成

とし，かつ信頼性の高い構造設計としている。

特に，ナトリウムと水の熱交換により蒸気を発生させ

る蒸気発生器においては，伝熱管が破損すると管内から

噴出した水・蒸気と管外のナトリウムの反応熱により，

機器へ損傷を与える。これを極力防止するため，伝熱管

を２重化した蒸気発生器を採用している。この２重伝熱

管の健全性を供用期間中検査（ISI）で確認するため，検

査技術の開発を実施中である。ISI では，伝熱管の内側

にセンサを挿入して検査を行うため，２重伝熱管の外側

の管（外管）に対する欠陥の検出性がポイントとなる。第

4図３）に示すように，超音波探傷によって20％肉厚深さ

の外管欠陥の検出が可能なことを確認している。今後

は，欠陥検出に対する更なる精度向上や検査速度の向上

技術についても開発していく計画である。

4．安全性向上のための革新技術
原子炉の停止後の崩壊熱を取り除くために崩壊熱除去

系設備が必要である。崩壊熱除去系統は，DRACS（Direct

Reactor Auxiliary Cooling System；直接炉心冷却系）が

１系統，PRACS（Primary Reactor Auxiliary Cooling

System；１次系共用型炉心冷却系）が２系統の独立３系

統で構成される（第 5図４））。これらの系統は，自然循環

のみで必要な除熱量を確保することが可能な設計として

いる。崩壊熱除去系の運転には，ポンプや送風機などの

動的機器による強制循環は必要でなく，空気冷却器のダ

第 5図 １次系�２次系および崩壊熱除去系（DRACS，PRACS）

第 3図 ポンプ組込型 IHX振動試験体および振動解析モデル

第 4図 ２重伝熱管外管の欠陥検出例

883FBR実証炉の建設と実用化を目指して

日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 12（2009） （ 35 ）



ンパ（空気の流れを調節する板）の開動作のみで起動でき

る。また，空気冷却器１基に対してダンパを２基設置す

ることで多重化し，ダンパの単一故障では冷却機能を喪

失しない設計としている。このような崩壊熱除去系の設

計により，炉心冷却に関する高い信頼性が確保される

が，本概念では，崩壊熱除去機能喪失事象（PLOHS）の

長い時間余裕を活かしたアクシデントマネジメント方策

の導入について検討を行い，PLOHSの発生頻度の更な

る低減を目指している。

また，文部科学省の公募研究事業として水流動試験な

どによる自然循環評価手法の整備を実施中であり，開発

した手法により実機での自然循環除熱が確実に機能する

ことを確認していく予定である。

Ⅳ．実用炉までの道筋

当社は，2050年前の商業ベースでのFBR導入のため

には，設計と並行して，要素研究，工学規模試験を行っ

た上で，主要な革新技術を採り入れた実用炉概念を炉シ

ステムとして実証するための段階的な開発が必要である

と考えている。具体的には，次の通りである。

� ステップ１： 開発試験炉（50～60万 kWe : 2025

年頃までに運転開始する実証炉）を開発

� ステップ２： 本格導入の商業炉（150万 kWe

級）に向けて，スケールアップの確認並びに目標達

成の確認（特に，サイクルを含めた経済性）のための

商業導入炉（75～100万 kWe : 2035年頃運転開始）を

開発

2050年前の商業ベースでのFBR導入に向けて，技術

力などの長期にわたる維持・伝承や人材育成が必須であ

り，実炉を通して世代間で技術伝承を着実に行っていく

必要がある。当社は，この原子炉による２ステップ方式

は，世代間の技術伝承において最も効果の高い方法であ

ると考えている。

なお，2007年４月に，FBRサイクル実証プロセスへ

の円滑移行に関する五者協議会は「FBRの実証ステップ

とそれに至るまでの研究開発プロセスのあり方に関する

中間論点整理」を方針として示した。この方針では，今

後の開発ステップとして次の２ケースを想定しており，

実証炉の出力，採用技術等の仕様，実用炉に至るまでに

必要な炉の基数を，2010年に暫定し，2015年に確定す

るものとしている。

� 実用化段階前までに炉を１基建設

� 実用化段階前までに炉を２基建設

（段階的に大型化）

当社は現在，JAEAとともに，2010年におけるこれら

の暫定に向け，これまでの研究成果を踏まえた評価を整

備中である。

Ⅴ．お わ り に

日本の国家基幹技術に選定されたFBRサイクル技術

に対し，MHI は開発の初期段階よりその重要性を認識

し，積極的に参画してきた。そしてMHI が今後のFBR

開発における中核メーカとして選定され，MFBRを設

立した。MFBRは JAEAの指導を仰ぎ，FBRの早期実

用化に向けた技術開発を鋭意実施中である。この推進に

当たり，技術の伝承や人材育成を図りつつ，国内の優れ

た技術を幅広く活用しながら取りまとめていくととも

に，FBR開発における国際協力に対しても積極的に取

り組む所存である。
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政権交代の原子力への影響

―政権交代の原子力政策への影響について率直なご意見

を。まずハイテク産業界に長かった原さんから。

原 エネルギー源としての原子力の特徴は，サイクルで

す。ところが，原子力は使ったあとの燃料をどうするの

かがわかりにくいので，マニフェストでもあまり言及し

ない。争点になりにくいのです。ここを解決しない限り，

原子力は特殊だよといわれ続けるのではないでしょう

か。

―外務省出身で，原子力委員長代理も務められた遠藤さ

ん。

遠藤 マニフェストの内容はともかく，果たして民主党

は原子力が好きなのかなあと，少し疑問に思いますね。

核問題もあるし，プルトニウムの問題もある。

―二酸化炭素などの温室効果ガス排出量削減目標につい

ては？

遠藤 中期目標では，民主党（2020年までに1990年比で

25％減）は，自民党（同8％減）よりも破格に高い数値を掲

げています。果たしてこの目標は実現可能でしょうかね

え。結局，原子力に頼るほかないと思います。そこをう

まくすり合わせるしかないと思います。

―電気事業をみてこられた浜崎さんはいかがですか。

浜崎 地球温暖化防止のためにも核燃料サイクルをき

ちっと進めるべきですよ。米国のオバマ大統領だって，

まったくの原子力反対論者ではない。今の再処理方式は

核不拡散上のリスクが大きいので，先進式再処理ができ

るまで100年くらい貯蔵して，その間に技術開発すれば

いいという見方でしょ。

MITとハーバード大の会合では，再処理には年間５

億ドルの研究費が必要だといっている。

―原さんはシリコンに詳しいですね。太陽光発電が取り

沙汰されていますが。

原 民主党といっても，自民党とそう変わらない。エネ

ルギー政策はそもそも大きな争点になっていない。積極

的でない。第一，エネルギー安全保障の項が抜けている。

世界の動きから出遅れている局面もある。今回の政権交

代でリフレッシュすればいい。もんじゅや六ヶ所を活か

すような政策に眼を向けてほしいですね。

目標値の達成のためには原子力なしで出来ないでしょ

う。いま太陽光発電の普及を盛んにいっているが，メン

テナンスで大変なことになる。シリコンは大変ですよ。

埃，塩害などなど。風力もキャパシティや低周波の害，

景観の問題など……どうしても原子力になる。ならば核

燃料サイクルは避けて通れない。

いまの原子力エンジニアリングは，米国等は一度中断

している。いまや，メーカーは日仏のみ，原子炉容器は

日本製鋼所のみとも。人材が今後重要，必要になってく

私たちの主張

原子力界をリードして来た 4氏が思いを語る
民主党への政権交代が実現した翌日，黎明期から原子力界をリードしてきたベテラン 4氏が集まり，原子力への思い

と後進への意見を熱く語った。

議論に参加いただいた方々

伊原 義徳，原 禮之助，遠藤 哲也，浜崎 一成（左から）

聞き手 小林 容子
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るでしょう。もんじゅや六ヶ所は手がけた以上はやり遂

げないとだめ。一度手がけたものを止めると，とにかく

損が大きい。もんじゅや再処理は，世界に対して技術的

かつ政治的に役立たないといけない。

―原子力行政に長く，科学技術事務次官，原子力委員長

代理を務められた伊原さんはいかがでしょう。

伊原 民主党のマニフェストは結構いいことが書いてあ

るので，信用して様子を見たいですね。

もんじゅの完成に総力を

―さて，もんじゅの今後はどうでしょう？

浜崎 もんじゅは高速炉プラントとしての完成そのもの

が成果です。もんじゅは全く新しい炉型であり，内外か

らの厳しい目が注がれている。だからこそ，より強力な

経営のガバナンスとリーダーシップで，工期の遅れを回

復するために最大の努力をしなければならない。特に原

子力施設では，現場の重要性が際立って大きく，それだ

けに現場のモラルと活力をいかに高い水準に維持するか

については，経営の責任の観点からも，一刻たりとも目

は離せないはずです。

―これほどもんじゅが遅れたのは，なぜでしょう？

伊原 組織が動燃からサイクル機構に，さらに原子力機

構に変わり，その都度，対応が大変だった。総点検も念

を入れたので手間取った。地元福井県の理解と協力も大

切で，今後に期待したい。

浜崎 もんじゅが遅れている理由として、外部社会の圧

力に翻弄されているのは否定しませんが，外部の力なら

仕方がない，とは言い切れません。今まさに再起動しよ

うとしているもんじゅの今後を考えると，多分以前より

ははるかに多くて，厄介な難題に遭遇すると思います。

とにかく日本の原子力開発にとって，もんじゅを完成さ

せることの意義は非常に大きいわけですから，今回のよ

うな長期停止を繰り返すことなく乗り切る必要がありま

す。それこそ原子力機構職員の志気と活力に大いに期待

するところです。

―もんじゅの経費は。

伊原 もんじゅは建設に5，900億円（『動燃三十年史』参

照）を使っている。その後，13年のナトリウムループの

維持管理費を併せると総額１兆円程度です。

これからは，これは必ず必要だという目的と付随する

経費をしぼって，納得させるのですね。それしかない。

原 そうですよ。現場のやる気がまず問題です。どうし

てもやるという人がいれば大丈夫ですよ。

―組織文化につながる話かと。

浜崎 民間の企業文化とは明らかに違います。民間，例

えば電力の企業文化にしても，データ改ざんなど大きな

問題がありましたが，企業理念を守るという責任意識は

極めて高い。ここで一言いいたことは，電力のもんじゅ

支援のあり方です。支援業務の中には，官から民への技

術移転という課題があったが，研究目的を重視する原子

力機構の理念と電力の実務感覚との乖離が相互の不信感

につながっていたことは否定できません。当時，原電の

責任者であった私の反省ですが，もっとガバナンス強化

につながる支援を行うべきであったと思います。

―今後どうすれば。

浜崎 今，もんじゅはやっと運転再開の段階にきまし

た。原子力機構，電力，メーカーの総力をあげてもんじゅ

の完成に向かい努力すべき時です。日本の原子力界は次

世代に向けた再処理，高速炉など核燃料サイクルの中核

となる技術開発を進めるべき時にあるが，多くの難題を

抱え，厚い壁に直面している状態です。基本的方針の策

定とその実現を主導する強力な司令塔が必要ですね。

司令塔が必要

―半導体を長く見て来られた経験からなにか。

原 半導体と同じではないが，増殖炉は高度なエンジニ

アリングなので，半導体等と同じように，国籍を超えた

協同体でするという考え方が適用できるかも知れませ

ん。例えば，半導体なら日本よりも韓国がうまくやって

いますよね。

―体制の面では原子力行政の一本化の話も聞こえてきま

す。

浜崎 原子力行政が一本化されれば，多分もっとうまく

いくでしょう。ただし行政の改革のありかたについて

は，民間がこれまでの経験をうまくまとめて提言すべき

だと思います。後で議論する３Sね。これも省庁にまた

がっている。そういう意味では一本化は意味があるから

ね。

遠藤 司令塔の機能が充実することが必要でしょう。司

令塔たるべきは原子力委員会ですね。委員会の位置づけ

が10年前から変わって，なかなか大変なことは私もよく

わかっています。しかし，そこはなんとか頑張って頂き，

原子力の国際化の波のなかでイニシャチブを執ってほし

いと思います。

原子力委員会は８条委員会（諮問委員会）という制約が

あるように思えますが，そこはなんとか乗り越えて頂き

たいものです。また，事務局は内閣府におかれていて，

皆さん奮闘されている。しかし，今後の日本の原子力の

世界へ向けての司令塔の足腰が事務局です。足腰として

の事務局はもっと厚みを増すべきではないでしょうか。

伊原義徳（いはら・よしのり）

1924年生まれ。東京工業大学卒。通産省，

科学技術庁，同庁事務次官，日本原子力

研究所理事長，原子力委員会委員長代理
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―国内の原子力政策の評価についてもう少し。

遠藤 原子力に関連する三省，つまり外務省，経産省，

文科省は，今以上に密に連携する必要があるのではない

でしょうか。原子力委員会には，省をまたぐ取りまとめ

役の司令塔として奮闘してほしいですね。

浜崎 過去50年，東海から進めてきて，国内だけでサイ

クルを完結しようとしてきた。『国内で完結』というのは

今の世界情勢にあっていない。これから必要なのは海外

の動向をよくみて，協調路線を探り，説得力のある方法

論をもってリードすることです。それなしでは日本の原

子力自体成り立たなくなる。

遠藤 核燃料サイクルにはね，核不拡散のみならず，当

然のことながら，いま何かと世界の潮流になりつつある

Global Zero などの核廃絶もからんでくるんですよ。

浜崎 今，世の中は再生可能エネルギーに向かってい

る。そのなかで新たな投資と雇用を求めようという動き

がある。本来，そのような動きは原子力であるべきなの

です。それができていない。なぜなのか。

―非核 3原則がゆれていますが。

遠藤 私は原則これまでのやり方で良いと思っていま

す。ただし，これからの日米関係の推移の中で，核のあ

り方，受け止め方，特に核抑止の話もしっかり議論して

いなければならないですね。

核燃料サイクルの課題

―少し話題を変えます。核燃料サイクルのなかの中間貯

蔵についてはいかがですか。

浜崎 とにかく核燃料サイクルを完結するという努力を

鋭意全力で進めないといけない。サイト貯蔵は限界があ

る。自明です。また，中間貯蔵は最終解決にならない。

これも自明です。

米国の議会で議論されているように，100年程度サイ

トに貯蔵しても安全だといっていますね。土地もありそ

うです。しかし，新規に原子力をやろうという国に，最

初から使用済み燃料をサイトにおいておけとはいえない

でしょう。それに地域によってはセキュリティの問題が

あります。

そのためにも，核燃料サイクル，特に使用済み燃料を

そのままでは残さない高速炉システムにうまくつながな

いといけない。わが国は技術的に最も実績があり，その

将来展望を示さないといけないのです。

―わが国は最終処分場を決定していません。一方，米国

はオバマ政権でヤッカマウンテンを凍結しました。

浜崎 ヤッカマウンテンは政治的な理由で止めたので

す。また今の再処理方式は拡散リスクが大きいという理

由で反対し，代替方式をさがしている。今の米国には原

子力，特に再処理の技術がない。サイクルが完結する方

向を示し，安心感を増すことが急務です。

―日本国内で最終処分場が決まらないことについて。

伊原 原子力委員会で分離変換の議論をやっている。分

離変換がうまくいけば，高レベル廃棄物の短寿命化と減

容にもなり有益です。しかし，分離変換は開発に時間が

かかるので，何十年も待つのかという話になってしまい

ます。両者の間にやや矛盾があるのですね。

浜崎 処分の話は，技術的な問題に終始している。安心

感のある話がないと，最終処分を含め，原子力は浸透し

ていかないですよ。

伊原 旧動燃では，地層処分は何万年でも環境に大きな

影響なしと説明していたが，なかなか受け入れられな

い。ガラス固化体にしてしまえばいいという単純な話は

いまでは通じない。

浜崎 この問題は，日本だけではなく，どこでも重要な

問題ですが，それぞれに難しさをかかえています。

伊原 いずれにしても，六ヶ所の再処理工場を早く動か

さないといけない。今日（８月31日）の日本原燃の発表に

よれば，稼働はさらに１年２ヶ月先延べだという。ガラ

ス固化体の工程がうまくいかないという問題は深刻で

す。しかし，そこは措いておく，つまり廃液貯蔵タンク

を増設して，固化できない高レベル廃棄物を一時貯蔵し

ておく。そうして，その他の工程を動かすことはできる

はずです。そういうことをすべきでないでしょうか。

―再処理や処分に関しては，電力料金上乗せの議論があ

りました。

伊原 例えば，石炭火力のCCS（CO２の回収・貯留）のコ

ストを考えれば，十分受容できる範囲だと思います。

浜崎 エネルギー需要は先進国では飽和状態です。途上

国はどうするのか。再生可能エネルギーに本当に頼れる

のか。

「東南アジアに核燃料サイクルセンターを」

―海外進出における問題は？

浜崎 技術だけではダメなんですよ。一番重要な燃料供

給保証が日本だけではできないこと。車を売るのとは違う。

遠藤 メーカーはよい技術と人材を確保していますか
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ら，原子力を要素技術はもちろんのこと，トータルなパッ

ケージとして海外，特にこれから原子力を導入しようと

する国に提供する。それが科学技術立国日本に諸外国か

ら求められていることだと認識します。

現に，国際的にはウエスチングハウス（WH）―東芝の

連携についていえば，東芝のブランドが今以上に前に出

るようになってほしいですね。他社もそうですね。

浜崎 国際展開ですが，足慣らしの段階が終ったら，徐々

に日本ブランドにしていかないといけない。しかも，中

途半端ではなかなかできないんですよ，これは。

日本ブランドは，メーカーが意図して力をつける努力

をすればできる。途上国に打って出ていかないと仕方な

い。

―そのためには GNEPのような枠組みが必要では？た

だ，GNEPは棄却されましたが。

浜崎 そうですよ。日本はよほど腰を据えていかないと

ね。特にウラン供給などは要であるし，容易ではない。

原 車を売るのとは違って，ガソリンのこともセットに

して面倒見ないといけない。その上で，ブランド戦略を

考えていかないといけない。一般のブランド戦略と違う

のは政策が絡むということです。ブランド政策はフレキ

シブルにやる。モノを売るときはね，営業に一番金がか

かるのです。部品売りとは比べ物にならないくらい。そ

のことが関係者にわかっているんでしょうかねえ。そう

するとね，いきおい海外のメーカーと組んだ方が楽と

なっちゃう。

―エルバラダイの構想は？

浜崎 核燃料サイクルは，国際的に秩序ある体制でやっ

ていかないといけない。エルバラダイのMNA構想はた

ちまちに途上国に反対された。

遠藤 そういう途上国の反対，いわば南北問題が原子力

でも強くなって来ている。その傾向はまず認めないとし

ようがない。

浜崎 温暖化だって南北問題になっているしね。

遠藤 それはNPTにある不平等性，核の独占保有の一

方で核軍縮がなかなか進展しないという問題がありま

す。これは国連の最近の理念（グローバル・コンパクト）

と相反している。オバマが軍縮を強く打ち出し，今度の

鳩山民主党政権は今まで以上に軍縮にのっかっていく模

様です。日本の軍縮は“広島・長崎・唯一の被爆国”だか

ら核廃絶ということを呪文のように繰り返す傾向があ

る。これでは前途は開けません。

―核軍縮は今後どこへ向かって。

遠藤 いま世界がやっているのは，核廃絶に向けた具体

的な核軍縮のステップ論です。そして，その実践的展開

のための方法論の模索なのです。核燃料サイクルは核兵

器と平和利用の接点です。ここをキッチリと認識し自ら

のスキームを描いて，それを日本は国際的に示し説得し

なければならない。

―具体的には。

遠藤 例えば，東南アジアに核燃料サイクルセンターを

つくる。フロントからバックエンドまで面倒をみる……

といった構想を進めるべきです。非常に難しい点はあり

ますが，それを乗り越えて。

―東南アジアでまとまりますか。

遠藤 NPTの核兵器国（米ロ英仏中）以外で，再処理で

きるのはインド，日本，EUだけです。使用済み燃料の

取扱いには，韓国も困っているようです。そんなことも

あって，韓国は再処理（パイロプロセッシング）に乗り出

すことにとても前向きだと聞いています。

浜崎 先頃，新潟で行われた核軍縮会議に出席したパー

ク米国核不拡散特使のインタビューによれば，米国は平

和利用，核不拡散，核軍縮のバランスを図り，来年２月

までに「核戦略見直し」を示すといっている。

遠藤 この地域の事情を考えた上での地域構想もあり得

るのです。韓国の立場をうまく汲まないと，この地域で

なかなかまとまらないかもしれませんね。大局観をもっ

た創意工夫と戦略が必要だと思います。

浜崎 日本はまだ日本国内でのサイクル完結（全量再処

理）の観点から抜け出していない。これはね，どこか一

国平和主義的響きに通じる。自分さえ良ければってこと

だ。第二再処理を日本の中だけのものとする考えは，世

界の動きと合っていないんだな。国際核燃料センターを

国際的な平和利用の核にしていく……そうじゃないとだ

めだ。こういうことは今の原子力政策の本丸を担ってい

る人や学会の若い人にじっくり考えてほしいね。

IAEA新体制と3 Sの問題点

―3 S（Safety, Security, Safeguards）について伺います。次

期 IAEA事務局長の天野大使もその重要性を強調してい

ますが，コンセンサスは広くあるのでしょうか？

遠藤 ３Sに対しては，非同盟諸国からの批判がありま

す。規制の強化ではないのかという困惑があるのです

ね。途上国にはすでにNPTでひどい目にあっている。

つまり，差別されているという思いがある。３Sでさら

に新たな締め付けがなされ，原子力の導入のハードルが

高くなるのではと懸念している。実は，IAEAには19の

マイルストーンがある。つまり原子力導入国が果たすべ

き義務が19項目ある。なぜ３つのみをつまみ食いしてい

るのかという批判があります。

３Sは新規導入国に押し付けるものではなく，新規導
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入国に対して先進国が面倒を見るべきことです。

浜崎 原子力利用は，規制によるがんじがらめそのもの

だ。自己規制と外部からの規制がある。３Sをまとめて

やって，インフラから運転後の面倒までみてあげるとい

うことでしょう。国際展開にはそういう心構えが必要で

す。

遠藤 日本はねえ，米国やフランスの協力の下にこの３

Sを進めていかねばなりません。一国では無理です。

浜崎 多国間で標準化していけばよいのではないでしょ

うか。またそれに対応できる人材が必要です。

―3 Sはセットでみるとなにか利点がありますか。

遠藤 ３Sの理念は，19項目の中で，３つの Sがやはり

際立って重要度が高いということです。実際には，新規

国への協力の面からいえば，それぞれの Sを別々に考

えればよい。受入れ側からすればセットで受け入れると

いう見方でよいでしょう。

原子力学会，若手への期待

―最後に，原子力学会の将来，特に若手へのメッセ―ジ

を。

浜崎 原子力学会は本来，中立であるべきで，いまの混

迷している情勢の中でいかに方向付けていくかという政

策的な議論は学会でもやってほしいが，どうなのでしょ

う。

これまで一たん落ち込んだときに，高速炉�再処理不

要論があった。あってもいいはずで，そういう論議はど

んどんやるべしですね。結果的に，日本として最適の選

択をすればよい。米国はそうでしょう。でも，日本は論

議を止めてしまう。押さえ込んでしまう。黙り込んでし

まう。これからの若手はそこを打開してほしい。また学

会はいろんな議論を，特に若い人の議論を喚起してほし

い。私たちベテラン（退役陣）がここに口火をきったので

すから。

遠藤 学会誌も原子力学会も技術志向がいまだに強過ぎ

ますね。技術以外の技術をとりまく話が弱すぎる。私の

ような技術についての門前小僧は，読んでもわかりゃあ

しないので，配慮が欲しい。学生も同じだと思いますよ。

もっと，多様な著者に登場してもらってはどうか。

原 若い人にいいたいことは，原子力はそのもの自体が

取り組むべき価値のあるハイテクで，派生技術がたくさ

んある。現代社会を支えている技術の多くは原子力から

生まれていますよ。ロボットなど遠隔操作はそうだ。非

破壊検査，ICタグ……。原子力のそういう歴史や効用

をキチンと理解して，新たな研究開発を開拓してほしい

ですね。そのことをもっと若い人に伝えていきたい。

伊原 原子力は昔ほど評判よくないですね。これから

は，人がやらないことをやってやろうというような気持

ちで，若い人は取り組んでいただければよいと思いま

す。政権が変わって，意識改革を迫られるようなことも

あるでしょう。柔軟な思考力と責任力が問われます。私

たちもお役に立てるところはサポートしたい。

浜崎 なんとなく沈滞ムードがありますね。ではどうす

ればいいのか。私もフレキシビリティが必要だと思いま

す。時代の節目では，過去を正視し，現状を正しく分析

し，未来に柔軟に対応していくことが重要です。日本の

原子力が総体として底上げされ，世界をリードするため

には，言いにくいことも言わねばならないと思いってい

ます。今日は日頃感じていることを率直にいいました。

冷静な異論反論は歓迎します。ただし，感情的な攻撃は

遠慮しますよ（笑）。

伊原 私たちもWEBを通じて独自の発信をしています

（http：//www.ucn-kai.jp）。年齢を問わず，まっとうな

議論の輪が広がっていくことを望んでいます。

－本日はありがとうございました。貴重な意見がたくさ

ん聞けましたことに感謝いたします。

（2009年 ８月31日 取材）

小林容子（こばやし・ようこ）

本誌編集委員

㈱テプコシステムズ
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Ⅰ．は じ め に

発電用軽水炉プラントでは，炉心から取り出したエネ

ルギーを輸送する媒体（冷却材），および中性子の減速材

として水が用いられており，様々な温度条件，照射条件，

沸騰・流動条件下で，構造材料や燃料被覆管などの金属

材料と接しながら循環している。これら金属材料と水の

界面で生じる問題の調和的抑制あるいは解決が実機にお

ける水化学管理の使命である。

その全体像については連載第１回に，水化学の基本と

なる現象の解説については第２～４回に，また，水質の

計測や浄化に関する技術については第５～６回に，さら

に，水化学が対象とするプラント課題事象については第

７～９回に詳しく述べられているので，これらを参照い

ただきたい。

最終回である本稿では，これらを踏まえ実際の発電用

軽水炉プラントにおいて，どのような考え方と方法で水

化学管理を実施しているかを紹介するとともに，高経年

化対応，燃料高度化，炉出力向上など，発電用軽水炉プ

ラントを取り巻く環境が変化する状況にあって，プラン

トの安全性と公益性を両立させていく観点から，これら

を調和的に実現するために現在，取り組んでいる「水化

学管理の標準化・規格化」について言及する。

Ⅱ．軽水炉プラントの水化学管理

構造材料・燃料と水化学の境界領域における諸課題を

第 1図にまとめて示す。これら課題は冷却材を介して，

通底しているため，ある課題に対してこれを改善するた

めの技術が，別の課題に対しては逆に作用するケースも

あり，常に課題間のバランスを考慮した，システム全体

にとって最適な水化学制御を心がける必要がある。

1．水化学管理の目的
発電用軽水炉プラントにおける水化学管理は，設計段

階（設置許可・工事計画認可）で設備・機器・燃料を使用

するに際し，その前提となった冷却材の水質条件が，運

転段階（保安規定）で遵守されていることを確認するとと

もに，前提条件からの逸脱あるいはその兆候を検出し，

設備・機器・燃料の健全性が損なわれないよう適切な対

応を図ることにより，原子力発電所の安全を確保するこ

とを出発点としている。

しかし，それに止まらず，設備・機器・燃料のさらな

る高信頼化や，被ばく低減や放射性廃棄物の発生抑制な

どのその後顕在化した課題に対するニーズに応えていく

観点から，電気事業者は，実際の水化学管理において継

続的な改善を図ってきた。具体的には，保安規定より広

範囲の管理項目やより厳しい目標値を定めるとともに，

最新の知見や経験を迅速かつ適切に取り入れて，適時そ

れらの見直しを行うことで，常に，「より良い水化学管

Water Chemistry of LWR Plants�；Water Chemistry in

Actual Plants�―Plant Chemistry Control and Stan-

dardization : Hideki TAKIGUCHI.
（2009年 ６月８日 受理）
各回タイトル
第１回 軽水炉プラントにおける水の役割と水化学制御
第２回 水化学の基礎�―腐食と電気化学
第３回 水化学の基礎�―酸化皮膜特性
第４回 水化学の基礎�―放射線化学
第５回 水化学の基礎�―水質計測
第６回 水化学の基礎�―水の浄化と浄化装置
第７回 実機での水化学�―燃料�水相互作用
第８回 実機での水化学�―構造材料�水相互作用
第９回 実機での水化学―被ばく線量の低減

日本原子力発電�株 瀧口 英樹

第10回（最終回）実機での水化学（ 4）
―プラント管理，標準化・規格化

第 1図 水化学が取り組む諸課題とそれらの相互関係

軽水炉プラントの水化学連載
講座
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理」を目指し努力してきた。

2．プラント水化学管理の実際
上記目的を効果的に達成するため，発電用軽水炉プラ

ントでは第 2図に示す流れに沿って，日常の短期的視点

と運転サイクル単位の中長期的視点の２つの視点から水

化学管理が行われている。これらはいずれも PDCAサ

イクル（Plan�Do�Check�Act Cycle）の手法を基本として

いる。すなわち，実績や予測をもとに計画（Plan）を立て，

これに沿って業務を行う（Do）。その結果が目的にあっ

ているかどうかを評価（Check）し，そうでない場合は原

因を究明し処置（Act）する。このサイクルを一巡した

ら，最後のAct を次の PDCAサイクルにつなげ，継続

的に業務を改善していく。

短期的なアプローチでは，不具合の未然防止，異常の

早期検出と迅速な原因究明，および復旧により，プラン

トを常に良好な状態に維持することを目的とする。一

方，中長期的なアプローチでは，より望ましいプラント

水化学状態の実現を目的として，化学管理の有効性評価

と，設備や運転方法の改善，新技術の導入を含む水化学

管理基準の見直しが継続的に進められている。また，短

期および中長期の両アプローチを適切なものとする観点

から課題事象の理論的把握も進めなければならない。こ

こでは，これらのおのおのについて，相互関係含めて解

説する。

（ 1） 短期的管理

日常の水化学管理は，第２図最下部に実線で示すルー

プに沿って行われる。運転状態ごとに各系統の水質を規

定した水化学管理基準に照らし，その日の冷却材の水質

などがこれを満足していることを確認するとともに，万

一，そこからの逸脱が生じているか，その兆候が認めら

れる場合には，対応措置を講じ復旧することで，プラン

トの水化学をあるべき状態に維持する活動である。具体

的には以下のステップで実際の管理が進められる。

� 不具合の未然防止

水化学管理基準からの逸脱などの不具合は，機器・設

備の運転保守と深くかかわっており，その原因を構成す

る諸因子やそれらの組合せについては，多くの場合，あ

らかじめ想定することができる。特に，原子力発電所の

運転経験が蓄積された今日では，後述する�「異常の早

期検出」にのみ依存するのではなく，不具合が起こらな

いよう，機器・設備の運転や保守のプロセスをチェック

することで，不具合の発生を未然に防ぐことが重要であ

る。このような取組みは，ベテラン管理員のノウハウと

して，部分的にはかなり以前から行われてきたが，知識

として体系化し，若手管理員も活用できる形で整備・拡

充していくことが今後の課題である。

また，設備の更新やその運転・保守方法の変更を行っ

た後は，新たな不具合が生じる可能性が高まるため，水

化学管理部門と運転・補修部門とのコミュニケーション

の機会を増やし，情報共有を図ることが不可欠である。

� 異常の早期検出

上記�「不具合の未然防止」に加え，日常の水化学管理

では，プラント冷却材の状態を適切に監視する「水化学

モニタリング」により，水化学管理基準からの逸脱やそ

の兆候を初期段階で検出することにも力点が置かれてい

る。特に，プラントへの短期的影響の重大性に鑑み，維

持すべき値や範囲が規定されている項目（制御パラメー

タ）については，当該管理項目あるいは代替指標となる

管理項目について，連続的に監視することが基本であ

る。

また，制御パラメータ変動は多くの場合，複数の原因

第 2図 発電用軽水炉プラントにおける水化学管理業務のプロセス
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が重畳して生じるので，これを絞り込むための管理項

目，また，長期的にプラントへの影響が現れる管理項目

については，診断パラメータとして，適切な頻度を定め

て計測・分析が行われる。

さらに，化学管理基準では有意な変動を兆候段階で検

知するため，正常な状態で達成可能な値を目標値として

定め，その判断基準におくケースが多い。

� 原因究明と復旧

�「異常の早期検出」において，化学管理基準からの逸

脱やその兆候が検出された場合は，「異常診断」により制

御パラメータの挙動から運転継続の可否を判断し，継続

可能と判断された場合には，直ちにその原因を究明する

ための情報収集を行う。このなかには化学分析のみなら

ず，機器設備の運転データも含まれる。不具合の原因を

究明し，適切な「復旧アクション」を講じた後，状態が正

常範囲に戻ったことを確認し，一連の短期的 PDCAが

終了する。日常の水化学管理はこれを継続的に廻すこと

を中心として実施されている。

（ 2） 中長期的管理

日常管理における短期評価（異常診断）では，管理すべ

き冷却材の水質目標に対し，実際がどのように制御・維

持されたかを評価するに留まらざるを得ない。しかし，

水化学管理の本質は，単に，冷却材の水質を良好に維持

することではなく，それと接する構造材料や燃料の腐食

損傷を防ぎ，腐食生成物による被ばく線源や放射性廃棄

物の発生量を抑制し，これらが調和的に達成された結果

として，発電用軽水炉プラントの安全性が確保され，公

益性が向上することにある。このような観点から，日常

の短期的管理の妥当性と課題を俯瞰的に評価し，あるべ

き姿に軌道修正する PDCAが，第２図上部の破線で示

すループに沿って行われる中長期的管理である。

� 水化学管理の有効性評価

水化学管理の有効性を評価するためには，その結果と

してのプラント応答，すなわち，運転・補修・放射線管

理などのデータと，日常の管理で得られた水化学データ

との相関を，管理目的に沿って比較検討し，期待した効

果がどの程度達成できたかを吟味する必要がある。

水化学管理とそれが対象とするプラントの課題事象の

相関は単純ではなく，ラボでの模擬実験から推定される

効果は，実機での効果と必ずしも一致しないなど評価が

難しいケースが多いが，このような取組みの積み重ね

が，上述の重要課題に対する水化学の有効性を定量化す

ることにつながる。その結果，効果が不十分と評価され

た場合には，課題解決に向けた新たな水化学技術の開

発・適用や，設備や運転方法の改良など水化学以外の対

策への展開にもつながっていく。

この水化学管理の有効性評価について，PWR２次冷

却材の pH管理を例に説明する。pH管理の主な目的は，

給水から持ち込まれる鉄腐食生成物によって，蒸気発生

器の熱効率が低下し，伝熱管の腐食が加速されることを

防止することであったが，同時に，鉄腐食生成物の発生

源となっている２次系炭素鋼機器・配管の減肉も抑制で

きるものと期待していた。「従来管理」では，9．3程度に

維持していた給水 pH（25℃）を，上述の目的のため9．8

±0．2まで上昇させた「高 pH管理」に移行した結果，給

水から蒸気発生器への鉄持込み量は，従来のおよそ５分

の１程度まで低減され，所期の目標は達成することがで

きた。一方，炭素鋼機器配管の減肉速度もこれに対応す

る効果が得られるものと期待したが，実際には，第 3図

に示すように，「高 pH管理」による最大減肉速度の低下

は，系統ごとに大きく異なることが，供用期間中の肉厚

検査結果と比較することで明らかとなった。

「高 pH管理」移行後も最大減肉速度の低下効果がほと

んど認められなかった，第３図で系統名Hと標記した

給水系炭素鋼配管のエルボ部の肉厚測定結果の詳細を見

ると，第 4図に示すように，配管軸方向位置Aにおい

て周方向位置４，５で減肉が進行しており，配管内表面

の観察から，その原因は流動加速腐食（FAC : Flow

Accelerated Corrosion）と特定された。それまでFAC

は「高 pH管理」条件下では抑制されるといわれており，

第４図でもその他の周方向位置では減肉がほぼ抑制され

ている。しかしながら，冷却材の流速や乱流エネルギー

の大きいエルボ腹側では，２次冷却材の pHを高めるだ

けでは，炭素鋼のFACが抑制困難であることが判明し

た。

この結果を基に，冷却材の流速や乱流エネルギーの大

きい部位は，より耐食性の高い材料に取り替えるととも

に，２次系水処理の「高 pH管理」から「酸素処理」への変

更が新たな減肉対策として提案されるに至った。「酸素

処理」では，これを採用したBWRや一部火力発電所の

経験から，「高 pH管理」に比べ大幅なFAC抑制効果が

期待できる。

第 3図 PWR２次冷却材 pHが炭素鋼配管の最大減肉率に

及ぼす効果
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このように，水化学管理の有効性を，点検・補修デー

タのような直接的なプラント応答を基に評価すること

は，水化学管理の適切かつ継続的な改善を進める上で不

可欠な要素である。また，ともすれば狭義の「水質」管理

に陥りやすい我々プラント水化学管理に携わる者に，そ

の重要性を認識させる格好の機会にもなる。

� 水化学管理方法の見直し

中長期的管理では，上記�の有効性評価の結果に加

え，最新の知見・経験を反映して，その時々の水化学管

理方法を継続的に見直すことが重要である。具体的に

は，構造材料や燃料の腐食環境緩和や被ばく線源低減を

目的とした新たな水処理技術の導入や，水化学管理系

統・項目・管理値，測定頻度などの変更，管理手順の適

正化などがこれに相当する。

この見直しを適切に進めるためには，発電用軽水炉プ

ラントを取り巻く環境の変化や水化学にかかわる新たな

知見や技術の進展に目を向けるとともに，先行するプラ

ントの運転経験を調査し，中長期目標とその実現に向け

た戦略を構築することが重要である。また，後述のよう

に，プラントシステム内でどのように課題事象が生じ，

進行していくのか出来る限り理論的に把握する努力が求

められる。

� 課題事象の理論的把握

発電用軽水炉プラントの水化学管理では，水と金属材

料の相互作用，特に，高温・放射線下で沸騰面や隙間な

どにおいて局所的に進展する微視的な事象を課題として

いる。これに対し，実際の発電用軽水炉プラントは巨大

システムであり，日常の水化学管理では，これらを直接

的に把握することは困難である。なぜならば，そこで行

われる水化学モニタリングは，多くの場合，対象とする

部位とは離れた点から試料を採取し，さらに，採取点と

は離れた場所に設置された試料採取ラックまでサンプリ

ング配管で移送し，分析が可能な温度まで冷却した後，

直接オンラインの分析計で計測するか，あるいは，分析

室に試料を運搬し手作業による化学分析を行うからであ

る。プラント水化学管理では，このような常温で採取さ

れた巨視的な情報に基づいて，高温下で微視的に進展す

る課題事象を適切に管理・制御する必要がある。これを

行うためには，両者の相関関係を把握すること，すなわ

ち，課題事象の理論的解明に努めることが不可欠であ

り，その基盤を支える基礎研究や事象のモデルシミュ

レーションなどの技術開発の重要性が高い。

また，予測評価技術の妥当性や対策技術の有効性を裏

付け，課題事象の理論的把握を進める観点から，実際の

発電用軽水炉プラントにおいて，日常の水化学モニタリ

ング以外に，構造材料・燃料の腐食状況，腐食生成物な

どの形態や分布，あるいは運転中（高温下）の水質その場

測定など，より直接的なデータの採取も欠かせない。

Ⅲ．水化学管理の標準化・規格化

1．背 景
これまで，発電用軽水炉プラントの水化学管理は，プ

ラント設計や燃料保証に係わる前提として与えられた水

化学条件が，運転段階において担保されていることを確

認する目的で始まり，その後，電気事業者の自助努力と

して高度化・最適化が進められてきた。

しかしながら，今後，さらに原子力発電の安全確保に

対する国民からの信頼の獲得，および原子力発電の公益

性の向上に，材料・燃料分野との連携の下に水化学管理

が貢献していくためには，水化学管理の根拠や方法の妥

当性について，透明性のある学協会の場での利害関係者

による議論を通じ，水化学関連標準として策定し，広く

国民を含めて共有する必要がある。

特に，我が国において予想される発電用軽水炉プラン

トを取り巻く状況の変化（高経年化対応，燃料高度化，

出力向上，新検査制度，次世代型軽水炉の開発など）に

適切に対応するためには，分野横断的な取組みが必要と

なるが，水化学管理に係わる標準化・規格化は，産官学

の関連者にそのベースを提供する上で重要である。ま

た，安全基盤研究などを通じて得られる新たな知識・知

見を継続的に反映し，プラント運転管理や保全プログラ

ムへの活用，あるいは，国際協力・支援への活用が期待

できる。

2．標準化・規格化への取組み
2008年，本会標準委員会システム安全専門部会の下

に，産官学の関連分野の専門家を委員とする水化学管理

分科会（主査：勝村庸介東大教授）が設置され，以下に述

第 4図 炭素鋼配管エルボA部における周方向肉厚の経年

変化（H系統）

893（第10回：最終回）実機での水化学（４）―プラント管理，標準化・規格化

日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 12（2009） （ 45 ）



べる水化学管理に係わる標準の策定に着手した。

（ 1） 化学分析標準

水化学管理の基本となる化学分析法の中で，これま

で，公に標準化されていない原子力特有の分析項目につ

いて，現在，最新の知見，過去の成果，経験等を集約し

た化学分析標準を取りまとめつつある。

（ 2） 水化学管理指針

原子力発電所の安全性，信頼性向上の観点から，現時

点までに蓄積された知識をベースに，「より良い水化学

管理」の方法について，その背景・根拠，を示す水化学

管理指針を策定する準備を進めている。本指針は，今後，

最新の知見を反映し，継続的に改定する計画である。

将来，構造材料の腐食損傷抑制を目的とした，BWR

における水素注入や，PWR２次系における高 pH処理

などの特定の水化学技術について，期待する効果を確実

に得る目的で標準化する際には，本指針はそれらの共通

の基盤として重要な役割を果たすと考えられる。

これまで，設備・機器や燃料の腐食に起因する問題に

ついては，設計・建設段階において様々な対策が講じら

れるとともに，運転開始以降は，検査と補修によってそ

の安全性や健全性を確認あるいは維持するという考え方

が主流となってきたが，これからは，第 5図に示すよう

に，供用期間を通じて，これら材料にやさしい使用環境

（＝水化学管理）の整備を保全活動の一環ととらえ，設

備・機器・燃料の寿命を延伸するという考え方を取り入

れることで，より科学的合理性の高いプラントの維持管

理の実現に貢献できる。

Ⅳ．今後の課題

発電用軽水炉プラントの水化学管理を継続的に改善す

るには，対象とする課題事象と管理する水化学管理パラ

メータとの相関をより定量的に把握することが求められ

る。そのためには，高温・放射線下におけるその場測定

技術，メカニズムに立脚した予測評価技術および水化学

対策技術の開発・高度化と検証を進めることが不可欠で

ある。また，これらをプラントの保全活動と連動させる

観点から標準化・規格化を推進し，関連分野との連携・

協力を強化していくことが望まれる。

Ⅴ．お わ り に

連載講座「軽水炉プラントの水化学」は，「実機での水

化学―プラント管理，標準化・規格化」と題する本稿で

最終回となる。連載第１回で指摘されているとおり，水

化学は，広くプラントシステムを扱う工学分野であり，

構造材料や燃料との相互作用を通じて，原子力プラント

が目指す安全性や公益性と深くかかわっている。水化学

技術はこの目標を達成するための手段であり，他分野と

の協力の下，どのようにこれに貢献して行くか，俯瞰的

にとらえ行動することが，その存在意義につながってい

くものと確信する。

―参 考 資 料―

１）日本原子力学会，水化学ロードマップについて（2008年

６月２日），第９回総合資源エネルギー調査会原子力安

全・保安部会原子力安全基盤小委員会資料．

２）東京大学大学院工学系研究科弥生研究会，軽水炉技術開

発のための照射試験に関する検討会報告書，（2006．4）．

３）H. Takiguchi,“Development of environmental remedies

against FAC in secondary system of Tsuruga�２PWR”,

Proc. Symp . on Water Chemistry and Corrosion in

Nuclear Power Plants in Asia , Sep. 27�29, Taipei,

Taiwan，（2007）．

著 者 紹 介

瀧口英樹（たきぐち・ひでき）
日本原子力発電㈱
（専門分野�関心分野）沸騰水型，加圧水型
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と腐食生成物挙動

第 5図 保全活動としての水化学技術の位置づけ
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1945年８月６日午前８時15分，広島に原子爆弾が投下

された。一瞬にして広島市の65％は灰じんに帰し，13万

を越す死傷者が出た。新聞は「新型特殊爆弾投下さる」と

報じていたが，政府や軍の中枢部は実態がつかめず混乱

を極めていた。大本営は参謀本部第二部長の有末精三郎

中将を団長とする調査団をまず広島に送ることにした

が，参謀次長の河辺虎四郎中将は仁科芳雄の同行を求め

るよう指示した１）。

７日早朝，要請が仁科に伝えられた直後，同盟通信の

記者が，通信社内の情報局分室がアメリカの短波放送を

受信して，B５判の藁半紙にタイプ印刷した“（秘）敵性

情報”という極秘号外を持ってきた。

敵性情報は政府や軍の首脳部だけに配られ，民間人に

渡すのは極めて異例であったが，この日の情報は“原爆

投下に関するトルーマン声明”を伝えるものであったの

で，同盟通信の古野伊之助社長が仁科の科学的判断を請

うべく，特に指示したのである。この声明は広島に投下

したのは原子爆弾であると宣言し，日本の降伏を要求し

ているが，同時に，戦後の核エネルギーの平和利用の問

題にまで言及している，たいへん重要なものなので次に

紹介（一部略）しよう。

トルーマン声明
（秘）敵性情報

第一号 20年８月７日

◎「原子爆弾」を発表

桑港戦情６日発

白亜館当局は六日，史上最初の原子爆弾に関する大統領

トルーマンの声明を発表した，全文次の通り

今から十六時間前米国の一航空機は日本の重要な軍事基

地広島に一個の爆弾を投下した，この爆弾はTNT二万

トンよりもさらに強力であり，戦史上最大の爆弾たる英

国の「グランド・スラム」の二千倍以上の爆破力を有す

る，それは原子爆弾である，これは宇宙の根源的な力を

駆使したもので，今や太陽の力の源泉となる勢力が極東

に戦争を齎した者共に対して放出されたのである，日本

は空中から戦争を開始した，この爆弾によって今やわれ

われはわが武装兵力の増大してゆく力に加へて一つの新

しく且つ革命的な破壊力の増大を加へた

新爆弾は現在生産されており，さらに強力な形態に発展

するであろう，昨日の原子爆弾の使用は如何にしても原

子エネルギーを拘束し放出する方法を発見せんとするド

イツ科学者との激烈な競争に米国が勝利した信号であっ

た………

研究所の戦ひはわれわれに取って海陸空の戦ひに劣らず

運命的な冒険であったが，今やわれわれは他の戦ひに

勝ったと同様研究所の戦ひにも勝ったのである，真珠湾

事件に先立ち1940年に結ばれた協定の結果戦争に有用な

るべき科学的知識は米英両国の間に蓄積され，この協定

から勝利にとって幾多の貴重なる力が得られた，こうし

た全体的な政策の下に原子爆弾の研究が開始された……

…

米国は必要なる幾多の知識分野において多数の著名なる

科学者を得ることを得，その計画に必要なる莫大なる工

業上財政上の資源を有し，他の重要な戦争事業を不当に

害ふことなくこれに貢献するを得た………

現在ではわれわれは原子爆弾の生産に向けられた二つの

大工場と多くの比較的小さな工場とを有する，最も建設

事業が盛だった当時の従業員の数は12万５千名を数へ，

現在においても工場の作業に従事しているもの６万５千

名を越え，その多くは既に二年半働いているのであるが

自分が何を造っているかを知っているものは極めて少な

い………

われわれはこの史上最大の科学の戦ひに20億ドル費して

遂に勝った，だが最大の奇蹟はその企業の規模でも，そ

の秘密でもその費用でもなく，科学の各方面における多

くの人々の有する飽くまで複雑な知識の断片を打つて一

丸として立派な工場とした科学者の頭脳の業績である…

……

仁科が保管していた敵性情報

広島，原爆投下（その 1）
トルーマン声明談話室

仁科記念財団 中根 良平

895広島，原爆投下（その１）
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今やわれわれは日本が地上の如何なる都市に有する生産

企業をも一層急速且完全に抹殺し尽す用意がある，われ

われは彼等のドック，工場並びに通運施設を破壊するで

あろう，もしそこに何の失敗もなければわれわれは完全

に日本の戦争遂行力を破壊するであろう，７月26日の最

後通牒がポッダムにおいて発表されたが日本国民に文字

通りの破壊を味わせない為であった，彼等の指導者は直

にその最後通牒を拒絶した，もし今にして彼等がわれわ

れの条件を受け入れないならば彼等はこの地上に曽て類

を見ざる如き荒廃の雨を空中から期待すべきであろう，

この空襲の後には彼等の未だ曽て見ざる数と力の陸海部

隊が彼等のすでによく知る通りの戦闘技術をもつて闘う

であろう

自ら本企画の総ての面に関係していた陸軍長官は一層詳

細なる声明を公表するはずである………

われわれが原子エネルギーを放出し得るという事実は自

然諸力に対する人間の一新世紀を画したものである，原

子エネルギーは現在石炭，石油，水の落下から得られて

いる力を補足するだろうが現在のところそうしたものと

商業的に争ひ得る基礎の上に製造することはできない

そうなるまでには長期間に亘る熱心な研究が必要である

従来科学的知識を世界に対して匿すことはこの国の科

学者の慣習でなくわが政府の政策でもなかった，従って

原子エネルギーの研究に関する一切はそのまま発表され

るであろう，但し現在の情況の下においては総ての軍用

製品の専門的製造法を明らかにする意図はない，われわ

れ自身及び世界の他の部分を突然の破滅の危険から護り

得ると思われる方法がさらに検討されるまで発表しない

………

極秘号外は９日までに届けられたが，トルーマン声明

のほかに，アトリー英首相声明やスチムソン米陸軍長官

の声明，あるいはソ連の宣戦布告文などが含まれてい

る。政府や軍に配布された号外はすべて敗戦時に焼却さ

れたか，米軍に接収されたが，その後一部返却され，防

衛省とNHKに保管されている。配布された藁半紙の号

外がそのまま保存されているのは仁科記念財団にあるの

が唯一である。

原子爆弾かもしれない
仁科は後に「トルーマン声明を読んで，これは本当に

原子爆弾かもしれないと直観した。というのは右の数字

は２，３年前，我々の研究室の一人が計算して出した数

字とピッタリ一致するからである」と書いている２）。

1943年，＜二号研究＞，いわゆる原爆研究を陸軍航空

本部から仁科が受託した時，玉木英彦が“黄色爆弾一万

八千トン”と計算したのである１）。「前記の数字があるた

め，単なる謀略宣伝ではないように思えた。ともかくそ

の真疑は現地に行って見さえすれば分かるだろう」と考

えて，午後，有末調査団に加わり所沢飛行場を発った。

しかし富士山を過ぎたころエンジンが不調になり引き返

した。

この情報は政府にも当然伝えられた。「７日朝，閣議

を開いた。大勢は速かにポッダム宣言を受諾すべしとい

うのであったが，米国の詐術ではないかと疑うものもあ

り，一応実地調査してからということになって，仁科博

士等の専門家を現地に急派した」と迫水書記官長は述べ

ている３）。この優柔不断な対応の結果，９日，“荒廃の雨

を空中から期待すべきであろう”というトルーマン声明

の通り長崎に原爆が投下された。そしてソ連が参戦し

た。

一方，記者から報告を受けた古野社長は，千葉の柏に

寓居していた牧野伸顕伯に情報を伝えるべく直ちに自動

車を駆った。牧野伯は大久保利通の次男で，吉田茂の岳

父である。1925年，内大臣になったが，英米派の自由主

義者であったため「君側の奸」として軍や右翼の攻撃の的

になり，1935年，内大臣を辞し，柏に隠遁していた。し

かし天皇の信頼が最も厚い重臣の牧野伯に「宮中に終戦

の儀を進言し，陛下自らマイクの前に立って御言葉を賜

るようお願いして貰いたい」と古野は考えたのである４）。

トルーマン声明を読んだ牧野伯は“ポツダム宣言”を直

ちに受けるべきであると考え，翌８日，古野の自動車で

参内し，原爆の事実と仁科の判断を奏上した。10日未明

の御前会議で御聖断があったと聞いた古野は「日本，ポ

ツダム宣言受諾」と仏印向けに放送した。それは15分後

直ちにニューヨークとロンドンで号外により報道され

た。しかし３時間後，軍命令により放送は中止された。

（2009年 10月13日 記）

―参 考 文 献―

１）「昭和史の天皇」４，83（1968），読売新聞．

２）仁科芳雄，世界３月号，108（1946），岩波書店．

３）迫水久常，正論９月号，54（2003），産経新聞．

４）古野伊之助，「五風十雨―古野伊之助アルバム」74，

（1966），新聞通信調査会．
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CO2対策は，世界のすべての国が
参加しなければ意味がない

―安倍先生は2007年 6月に世界に向けて「美しい星への

いざない」を提唱されました。その全体像は，①世界全

体の排出量削減のための長期的戦略の提唱，②京都議定

書後の2013年以降の国際枠組み構築に向けた３原則の提

唱，③京都議定書の目標達成に向けた国民運動の展開の

３つに分けることができると思います。ご提案の背景お

よび原子力に対しての考えも含めてお話を。

アジアの首脳が集まる「アジアの末来」という会議が日

経新聞の主催で開催された機会に提唱しました。その年

はハイリゲンダムサミットを控え，ドイツのメルケル首

相は，かなり野心的な目標を掲げるべきであると主張

し，一方，米国のブッシュ大統領は，地球温暖化自体に

懐疑的で特定の枠をはめて義務を課すことに反対でし

た。そこで，米国を説得でき，ヨーロッパに対しても話

ができ，かつ，中国やインドにも働きかける立場を活用

し，日本がイニシアティブをとっていくべきと考えた訳

です。

現状のCO２排出量を半減すれば，森林等によるCO２の

吸収もありますから，CO２による温暖化は進まないと考

えられます。このため2050年までに，CO２排出量の50％

削減を目標にしました。これであれば，各国の了解が得

られるのではないかということです。また，この取組み

には，途上国はもちろん，中国や米国を含めたすべての

国が参加しなければ意味がない。

しかし発展途上国は，自分たちは経済を成長させなけ

れば国民を養えない，環境どころではないという気持ち

があります。だから，環境保全と経済発展を同時にする

ということで，彼らを巻き込んでいくということが，重

要な原則の一つです。

なお2050年までに排出量を50％削減するということ

は，いまの技術の延長線上では，それはなかなか難しい

ので，技術の画期的な革新が必要になります。たとえば，

今のガソリンで動く自動車は，当然，電気自動車に代え

ていくことが必要でしょう。その電気を，石炭を燃やし

て作ったのでは全く意味がないので，やはり原子力だと

思います。原子力発電は重要なCO２削減のツールになる

し，今後も原子力発電の安全性を高めていくことや，研

究開発を進める上においても，投資が必要だろうと思い

ます。また，さきの目標達成のためには，画期的なもの

をめざした技術開発も当然やらなければならない。そこ

にはイノベーションの力が必要だと思います。自動車を

電気自動車に代えても，あるいはスマートグリットなど

によって電気分野における省エネを進めていくにして

も，最初に発電するところでは，安定的な電力供給手段

である原子力が，重要な手段になると思いますよ。

原子力発電は，温暖化対策の重要なツール

― 6月に当時の麻生総理が我が国の2020年に向けた中期

目標として，2005年比で CO2の15％削減を打ち出されま

した。CO2を1％削減する分を太陽光発電で賄おうとす

るならば，それだけで10兆円の追加負担を国民に強いる

ことになります。しかし原子力発電ならば，それは100

万 kW級の原子力発電所 2基を新設すれば済む話で，こ

れだと 1兆円以下ででき，国民に負担をかけません。無

論，原子力発電を推進していく上では，国民の理解を得

なければなりませんので，先生方や国もしっかり支援し

ていただく必要があると存じています。

SNW報告

環境保全と経済発展を両立させるために，原子力は不可欠
Cool Earth 50を提言された安倍元総理に聞く

2007年６月，総理だった安倍氏は，世界に向けて「美しい星へのいざな

い」を提唱。その中で，世界のすべての国が温暖化対策に取り組むことで，

2050年までに，CO２排出量を半減させるという野心的な目標を掲げた。そ

の具体策として同氏は，環境保全と経済発展を両立させること，そのため

に「原子力発電は重要な手段」であり，日本はその技術をもって世界をリー

ドできるチャンスがある。さらにエネルギー資源の確保には，国家的な戦

略が必要であり，イノベーションを進めることで経済成長と，そして豊か

で美しい日本を築いていくことができると述べた。

聞き手 齋藤 伸三，荒井 利治（シニアネットワーク）
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温暖化という新しい地球的な課題がでてきた中で，原

子力発電に対する考え方が随分変わってきましたね。原

子力発電にきわめて否定的だったドイツでも，原子力発

電に頼らなければならないというようになり，原子力発

電の新設をやめていた米国も，原子力発電所を大幅に建

設することを決定しました。

翻って日本では，国民的には慎重な雰囲気がいまだに

あります。原子力発電所を建設していく上では地域住

民，国民の理解がなければなりません。理解の一番は信

頼だと思います。残念ながらマスコミ等は，むしろ不安

を煽っているのかなという気がします。

中越沖地震が起きて柏崎刈羽原子力発電所で火災があ

りましたね。その時の報道は，まるで大量の放射能が漏

れたかのような誤解を与えました。本体は全く問題がな

かったのに，そのことは十分報道されなかった。これら

の報道は，原子力に対して残念ながら悪いイメージを与

えたと思います。国民の皆さんに正しい情報を伝える努

力を我々もしていかなければなりませんし，多くの関係

者の皆さんにも，努力をしていただきたい。

また，国民の負担をいかに少なくしながら目標を達成

していくかについては，おっしゃる通りですね。原子力

発電は重要なツールであり，原子力発電所を作る技術に

おいては，日本とフランスが世界の最先端を担ってい

る。温暖化を克服するために，もっと新しい技術が必要

になれば，日本はむしろ，フロントランナーにならなけ

ればならない。それはある意味，チャンスですね。イン

ドでも中国でも，そして世界で使える技術を開発して，

それをもとに日本が仕事をしていくチャンスだと思いま

すね。

―京都議定書の目標 6％削減（1990年対比）の達成見通し

を含めての考えを。

Cool Earth 50は三本柱から成り立っていて，１番目

の柱は長期戦略。２番目の柱は達成する上での３原則，

そして３番目が国民運動です。

目標達成のために，新しい技術を開発していくイノ

ベーションは絶対に必要ですが，同時に，低炭素社会を

皆で作っていかねばなりません。メーカーがいくらCO２

削減上，有益な技術を開発したとしても，それが受け入

れられる社会でなければ実際には効果がないわけで，国

民の意識を変えていく必要があるだろうということで

す。皆が一人一人，CO２排出削減に努力する。例えば，

朝のシャワーの時間を少し短くするとか，冷蔵庫や電球

などの家電製品はエコ家電を出来るだけ買う。その分，

少しコストはかかりますが，一つずつ変えていくことに

よって，目標達成に向かっての大きな一歩になっていく

ということではないかと思います。

エネルギー資源の確保には，
国家的な戦略が必要

―安倍先生が顧問をなさっておられる自民党内の「日本

を資源エネルギー大国にする勉強会」では，気候変動問

題も含めて，どのような手段で日本を資源大国にされよ

うとしているのでしょうか。

昨年，原油が高騰し，１バーレル当たり最高で147ド

ルにまでなりました。それから30ドルまで下がったので

すが，またバーレル当たり60，70ドルと上がってきまし

た。石油だけでなく，ガスも希少金属も有限です。石油

価格の暴騰で，それを実感させられました。こういうエ

ネルギー源については，国家的，戦略的に確保しなけれ

ばならないと思います。

中国はまさにその中で先陣を切っていて，さまざまな

資源を押さえにかかっています。アフリカでも中東で

も，中央アジアでもそうでした。それで私も総理の時に，

これに対抗しなければならないと，甘利大臣に中央アジ

アを訪問してもらい，ガスやウランを確保するために，

カザフスタンと協定を結びました。そういう問題意識の

下で，私たち国会議員のグループが勉強しながら政府に

提言していこうということになりました。

なお，エネルギー源を確保するためには，ファイナン

スが重要です。石油や希少金属の開発には莫大なお金と

時間がかかります。しかし一企業だと，それになかなか

耐えられない。例えば，イラクの原油を確保しようとす

ると，イラクというのは一般の銀行にとっては極めて危

険な投資先であって，財政は破綻の懸念があるところな

ので，膨大な引当金を積まなければできないんですね。

そのファイナンスについては，国が責任を持ってやら

なければ資源の確保は難しいという結論に至りました。

なお，国家が金を出すファンドには２つあり，一つはお

金儲けのファンドです。もう一つの国家ファンドが，国

家的な戦略上必要なものにお金を出すファンドです。そ

の典型がエネルギーです。私は，これが必要だと思って

います。

―原子力の利用は発電のみならず，1，000℃近い高温の

熱を供給し，原子力製鉄や水素の製造も可能な高温ガス

炉もあり，日本は，この分野で世界の最先端にあります。

ぜひ，このようなことにもご理解を賜りたいと存じます。

さて，最後に，わが国の文明は今後どのようにあるべ

きか。若い人へのメッセージも含めてお聞かせいただけ

ればと思います。

日本という国は，太平洋と日本海の波に洗われた，美

しい自然に恵まれた島国だと思います。また，長い歴史

と誇るべき文化と伝統を持った国であり，人々は自然と

ともに生きてきたと思います。

21世紀に入って，私たちは誇るべき日本の資産に対し
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て，もう一度，目を向けるべきだろうと思います。日本

の力や技術力にも当然誇りを持つべきであり，この技術

力を強化していくことが，日本の力が強くなっていくこ

とだと思います。日本がより強い力を手に入れることに

より，美しい自然を守ることができます。それが，誇る

べき伝統，そして文化を育てていくことにもつながって

いくと思います。そして，日本を力強く成長させていく

上においては，イノベーションが欠かせない。これによっ

て，日本の成長を刺激しながら，引き出していく。これ

が，従来から私が申し上げている新しい経済成長戦略で

す。イノベーションと経済成長をさせていきながら，そ

の果実によって私たちは日本が守るべき伝統と，文化を

保持していくことができるのではないかと思います。

日本は昭和の時代に入って敗戦を迎え，この60数年

間，とにかく経済的な繁栄だけを目指してがんばってき

ました。しかし21世紀は，豊かな人生を送れる，そして

誇りを持って生きることのできる日本を作っていくこと

に力を入れていくべきではないかと思います。

それは，例えば，技術とか経済とかを軽視していいん

だということではないんです。強い国を作っていくこと

が，日本本来の持っている大切な良い点を守っていくこ

とにつながっていくことだと思います。

―ありがとうございました。

（以上，本年８月８日開催のシンポジウムのために７月

２日に収録したものの要約である）

対話の場をデザインする
科学技術と社会の間をつなぐということ

八木絵香著，200 p．（2009.8），大阪大学出版会
（定価1，900円＋税） ISBN 978�４�87259-291�７C3036

現在はもちろん，今後の原子力分野の諸活動を展開してい
くうえで，その活動から精神的，物質的影響を受ける市民と
原子力専門家とのコミュニケーションが死活的に重要な課題
であることをほとんどの関係者は理解している。しかし，過
去でも現在でも，それは極めて不満足な状況である。著者は
この課題に根底から実践的に取り組み，真にコミュニケー
ションが通じる対話の場（対話フォーラム）作りと継続的対話
を宮城県女川町と青森県六ヶ所村で実践した。本書は，この
パイオニア的フィールドワークの記録である。
著者が大学での研究活動を開始した1990年代後半頃から，
我が国では原子力分野の事故・トラブルが頻発し，原子力事
業への社会的信頼は低下の一途をたどった。著者はこの経緯
の中で，専門家の説明と地元市民の聞きたいこととの間に根
本的な差があることを強く認識し，双方間に真のコミュニ
ケーションを生む場の必要性を痛感し，対話フォーラムを立
ち上げるに至った。対話フォーラムは，市民と専門家と双方

を仲介するファシリテーターの３者
で構成される。上の対話フォーラム
では，専門家として北村正晴東北大
教授等が，ファシリテーターとして
著者が役割を務めた。
第１章では，対話の場の必要性の
背景が述べられる。第２章には，対
話フォーラムがスタートするまでの
紆余曲折が描かれる。今後このよう
な場を作ろうとする人達の良い参考
になる。第３章は，対話フォーラムを経て，専門家と参加市
民がお互いにどのように変化し，相互の信頼が芽生え，育っ
たかが示される。ここが，この活動の最も重要なプロセスで
あろう。第４章は，専門家と市民の変化を引き出す場のデザ
インについての考察が，そして最終章に，科学と社会をつな
ぐことの意味，道筋，段取りについての著者の主張が示され
る。価値観が多様化した現代では，科学技術成果の社会的導
入是非の議論以前に，価値観の同異はさておき，市民と専門
家が相互に信頼してコミュニケートできる場をまず設けるべ
きとの著者の主張は，極めて重要な示唆である。たとえば，
日本原子力学会のフェロー有志が，原子力対話フォーラムの
専門家として実践的活動をするのは大きい意味があると思わ
れる。学会員のご一読をぜひお勧めしたい。

（原子力安全研究協会・松浦祥次郎）

新刊紹介
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本会議は，ベトナムの原子力委員会（VAEC）と原子力

学会（VAES）により，２年に一度開催されている。第８

回にあたる今回は，ベトナムの著名な観光地の一つであ

り，風光明媚なビーチが有名なニャチャンにおいて開催

された。ちなみに，同地は2008年のミス・ユニバース世

界大会が行われたことでも有名である。

ベトナムの原子力関係者にとって，本会議は原子力に

関連する情報を交換するための重要な場となっている。

本会議においては，ベトナム国内における原子力関連の

基礎および応用研究に関する活動を幅広く把握すること

ができ，これは，今後の研究の方向性を検討する上で，

特に重要な情報となる。今回の会議には40を超える国か

ら約240人の参加があった。

基調講演では，VAECの会長であるタン氏から，現

在のベトナムにおける原子力関連の研究および応用につ

いて概要の説明があった。ベトナムにおいて，原子力の

関連技術（放射線応用も含む）は，医療，農業や他の産業

にも広く用いられているが，適用例は実際の需要に比べ

るとまだ少なく，潜在的なマーケットが存在すると推定

される。

ベトナムでは今後の経済成長に伴う電力需要の伸びに

対応するため，原子力発電所を建設する計画である。そ

のため，本会議では，原子力発電に関する特別セミナー

が開催された。VAECの副会長のホン氏の発表による

と，100万 kW級の原子力発電所を２基建設予定であ

り，運開を2020年，2021年に予定している。このセミ

ナーでは，日本を含めた原子力利用国からの参加者と，

教育や研究などの計画について様々な議論が行われた。

現在のところ，ベトナムにおける原子力利用の研究

は，本会議での発表件数から類推できるように，まだ質・

量ともに限定的である。この観点から，会議では原子力

発電所の運開予定までの今後10年間に，運転に必要な多

数の熟練技術者を養成できるかどうかについての疑問も

呈された。ベトナム政府とVAECは確実な教育計画立

案を急ぎ，研究グループへの投資や研究者・技術者に対

する待遇の改善をも含め，先進国で活動しているベトナ

ムの研究者・技術者を本国に呼び戻せるように早急に動

く必要があるだろう。

（名古屋大学・ナム ホアイ ツァン，山本章夫和訳）

今回，初めてベトナムを訪問した。その印象や他国の

動きなどを記して補足としたい。上述のように，ベトナ

ムでは，原子力発電に関する基盤研究が活発に行われて

いる状況ではないようであり，筆者の専門分野である原

子炉物理／炉設計に関しても，研究者・技術者を充実さ

せる必要性を感じた。日本は，同じアジアの国の一つと

して，教育や研究面の支援という観点から，様々な貢献

をすることが可能であると思われる。

ベトナムでの原子力利用に関しては，日本以外にロシ

ア・韓国・フランス・米国などが協力を行っている。ロ

シアのROSATOMはVAECと毎年会合を持ち，原子

力技術，特に原子力発電所の設計・建設・運用に関する

情報交換を行っている。韓国は，ベトナムと原子力に関

する協力を最初に行った国の一つである。ベトナムから

の学生の受入れ，または原子力技術のトレーニングのた

めの講師の派遣といった形で協力している。フランスの

CEAは，ベトナムの研究者の受入れプログラムを走ら

せており，また，ダラットに設置されている研究炉（ト

リガ炉）の解析ツールを提供している。米国は，ダラッ

トの研究炉の LEU化で協力しているとのことである。

なお，ロシア，韓国，フランス，米国は，原子力利用に

関する法律や政策立案にも協力しているとのことであ

る。

他の国とベトナムの協力の状況，およびベトナムと日

本の経済状況を考慮すると，現在も行っている日本の公

的セクターからの支援を今後も継続的に実施していくこ

とは効果的であろう。特に，研究者や留学生に日本に滞

在してもらうことは，技術支援の意味合いとともに，人

的なつながりを創るという観点からも重要であると思わ

れる。 （山本章夫）

（2009年 ９月３日 記）

ベトナムの原子力研究は今（ベトナム原子力学会）
The 8 th Vietnamese National Conference on Nuclear Science and Technology

2009年 8月20～22日（ニャチャン，ベトナム）

会場付近の風景（左下のドーム状の屋根の建物が会場）
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原子力や放射線の理解をめざして
原子力の仕事に携わる女性によって運営している

WIN�Japan（小川順子会長）は，2009年９月12日，九州

電力㈱が川内原子力発電所３号機増設申入れを実施した

薩摩川内市において，女性交流会「楽しく話そう，エネ

ルギーや原子力のこと」を開催した。女性交流会は，原

子力関連施設の立地地域に住む女性達とWIN�Japan 会

員とが対話をすることによって，原子力の正しい情報を

一般の方に伝えたり，日頃の疑問に回答することを目的

としている。今回は，薩摩川内市を中心とする88名の一

般の方とWIN�Japan 会員23名が交流した。本会は，第

１部で講演会，昼食をはさんで第２部で交流会を実施し

た。

「スポーツもエネルギーも一日にしてならず」

第１部の講演会では，スポーツキャスターの舞の海秀

平さんを講師に招き「スポーツもエネルギーも一日にし

てならず」と題して，現役時代に技能賞を受賞するまで

のエピソードや現在の相撲界の状況について講演してい

ただいた。相撲は自分のように小さい力士でも技を駆使

して，自分より大きな力士を倒すことができる。同じよ

うに，資源の少ない日本でも原子力のような技術を駆使

してエネルギーを確保することが大切であり，未来へ向

けて今から準備すべきと述べられた。

楽しく話そう，エネルギーや原子力のこと

第２部の交流会では，１テーブルに参加者７，８名と

WIN�Japan 会員２名の構成で12テーブルに分かれて，

参加者からの原子力に対する不安や疑問点について話し

合った。

まず，自己紹介と本交流会への参加動機を伺った。参

加動機はおおよそ次の点である。�原子力発電は元々危

険なものであり不安であるので，どうやって安全を確保

しているのかを知りたい，�川内原子力３号機増設の必

要性がわからないので教えてもらいたい，�地元説明会

では男の人が大半で，細かい話を聞きづらい雰囲気であ

るので女性交流会に参加した。

参加者の多くは薩摩川内市内に住んでおり，原子力発

電所は身近な存在であるので，事故が起きた場合のこと

を日頃から心配しておられる。したがって質問内容も，

�事故が起きた場合にはどこに避難すればよいのか，�

北朝鮮がミサイルを発射したらどうなるのか，�地震が

起きたら火災が起きるのではないか，�なぜ川内原子力

３号機を増設するのか，これにより危険も増すのではな

いかといった質問内容であった。他にも，防災訓練に毎

年参加しているが，形骸化しており実際事故が起きたと

きには役立たないのではないかという厳しい指摘もあっ

た。

また，原子燃料サイクルについても勉強されている熱

心な方が多く，その方々からは，「原子力発電所から取

り出した燃料を再処理工場へ運ぶ際，危険はないのか」

「容器から多少なりとも放射線が漏れる恐れはないのか」

「低レベル放射性廃棄物はどこに運ばれるのか」など一歩

踏み込んだ質問も出された。

さらに，「最終処分場の話は子孫まで続く問題である

ので，皆が納得できる解決策を見つけてほしい」「石油，

石炭はリサイクルできないが，ウランはリサイクルでき

るのでエネルギー確保のために原子燃料サイクルを確立

してほしい」と私たちを応援する意見もあった。
かなめ

要は信頼関係
WIN�Japan は2000年の設立以来，原子力平和利用推

進の立場から，女性と次世代層を主な対象として，原子

力の理解促進を目的に活動している。原子力発電や放射

線利用に関する正しい情報発信はホームページやパンフ

レットでも行うことはできる。にもかかわらず，わざわ

ざ顔を突き合わせて交流会を実施する理由は何か。それ

は，face to face のコミュニケーションによる信頼関係

の樹立である。参加者は私たちが確信を持って説明して

いるか，ごまかしや隠し事がないか，を私たちの表情や

しぐさから確認することにより，安全を理解し安心を得

ることができると考える。WIN�Japan はこれからも face

to face のコミュニケーションを図っていきたいと考え

ており，みなさまからのご支援，ご協力をお願いしたい。

（九州電力・前田由起子，三菱重工業・黒岩温子，

2009年 10月20日 記）

WIN�Japan主催 女性交流会 in 薩摩川内
楽しく話そう，エネルギーや原子力のこと

2009年 9月12日（ホテルグリーンヒル，薩摩川内市）

交流会の風景

会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会 議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議 報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報 告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告

901会議報告（前 田，黒 岩）

日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 12（2009） （ 53 ）



Migration’09は，アクチノイドおよび核分裂生成物

（FP）の地下環境での移行挙動に関する最新の研究成果

の発表および情報交換を目的として，２年に１度の頻度

で開催され，今年で第12回目を迎える権威ある会議であ

る。今回は，パシフィックノースウェスト国立研究所

（PNNL）などの主催で，ワシントン州，ケネウィックの

スリーリバーコンベンションセンターで開催された。会

議には15ヵ国から約300名の参加者が，279件の発表を

行った。口頭発表（69件）は８時半～18時までひとつの会

場で集中的に行われ，ポスター発表（210件）は学会の２日

目および３日目の19時～20時まで行われた。

会議初日は，会議のホスト機関である PNNLのクルー

ゼ研究所長の歓迎の挨拶で幕を開けた。引き続き，米国

エネルギー省（DOE）の基礎エネルギー科学部門および

生物環境研究部門のミラー氏とアンダーソン氏からアク

チノイドなどの基礎科学研究への期待と資金助成につい

て紹介があった。オバマ政権に変わってからユッカマウ

ンテン計画の中止など原子力研究開発の中止や遅れが懸

念されたが，基礎科学研究についてはDOEがしっかり

と資金的な援助を行っていることが感じられた。特にア

クチノイド化学は核燃料サイクルや環境修復技術開発に

おいて重要であり，国立研究機関で進められている応用

研究だけでなく，大学からの基礎研究提案にもできるだ

け助成するとのことであった（例えば，ノートルダム大学

のアクチノイド材料研究に約18億円�５年等）。さらに，

PNNLのゲファード博士からハンフォードサイトの歴史，

特に廃棄物の貯蔵および漏出についての概要が紹介された。

２日目からは研究成果の口頭発表とポスター発表が行

われた。各セッションの発表の概要を以下に紹介する。

セッション A：アクチノイドと核分裂生成核種（FP）

の溶液化学では，溶解度と溶解挙動，固溶と２次鉱物生

成，無機および有機官能基との錯形成，酸化還元反応と

放射線分解，固液界面における反応，コロイドの生成お

よび測定手法開発に関する最新の成果が発表された。

無機および有機官能基との錯形成では，東工大の池田

泰久教授が招待講演としてU（V）錯体の構造と反応性に

関する研究成果について発表した。その他の発表では，

固液界面のアクチノイドの化学状態を明らかにする研究

に進捗が感じられた。これまで，モデル解析による化学

状態の予測が主であったが，レーザー分光分析やX線

吸収端微細構造解析（XAFS）により実際の化学状態を捉

えることが可能になり，地に足を付けた議論ができるよ

うになった。なかでも東京大学田中研究室の一連の発

表，すなわちモデル解析と走査型近接場レーザー分光等

を駆使した鉱物表面分析を組み合わせたアクチノイドの

化学状態分析に関する発表は，日本の先端研究成果を大

いにアピールするものであった。注目される研究成果と

しては，ノートルダム大学のバーンズ教授の研究室で成

功したU（Ⅵ）やNp（Ⅴ）によるフラーレン構造物質の合

成に関する研究があげられる。また，ロスアラモス国立

研究所のリチャード博士は Pu（Ⅳ）のコロイドの合成に

成功し，構造も明らかにした。これらの合成はアクチノ

イド含有コロイドの生成および挙動を解明する上で重要

な知見を与えると考えられる。

セッション B：放射性核種の移行挙動では，鉱物変質

過程における吸着�脱離，拡散および移行プロセス，コ

ロイド移行，微生物および有機物の影響，野外実験，ナ

チュラルアナログ研究に関する最新の成果が発表され

た。著者は，微生物および有機物の影響セッションの議

長を務めた。微生物細胞表面に生成した希土類含有鉱物

や地下水中のアクチノイドコロイドについて，透過電子

顕微鏡による３次元像解析で生成条件や場所を特定する

試みが九州大学宇都宮研究室でなされ，注目された。そ

の他では，グリーンラスト（Fe（Ⅱ），Fe（Ⅲ）を含む鉱物）

生成時におけるNpの挙動解析など，ホスト鉱物の構造

が変化する過程でのアクチノイドの挙動などが長期の予

測には重要であることが再認識された。

セッション C：地球化学と移行モデルでは，データ選

択と評価，化学反応を取り込んだ移行予測，モデル開発

と応用，モデル検証に関する発表がなされた。原子力機

構等で進めている放射性核種の熱力学的データベースの

整備についての発表があり，地味ではあるが，放射性核

種の地層中移行予測においては重要なデータが一歩ずつ

整っていることが感じられた。

特別セッションとして，ハンフォードサイトにおける

汚染と修復に関する研究の現状について報告があった。

環境中に漏出した Puなどを電子顕微鏡で解析するな

ど，日本では取得不可能なデータが紹介された。

会議を通して，米国，欧州各国ではTRU元素の分析

が走査型透過電子顕微鏡，XAFSなどの最先端機器に

より行われており，日本での分析体制の後れを感じた。

なお，次回のMigration’11は中国，北京で2011年９月

に開催される。（日本原子力研究開発機構・大貫敏彦，

2009年 10月10日 記）

アクチノイドおよび核分裂生成核種の地質環境における
化学と移行に関する国際会議

Migration'09 : International Conference on the Chemistry and Migration
Behavior of Actinides and Fission Products in the Geosphere

2009年 9月20～25日（米国ワシントン州，ケネウィック市，米国）

会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会会 議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議議 報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報報 告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告告

902 会議報告（大 貫）

（ 54 ） 日本原子力学会誌, Vol. 51, No. 12（2009）



高浜町に生まれ育って
私は，関西電力から数キロメートル離れた高浜町西三

松に生まれて育ちました。私が結婚し，子どもが出来た

頃，原子力発電所に対し，正直不安はありました。今は，

安全が確保され，安心感がもてることは最低限守られな

ければならないことですが，共存共栄に向かっていきた

いと思っています。

中学校単元『発電』と真っ白な中学生
原子力発電所は，いま世界的に二酸化炭素の削減が叫

ばれるなかで必要です。また，身近においても，私の友

達が旅館を経営したり，発電所に勤務したりして生計を

立てています。いまでは，発電所なしではやって行けな

い面があります。むしろ，廃炉になることの方が恐いと

いう思いもあります。

中学校３年生の理科に『発電』の単元があります。その

なかで原子力について学びます。内容は，放射線の性質

や原子力発電の良い点と悪い点です。具体的にいいます

と，利点は少量の燃料で大量のエネルギーを作り出すこ

とや発電中には二酸化炭素をほとんど出さないこと。不

利な点は，多量の水が必要なので海岸等の水辺にしか立

地できないこと，住民の同意が必要なのでこじれる場合

があること，放射線への不安，廃棄物の問題などです。

これらを理科の時間のなかで解説して，『みんなはどう

思う？』と投げかけています。そうして生徒個々の意見

を沢山出させた上で，「これは君達自身の問題で，10年

後（結婚と出産を考える年頃）には自分たちで答えを出さ

ないといけないんだよ」といいます。少し投げ遣りな感

じがするかも知れませんが，そうやって自分の問題とし

て捉えられるようにならないだろうかということです。

このことは，本来ならば日本国民皆が考えないといけな

いことだけど，私たちの町には高浜発電所がある。なお

さら，真剣に考える必要があるんじゃないかなあ。また，

「10年後に考え始めたのでは遅いので今から考えようよ」

と誘います。こんな風にたたみかけるように投げかけま

すと，『どうするんだ』と自問しているのか，みんなまる

で頭の中が真っ白になったようにシーンとなります。生

徒達には，この“真っ白”なところ，つまり原点に立ち返っ

てスタートし，いろんな夢を実現してほしいと思っています。

あるエピソード
ひとつのエピソードがあります。約20年前のことで

す。一人の嶺北出身の理科の先生が高浜へ赴任してきた

時，「嶺南（若狭・敦賀地方）の子は原子力や放射線のこ

とを知識として非常によく知っているので，ちょっと驚

きました」と感想を漏らしたのです。なぜかと考えまし

た。ひとつには，小・中学校で発電所の見学会が行われ

ています。子供会等でも行っています。残念ですが，そ

ういう機会は少しずつ減ってきています。

最近，頻繁に行われているのは，中学校はサマースクー

ルそして小学校は科学の出前授業で，発電所の皆さんが

親身になって子供たちを教えてくれています。面白実験

教室があり，時々原子力もテーマとして入ります。ここ

で得られる人と人との交流の機会は，ゆくゆくは人間同

士の信頼感の醸成につながります。こういう私も，サマー

スクールや出前授業を通じて，関西電力の方と親しくな

り，ささいな疑問を尋ねることができるようになりまし

た。親近感と信頼感ができていく……これは子供たちの

将来に必ず役立っていくと実感しています。

これからのこと
差別は時と場所を変えていろんな形で現れます。もう

随分昔のことですが，他所から来た観光バスがこの地を

通過する時，バスガイドさんが『空気に放射能がありま

すから窓を閉めてください』といったというようなウソ

のような話もあります。空気がそして魚が敬遠されまし

た。今，この地方の鯖，小鯛，笹かれい，ふぐ，かに等の

海産物を目当てに京阪神からもたくさんの方が食事に来

られます。原子力や放射線の教育は，ゆえなき差別や誤

解をなくすためにも，日本中の学校で歩調を合わせて実

施すれば，いろんな面で効果もグッと上がると思います。

最後に，日本原子力学会への期待を２つ申し上げま

す。まずは説明責任を果たしてほしいということです。

何か事が起これば一番苦しむのは地元の私たちです。地

元のみならず，他の地域の方達の無用の不安を払拭して

ほしいと思うのです。もうひとつは人と人との交流を大

切にしてほしいということです。様々な交流（日本のみ

ならず外国の方々と地元の小・中学生との交流等）が相

互の信頼関係をつくっていくと思います。

（2009年 10月６日 記）

伊藤恭子（いとう・きょうこ）
福井県高浜町立高浜中学校校長。学校教育の目標は『夢実

現』。人と人とのつながりを通して，何事にも臆することな

くチャレンジしていく子供を育てたいと日々頑張っています。

座右の銘：「迷ったときは，前に出ろ」（星野仙一）

⑥ 夢実現

福井県高浜中学校 伊藤 恭子

903定点感測（伊 藤）
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1．高く評価された記事

Webアンケートでは，各記事の内容及び書き方につ

いて，それぞれ５段階で評価していただいています。９

月号で高く評価された記事について，「内容」，「書き方」

に分けてそれぞれ上位４件をご紹介致します。

今月は，巻頭言，時論，定点感測も好評でした。

2．自由記入欄の代表的なコメント，要望等

� 「時論」に関して，英国の科学フェスティバルの紹

介は非常に興味深かった。原子力にまだまだ大きな

抵抗がある日本では，このような科学フェスティバ

ルを通じて理解を求めるような試みを広げてほし

い。

� 「連載講座�，廃止措置技術―鋼材解体の技術動

向」に関して，大型工事になったと思われる実例，

試験例が淡々と羅列されているが，実現象としての

工夫・苦労話が入っていると，実感がわきやすいと

思った。

� 「ジャーナリストの視点」に関して，もんじゅの改

名は思いもよらなかったが，案外よいかもしれな

い。

� 「Webアンケート結果」に関して，アンケートを

実施して読者の評価を活用することは良いと思う

が，結果は掲載しなくてもよいのではないか。

3．編集委員会からの回答

� 上記�のコメントに対して，読者の理解が進むよ

うな可能性のある場合には，「校閲」の段階で，そう

いったコメントを著者にさせていただくように致し

ます。

� 上記�のコメントに対して，アンケート結果は，

編集委員会での記事の企画等に利用していますが，

評価の高かった記事については，編集委員会ばかり

ではなく，読者の皆さまにも参考になる点が多々あ

ると考えられ，結果を公表しております。

学会誌ではこれからも，会員の皆様により質の高い情

報を送りたいと考えております。記事に対する評価はも

とより，さまざまな提案もぜひ，Webアンケートでお

寄せ下さるようお願いいたします。

「原子力学会誌」９月号に対して寄せられたWebアンケートの結果をご紹介します。今回は81名の方から，

回答がありました。

第 1表 「内容」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（内容）

１
シリーズ

解説

我が国の最先端原子力研究開発

電中研 No．12

放射線はどんなに微量であって

も危険なのか

―低線量・低線量率放射線の生

体影響評価

4．09

２ 巻頭言 日本の低炭素化 4．00

２ 時論
科学を楽しむ「場」 ～科学フェ

スティバル
4．00

４
定点

“感”測
もっとイージーに外へむかって 3．87

第 2表 「書き方」の評価点の高かった記事（上位４件）

順位
記事の

種類
タイトル

評点

（書き方）

１ 巻頭言 日本の低炭素化 3．95

２
定点

“感”測
もっとイージーに外へむかって 3．81

３ 時論
科学を楽しむ「場」～科学フェス

ティバル
3．78

４ 報告�

「くらしと廃棄物（ごみ）」―アン

ケー調査が明かした事実と今後

の展開

3．76

低線量・低線量率放射線の影響評価が好評
低炭素化への関心も高く （ 9月号のWebアンケート結果）
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鳩山首相にノーベル平和賞銀メダルは可能か

�株エネルギーフォーラム 志賀 正利

先の総選挙での圧勝の勢いのままに国連に乗り込ん

だ鳩山首相の演説は，わが国歴代総理の中でも出色の

出来だったと，各国の首脳やマスコミが称えた。９月

22日の国連気候変動首脳会合での温暖化ガス削減目標

を2020年までに1990年比で25％削減するとした演説

と，24日の国連安保理事会での，唯一の被爆国として

核廃絶の先頭に立つとする演説である。いずれもエネ

ルギー政策や原子力政策に密接に関係するものだけ

に，いくら賞賛されたとはいえ，今後の具体的な政策

内容が大いに気になるものである。

鳩山演説の温室効果ガス削減の新たな目標について

の経済産業省の現在の対応は，「総理の発言を踏まえ，

何らかの検討をしなければならない。明確に指示が下

りているわけではないが，COP15までに検討してい

くことになるだろう」（資源エネルギー庁課長）と，官

僚たちは静観の構えの様子。ただ，25％削減を「真水」

で達成できるとは考えていないようで，「真水」部分に

ついては，麻生政権時代の15％削減から大きく増えな

いのではないかとも考えているようだ。しかし，15％

削減についても達成は困難，というのが産業界の多数

意見だろう。麻生政権が中期目標で打ち出していた15

％削減ですらも，それを実現するためには，電力の供

給面では，2020年までに原子力発電を９基増設し，太

陽光発電を現状の20倍の2，800万 kWまで拡大すると

いう，とてつもない数字が掲げられていたからだ。

電力関係者からは，一般受けする太陽光の導入拡大

よりも，むしろ原子力発電をあと数基増設すればこと

は済むはずという声があがっているのである。例え

ば，09年度の電力供給計画をみれば（これを机上の空

論という人もいるが……），20年度までに運転開始を

計画しているのは15基あることから，実は政策の展開

次第では，太陽光の分をカバーしうる潜在力があるの

である。原子力開発こそ政治の判断に負う部分が大き

いだけに気になるところだ。

しかし，鳩山内閣で消費者・少子化担当相に就任し

た福島瑞穂社民党党首は，10月３日に東京・明治公園

で開かれた原発反対集会に出席し，「脱原子力の大き

な動きを強める」と発言し，小沢環境相に対しても，

「CO２削減のために原発活用という議論が起きないよ

うにしないといけない」（読売新聞）と迫っている。鳩

山首相は，温暖化対策については，菅副総理の元での

外務・環境・経産の各大臣の下に検討委員会を設ける

としているが，政治的判断が優先されることは確実だ

ろう。その場合，福島大臣はどう関与するのだろうか。

連立政権の与党党首として存在感にこだわれば，わが

国として最も実現可能性の高い原発増設や稼働率向上

による温暖化ガス抑制策の道が閉ざされることになり

かねず，鳩山首相の演説は絵に描いた餅になってしま

うのは確実だろう。当面の試金石は上関原発の捌き方

ではないだろうか。

もう一つの核廃絶の具体策はどうだろうか。オバマ

米大統領の核廃絶演説により，安保理が全会一致で核

廃絶を決議したことは歴史的出来事だといえる。それ

が認められてノーベル平和賞の受賞が決まった。それ

だからこそ，唯一の被爆国で原子力の平和利用につい

てプルトニウム利用をも認められているわが国の役割

は重い。核ミサイルに搭載されているプルトニウムを

原子力発電の燃料としてどう受け入れていくか，その

道筋を提案する立場にあるのではないだろうか。現存

する３万発の核爆弾のプルトニウムを燃料として使え

ば，全世界の原発を15年間運転できるという。核の番

人の原子力委員会が，鳩山演説を受けて，具体的利用

計画を世界に向けて発信するときだと思うが，これも

政治の判断がカギを握っているとはいえ，ポピュリス

トの鳩山首相をよく導いてもらいたいものだ。核廃絶

の中身を提起し世界をリードできれば，わが鳩山首相

もノーベル平和賞の銀メダルをもらってもおかしくは

ないのだから。

政治に関連して最近，一冊の本を読んだ。『長崎市

長 本島等伝－赦し』（にんげん出版刊。横田信行著）

がそれだ。人類最後の被爆都市・長崎の元市長でキリ

シタンの本島氏は，高レベル放射性廃棄物最終処分場

を古里の上五島に誘致しようと考えているのだ。彼は

ポピュリストではなく，核廃絶への具体策を描いてい

る。 （2009年 10月14日 記）

志賀正利（しが・まさとし）

㈱エネルギーフォーラム 副社長

1950年福岡県生。79年専修大学経営

学部卒，同年㈱電力新報社（現エネ

ルギーフォーラム）入社。編集部記

者を経て95年取締役編集部長。現在

副社長。
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